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1I ソフトウェア・ ITES産業をめぐる諸問題と分析枠組み
１ 研究背景
（1） 研究対象と目的
先進国企業による製造プロセスの海外移転は 1970 年代と 1980 年代に顕著になった。先
進国企業はコストを下げるために，業務プロセスを細かい工程にして，外注する。その後，
1990年代以降の ICT1技術の発達によって，いっそうのコスト削減と，それによる競争力改
善，収益性の向上が可能となった。そして，こうした海外生産と ICT 技術を結合すること
により， ICT 産業のサービスプロセスのオフショアリングを可能にした（Hirakawa
eds[2017]28-29 頁）。そうした中，ソフトウェア・ ITES 産業は人的資本に依存する産業で
あるため，人材，とくに高度人材が最も重要な生産要素である。
一方，1990年代，冷戦の終焉とともに，中国，インド，ブラジルなどの新興国が世界経
済発展の主要な原動力となってきた。先進国と比べて，新興国では経済が遅れて発展し，
IT 分野の基礎が健全ではなかった。しかし，これらの国は多くの人的資源と自然資源を持
っており，先進国企業にとって新興国にアウトソーシングすることが人材及びコストの面
で優位性がある。しかも，多くの多国籍企業にとって，これらの新興国は巨大な潜在市場
でもあった。その後，これらの新興国では独自なソフトウェア産業発展モデルが確立され，
ソフトウェア技術や教育水準も大幅に向上した（DLISSO[2010]22-8 頁）。そこで，先進国
企業はコスト削減と人的資本を狙って，新興国にも発注する動きが見られた。その動きは，
先進国が新興国にオフショアリングする場合もあったし，新興国で拠点を設立してオフシ
ョアリングする場合もあったし，先進国から帰国した人材が起業する場合もあった。
同時に，新興国はオフショア開発をチャンスとして経済発展を図る。しかし，新興国が
ソフトウェア・ ITES 産業を育成するのは容易なことではない。新興国がソフト・ ITES 産
業を生成させるに当たって，二つの要件が考えられる。一つは，国際分業の中に入り，グ
ローバル・バリュー・チェーン（GVC）の一部を担って，付加価値を生み出して産業を生
成させようとすることである。もう一つは，地域産業集積を形成するための独自の仕組み
を創り出すことである。要するに，新興国のソフト・ ITES 産業生成には GVC 参入と地域
の産業集積形成の二つの傾向が見られると思われる。
そうした中，中国はソフトウェア産業（当時の名称）を行うのにコストと人材に恵まれ，
飛躍的に発展しており，先進国の企業が外国に進出する際の第一の選択肢になっている。
1 ICT とは「Information and Communication Technology（情報通信技術）」の略で，情報を電子的に処
理し，伝達し，表示する活動を可能にする機器，ソフトウェア，サービスを生産する情報処理や通信
技術の総称である（夏目編著[ 2010]）。
2 この資料は 2009 年までは大連市信息産業局と大連軟件行業協会によって，2010 年から 2012 年まで
は大連市経済和信息化委員会と大連軟件行業協会によって，2013 年以後は大連軟件和服務外包研究
院（DLISSO）によって編集されている。2012 年版以後は DLISSO 編集の単行本『大連軟件和信息技
術服務業発展報告』となっている。いずれも市政府の監督下の機関であり，政府統計に準じた数値と
みなすことができる。これを JETRO 大連事務所が翻訳して，『大連市ソフトウェア・情報サービス
業白書』として配布していた。関係者には日本語では『大連 IT 白書』と呼ばれている。煩雑である
ため，一括して DLISSO[各年]のように引用する。
2これまで，中国政府はこのチャンスをつかんでソフトウェア産業を新興の中堅産業として
発展させ，大きな成果を収めた（DLSSSO[各年]）。
そして，大連もまた 1990 年代後半以降，ソフトウェア産業（当時の名称）を重点産業と
して発展させ始めた。1998 年からの 20年間，大連市ソフトウェア・ ITES 産業は著しい成
長を遂げている。しかし，大連市ソフトウェア・ ITES 産業の発展経路は，中国の中では
特異な位置にあった。大連市に限って言えば，日本市場向け開発・サービスの拠点として
発展を遂げてきた。大連市ソフトウェア・ ITES 産業の販売高は，1998 年には 2 億元，輸
出額は数百万ドルであったが，2016年にはそれぞれ 1,015 億元，27.1 億ドルを突破した。
各年の為替レートでドル換算すれば輸出比率は 18.2%であり，これは中国の同産業全体の
7.2％を大きく上回っていた（DLSSSO[2017]）。しかも，大連市の地場企業が受注したオ
フショア開発をさらに市内の企業に発注する場合には，再請負部分は統計上，国内向けと
して計算される。そのため，実質的に輸出向けに行われている仕事の割合はもっと高いと
推定される。さらに，輸出における日本向け比率は，最も高かった時期には 90％を超えて
いた（DLISSO[各年]）。世界銀行の調査によれば，世界にソフトウェアサービスを提供し
ているインドに比べると，中国のソフトウェア・ ITES 産業は国内へのソフトウェア製品
供給の割合が高いという特徴を持つ（Gregory et al.[2009=2010]）。ここから，大連市ソフ
トウェア・ ITES 産業は中国における同産業の平均的な姿と大きく異なっており，対日オ
フショア・サービス拠点として独自の分析が必要であることが示唆される。このような特
性を持っている大連市ソフトウェア・ ITES 産業はオフショア開発の分野において，日本
との取引関係により，オフショア開発の技術力やノウハウを蓄積してきたことが明らかに
なっている。しかし，同時に対日オフショア開発拠点としての大連では労働集約型集積の
限界も顕著になってきている。
こうして，新興国のハイテク産業3がいかに形成され，発展してきたのか，現在どのよう
な課題に直面しているかが問われる。それを究明することが本論文の目的である。本論を
展開するに先立って，まず，ソフトウェア・ ITES 産業の概要とその主要概念の定義をし
ておきたい。
（2） ソフトウェア・ ITES産業の概要とその主要概念
ここで「ソフトウェア・ ITE サービス産業（ソフトウェア・ ITES 産業）」と呼んでい
る産業については，同一対象について，呼称と境界の定め方に様々な種類がある。そのた
め，呼称の定義を通して分析対象の境界を明らかにしておかねばならない。
そもそも「ソフトウェア・ ITES 産業」という分類は，産業分類のもっともオーソドッ
クスな分類法であり，供給する財・サービスによる分類である。まず，日本語，および中
国語で使われる「情報サービス」「情報技術（IT）サービス」産業という名称がある。日
本の総務省の「経済センサス活動調査」では，「日本標準産業分類」に基づいて情報サー
3 ハイテク産業とはコンピューターー・バイオテクノロジー・ロケットなど高度な技術や先端的な技
術を中心にした産業である。
3ビス産業をソフトウェア，情報処理・提供サービス，インターネット付随サービスから構
成されるとしている。その内容は技術の発達や時代の変遷で変化しつつある4。2016 年現
在，スマートフォンタブレット，ビッグデータ，マイクロサービス，IoT，デジタルトラン
スフォーメーションなどが含まれている（図 1）。また，「日本標準産業分類」上の「情
報サービス業」と中国の「情報技術（IT）サービス産業」の分類によると，上述した内容
の以外，設計開発，デジタルコンテンツ，コールセンター，データセンターなどの内容も
含まれる。しかし，このような日本語，および中国語の「情報サービス」「情報技術（IT）
サービス」産業という名称は，本論文で対象とする産業のサービス内容を必ずしも全面的
にとらえていないと思われる。その一方，異なる性質を持つサービスをひとくくりにして
いる。
一方，UNTCAD[2014]では，オフショアリングの影響を受けるサービスを IT サービス産
業と ICTE サービス（ICT enabled services）産業の二種類に分けている（表 1）。ここで IT
サービスというのは，広い意味でのソフトウェア開発のことだと思われる。そして，ICTE
サービスというのは，ICT によって独立した業務となったサービスのことである。本論文
は UNTCAD[2014]の分類が妥当であると考えるが，名称としては IT サービスよりソフト
ウェアの方が内容を明確にできると考える。また，ICTE サービスは正確な内容ではあるが，
今のところより広く使われている ITE サービスを用いたい。すなわち，本論文で対象とす
るのはソフトウェア・ ITE サービス産業（略称ソフトウェア・ ITES 産業）である。それ
が意味するのは，ソフトウェア開発と，その他の，IT 技術によって可能となり，また容易
となった各種のサービスのことである。
表 1 オフショアリングの影響を受けるサービスの種類
サービス種類 例
IT サービス プログラミング，アプリケーションテスト，データ処理，データベース
サービス，データウェアハウス，IT コンサルティング，IT サポートサー
ビス，IT インフラ管理，メンテナンス，システムインテグレーション，
ソフトウェア開発，実装，コンテンツ管理，開発
ICTEサービス コールセンターとカスタマーコンセンサスセンター（インバウンドとア
ウトボンド），データ入力，人的資源，金融と会計，給与。調達と転写
財務分析データマイニング，Engineering，保険クレーム処理，遠隔教育
と出版，研究開発，建築設計，医学診断，ジャーナリズム
出所：UNTCAD[2014]4頁により筆者作成。
4 JISA ホームページ（https://www.jisa.or.jp/explain/tabid/755/Default.aspx 2019 年 6 月 28 日閲覧）に
よるものである。
4図 1 日本情報サービス産業の 30 年
出所：一般財団法人情報サービス産業協会（JISA）のホームページ5。
ソフトウェア・ ITES 産業の分野では，供給する財・サービスによる分類の他に，ユー
ザーが，ソフトウェア・ ITES をどのように調達するかという観点からの分類がある。ユ
ーザーからみた調達先が国内の場合はオンショア，海外の場合はオフショアと分類し，ユ
ーザーからみた調達先が自社の場合はインソーシング，他社の場合はアウトソーシングだ
5 JISA ホームページ（http://www.jisa.or.jp/explain/tabid/756/Default.aspx 2019 年 6 月 28 日閲覧）によ
るもである。
5と分類する。そして，アウトソーシングの下位分類としてサービス内容に注目した ITO/BPO
という分類もある。「ITO・ BPO 産業」は，その名の通り，ユーザーから，その業務の一
部をアウトソーシング（外注）として請け負うことを専門的に行う産業である。ITO
（Information Technology Outsourcing ）は各企業の管理プログラム作りなど，コンピュータ
ーやインターネット技術に関連した業務の外部委託のことを指す。BPO（Business Process
Outsourcing）は自社の業務プロセスをまとまった単位で継続的に外部の専門的な企業に委
託することを指す。しばしば，「ITO産業」は「ソフトウェア産業」と，「BPO 産業」は
「情報サービス産業」と似た意味で呼称されている。しかし，ITO，BPO は本来アウトソ
ーシングに限った分類であるのに，インソーシングの場合を含めてソフトウェア開発のこ
とを ITO，ITE サービスのことを BPO と呼んでしまう場合もある。この呼び方は混乱を招
きやすい。本来は以上の二つの基準の関係を表 2のように整理すべきであろう。
表 2 調達の観点からみたサービス分類の二つの基準
国内で実施 海外で実施
自社内で実施 オンショア・
インソーシング
オフショア・
インソーシング
外注（ITO・ BPO） オンショア・
アウトソーシング
オフショア・
アウトソーシング
出所：複数社インタビューにより著者作成。
新興国のソフトウェア・ ITES 産業拠点を分析する場合，オンショア，オフショア，ア
ウトソーシング，インソーシングは，主に海外のユーザーの立場から見た分類として用い
られる。したがって，新興国の拠点から当該国内に向けてソフトウェアや ITE サービスが
供給される場合が分類対象から落ちてしまうことに注意しなければならない。
よって本論文では表 1の指示する事業を対象とし，包括的な呼称として「ソフトウェア・
ITES 産業」を用いることとする。表 2の分類は海外ユーザーからの調達という観点が必要
な時に限って用いる。本論文では，ITO と BPO という呼称は他の文献から引用した場合と
インタビュー記録から引用した場合のみに用いる。
1) ソフトウェア開発のプロセス
一般的に，ソフトウェア開発には要件定義，基本設計，詳細設計，プログラミング，単
体テスト，結合テスト，システムテストの 8つの工程がある（図 2）（古谷[2008]39-41 頁）。
これまでの企業調査により，会社やプロジェクトによって多少名称や略称が違っているが，
結果として，古谷論文で提示するプロセスと一致することを判明した。各プロセスにおい
て具体的に何をするかを下記のようにまとめておきたい6。
6 以下の段落は古谷[2008]の記述からまとめたものである。
6要件定義においては，コンサルタント或いはユーザーが，業務の流れを分析し，そのう
ち，どの部分をシステムとして実現するかを明らかにする。そして，基本設計においては，
システム・エンジニアが要件定義をもとにして，どのようにシステムとして実現するかを
明らかにする。詳細設計においては，モジュール機能仕様書及びモジュール・インターフ
ェス仕様書などから，アルゴリズム，データ構造，ならびに処理手順を決める。プログラ
ミングにおいては，プログラマー或はコードと呼ぶ技術者はテキスト・エディタなどのソ
フトウェアを利用して設計書で指示されたプログラミング言語の文法に従って，ソース・
コードを作成する。そして，そのソース・コードをコンピューターで実行できる形式のフ
ァイルに変換する。これらの作業はプログラミング，コーディング，実装或は製造とも呼
ばれる。次の単体テストとは，すべての組みあがったモジュールについて，詳細設計どお
り動作するかを確認する作業である。その後の結合テストでは，モジュールを組み合わせ
て，モジュール仕様書どおりに動作することを確認する。最後に，総合テストにおいては，
テスターと呼ばれる技術者が基本設計どおりにシステムが動作するかを確認する。そのう
ち，製造や単体テストは他の工程より人的労働の投入率が他の生産要素に比べて高いため，
労働集約的な工程だと言えるだろう。
図 2 オフショア開発における日本企業から出しやすいプロセス
出所：複数社インタビューにより著者作成。
日本の情報サービス産業においては，受注ソフトウェアの開発方法は「ウォーターフォ
ール型」を主流としており，「要求定義→基本設計→詳細設計→プログラミング（製造）
→単体テスト→結合テスト→総合テスト→教育・保守」という流れで開発を行う。それは
各工程を順番に進めていく手法で，システム開発における標準的な手法である。この手法
は，いつまでに何ができるのかを確実に定義することが可能であるため，コスト削減を実
7現しやすい特徴がある7。しかし，現実には，日本の受注ソフトウェア開発においては仕様
の変更や手直しが多発するために，「ウォーターフォール型」開発が必ずしも効率的であ
るとは言えない。要するに，日本企業がオフショア開発を発注した際，製造や単体テスト
だけ分離して出せばよいと言われるが，プロセス間の調整が必要になる場合も多いため，
この「ウォーターフォール型」方式のメリットが発揮されていない。
（3） ソフトウェア・ ITES産業のグローバル化
1) オフショアリングの国際的動向
最初のオフショア受注先は，アイルランドとカナダなどの国であったが，今やインドに
続いて，中国，フィリピン，ベトナムなどの東アジア諸国もオフショアリング市場に参入
し始めた（Hirakawa eds.[2017]1-29 頁）。ソフトウェア開発，データ入力，コールセンター，
管理業務などのサービスオフショア開発は先進国に限らず，オフショア先としての新興国
まで広がってきた。
2015 年現在，世界アウトソーシング都市ランキングからみると，インドのバンガロール，
ムンバイ，デリー，ハイデラバードなどのほかに，フィリピンのマニラとセブが上位を占
めており，その後に，アジアでは中国の上海，北京，大連，深圳，ベトナムのホーチミン，
ハノイが続くようになっている（Tholons[2015]）（図 3）。これらの都市は，ポーランド
のクラクフ，アイルランドのダブリンなどの以前世界の各地域を代表する都市と競う形で
並んでいる。そこで，このランキングからオフショア先としての各国競争力の順位を付け
てみると，インドの次に中国，最近ではフィリピン，ベトナムなどが並んでいる。オフシ
ョア先となる国々の間で世界的な競争が激化しているのである。ここでいう競争力は，ス
キルなどの質的レベルとコストの動態的なバランスによって決定され，コストの上昇を超
える質的向上が源泉となっている。すなわち，オフショア先としての競争力は，コスト要
因を基本として質的レベルの高度化に移っている（平川[2018]49 頁）。
7 この段落は梅澤[2007]，古谷[2008]などから引用してまとめたものである。
8図 3 世界アウトソーシング都市ランキング(Tholons)
出所：『2015 Top 100 Outsourcing Destinations』。
最初に ICT 基盤サービス産業を世界で突出して発展させてきたのはインドである。イン
ドはまずソフトウェア開発で成果を上げ，続いて BPO，特にコールセンター業務を急成長
させたが，世界の BPO の 70％～80％を占めるアメリカのそれの 80％を受託している。だ
が，インドの BPO 産業は近年，フィリピン，インドネシア，ベトナムなどから激しく追い
上げられている。例えば，フィリピンは 2011年音声ベースの BPO（コールセンター業務）
売上がインドを超え，この分野で世界一となった（平川[2018]49-50 頁）。また，中国もオ
フショア先として世界から注目を集めている。中国は，1984 年の「電子と情報産業発展戦
略」によって ICT 産業を発展させ始めた。その後，1988 年「火炬計画（China Torch Program）」
の国策プロジェクトなど，ハイテク関連の助成制度が次々と登場する（田島[2008]13-16頁）。
そして，1998 年国家の政策に先行して、大連市政府の支持により民営企業運営のソフトウ
ェアパーク建設が行われた。また，ベトナムは近年ソフトウェア産業を牽引するオフショ
ア開発で注目されている。2001 年からソフトウェア産業の発展に乗り出して，政府がソフ
9トウェア産業振興のために一連の政策を打ち出している。2010 年にマスタープランである
「ベトナムを情報通信技術大国にするための決定」を公布し，2020 年までに情報通信産業
の GDP 比率を 8～10％にすると宣言した。そして，社会 IT インフラ構築に関する施策，
電子政府政策「国家行政電子化計画」の構築などの国内情報化も進んでいる8。さらに，日
中間の外交関係など政治経済的な諸条件が中国進出の日本企業に china+１政策を採らせる
中で，業界と政府が日本企業のオフショア市場開拓に積極的に乗り出している（平川
[2018]50-51 頁）。独立行政法人情報処理推進機構（IPA）の発表によると，日本からのオ
フショア開発発注国は 2010年からベトナムがインドを超えて 2位になっている（表 3）。
表 3 日本のオフショア開発 発注先相手国
年 1 位 2位 3位
2009 年 中国 インド ベトナム
2010 年 中国 ベトナム インド
2011年 中国 ベトナム インド
2012 年 中国 ベトナム インド
出所：情報処理推進機構 IT 人材育成本部[各年]により著者作成9。
世界のソフトウェア産業の規模は 2006年の 8,750億ドルから 2016年の 1兆 6,068億ドル
に成長してきた（DLISSO[2017]3 頁）。地域別から見ると，アメリカは依然としてソフト
ウェア開発プロセスの上流工程を占めており，世界同産業のイノベーション及びコア技術
開発の重任を担っている。そして，アメリカ同産業では，ソフトウェア製品の割合が最も
大きく，世界全体の 6割を提供している。しかし，ここ数年ソフトウェアサービスに次第
に追い越されつつある。このように，アメリカ同産業にはサービス化の傾向が見られる。
同時に，アメリカは世界最大のオフショア開発発注国でもある。次に，ヨーロッパはアプ
リケーションソフトウェア開発の面において，首位を独占し，世界最大のソフトウェアサ
プライヤーとソリューションプロバイダーである。ヨーロッパのソフトウェア産業では，
アイルランド，ドイツ，イギリスが代表として，アプリケーションソフトウェア開発の面
において，特に通信ソフトウェア，企業運営管理ソフトウェアの面で，優れた開発能力を
持っている。それに対して，アジアでは，伝統的な強国である日本の世界シェアが年々減
少するに伴い，中国，インド，ベトナムなどの新興国のシェアが増えつつある。ここ二十
数年間，インドはソフトウェアアウトソーシング分野で強い地位を維持している。中国は
アジア太平洋地域で最も潜在力のある新興ソフトウェアアプリケーション市場であり，世
界で重要なサービスアウトソーシング受注国でもある10。
8ベトナム政府の産業政策について，CICC（Center of the International Cooperation for Computerization）
の「アジア情報化動向報告会」の資料に基づいて作成したものある。
（www.cicc.or.jp/japanese/kouenkai/pdf_ppt/pastfile/h27/150903-05.pdf 2019 年 6 月 28 日閲覧）
9 2014 年以降は，調査中止となった 。
10 この段落は DLISSO[2017][2018]と 2017 年 8 月と 2018 年 7 月 DISA（大連ソフトウェア産業協会），
DLISSO, 大連外包服務協会などの政府機関におけるインタビューによってまとめたものである。
10
2008年の国際金融危機以降，世界各国はハイテク産業，特にソフトウェア・ ITES 産業
への支持を強化し，次々と関連戦略と計画を立てている。
第一に，先進国の IT 需要が増えつつある。2008 年以来，アメリカや日本などの先進国
は次々と情報化戦略（ICT 戦略）を打ち出した。IBM の「スマート地球」に基づき，アメ
リカは IoT と新型エネルギーを経済の二つの武器としてとりあげ，80 億ドルを投入して
「Smart Grid（スマートグリッド）」建設を開始した。そして，日本は 2009 年 7月に「i-Japan
戦略 2015」を発表し，デジタル技術と他産業の融合を通して，国民生活の利便性を上げ，
産業の更なる発展を目指している。韓国は 2009 年 9月「IT 韓国未来戦略」を公布し，189
億ウォンを投入して情報技術産業を発展し，情報産業と他産業の融合に力を入れる11。
第二に，オフショアリング市場の拡大である。多国籍企業のほか，中小企業もオフショ
ア開発に関心を持つようになり，中小企業によるオフショア開発の需要が増えている（中
小企業基盤整備機構経営支援情報センター[2007]）。それに対して，オフショア先として
のインド，中国，ベトナムなどの新興国はそれぞれアウトソーシング産業の振興政策を打
ち出し，税制の優遇政策やトレーニング費用補助などの政策でソフトウェア・ ITES 産業
を発展させている（情報処理推進機構 IT 人材育成本部[各年]）。
第三に，新興国における国内市場の増大である。ここ数年，新興国においては，省エネ
ルギー等の進展とともに，伝統産業の情報化，基幹ソフトウェアの国産化などが進んでい
る。新興国における経済が急激に成長するにつれ，多くの多国籍業は新興国で開発センタ
ーを設置し，新興国国内向けアウトソーシング業務の拡大を狙っている12。
2) 日本情報サービス産業のオフショアリング
日本情報サービス産業の市場規模は世界第 3位である。そして，オフショア開発の規模
は，2014 年には 14 億 900万ドルであり，発注先の 75％は中国に集中している（情報処理
推進機構 IT 人材育成本部[2014 年]）。日本の IT ベンダーがオフショア開発を行う動機に
ついてのアンケートによれば，例年，1位はコスト削減，2位は日本国内で不足する技術者
を集められることである（情報処理推進機構 IT 人材育成本部[各年]）。また，情報処理推
進機構 IT 人材育成本部[2010]の統計によると，日本から中国に発注する割合はプロセス別
にみてみると，要件定義は 3.5％，基本設計は 17.6％，詳細設計は 71.8%，プログラミング
は 98.8%，単体テストは 95.3%，総合テストは 11.8%となっている。ここから，大連市にお
けるオフショア開発は主に労働集約的な ITES 業務である詳細設計から単体テストまで行
っていると言えるだろう。その主な動機は開発コストの低下と，不足する人材の補充であ
る（D'Costa and Kobayashi[2009]）。このことは，日本企業がオフショア開発に低コストと
人海戦術を求めていることを示している。
前述したように，大連市ソフトウェア・ ITES 産業は対日オフショア開発から出発した
ため，日本情報サービス産業の特徴に影響されやすい。その特徴を以下のようにまとめて
11 この段落は DLISSO[2017]162-164 頁に基づいてまとめたものである。
12 2018 年 7 月 DLISSO におけるインタビュー。
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おきたい。
第一に，開発は，個々の顧客を対象とした受注制作のソフトウェアが中心である。欧米
のソフトウェア企業ではソフトウェア製品の開発が主流であり，ソフトウェア企業が顧客
のニーズを反映すると考えられる製品をソフトウェア企業の主導で商品化する場合が多い。
そして，顧客ごとの過度のカスタマイズは避けられる。それに対して，日本では個々の顧
客のニーズを反映した個別のソフトウェアが強く求められる（梅澤[2007]16 頁）。そのた
め，たとえ既製のソフトウェアプロダクツを使用したとしても，個々の顧客のニーズを強
く取り入れることが求められ，広範なカスタマイズが必要になる。そのため，ソフトウェ
ア開発の過程で仕様変更ややり直しが多発する。要するに，対日オフショア開発を受託す
る際，既存モデルを採りながらオフショア開発を進めるとき，この多発する仕様変更に柔
軟な対応が求められると考える。
第二に，下請制が定着している。日本の情報サービス産業では，日立製作所，富士通，
NEC，日本 IBM，NTT データなどの大手 IT 企業が元請けとして大型案件を受注し，上流
工程を担当する。これらの元請けベンダー（一次ベンダーとも呼ぶ）が開発の一部分を中
小の下請企業に発注し，下請企業はさらにその一部分を孫請け企業に発注するという，い
わゆる企業間ピラミッド分業構造（多重下請け構造）に特徴がある（佐藤[2008]15-23頁）
（図 4）。この下請構造を海外まで持ち込むことが日本のオフショア開発である。実際，
大連には主に日本にある二次ベンダーや三次ベーダーからオフショア開発を受注している
会社である13。
第三に，開発におけるドキュメントやコミュニケーションでは日本語が用いられる。日
本企業がオフショア開発を外注する際，手間を省くために，日本語のままで発注できるオ
フショア受注先が望ましかった。日本企業は仕様書の作成やチェックなどの作業を日本語
で行うからである。また，ITES でも日本語対応が求められることは，コールセンターや日
本語データ入力を考えれば一目瞭然である。そのため，対日オフショア開発・サービスを
行うためには，日本語を使える人材が豊富に存在することが必要条件である（幸地[2008]）。
13 2010 年 8 月～2018 年 7 月大連における複数社のインタビュー。
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図 4 日本ソフトウェア産業における業界ピラミッド構造
出所：佐藤[2008]15 頁により著者作成。
製造業においては 1980 年代大連経済技術開発区の設置に伴って，多くの日本企業が大連
に生産拠点を設立している。それに比べて日本企業による大連市へのオフショア開発発注
はかなり遅れて始まって，2001年頃から本格的な取引段階に入った（梅澤[2007]）。
大連の地場企業や外資系企業の拠点が主に手がけていたのはソフトウェアの対日オフシ
ョア開発サービスであったため，大連におけるオフショア開発は，日本のソフトウェア産
業の構造的特徴から影響を受けてきた。上述した構造に規定されて，この多段階の開発工
程のうち，労働集約的な工程から順にオフショア開発に出されるという方式がとられてき
た。すなわち，当初は製造と単体テスト（第 1階層と呼ばれる），続いて詳細設計と結合
テスト（第 2階層と呼ばれる）である（図 2）。こうして，日本と中国にまたがるソフト
ウェア開発の国際分業が形成された。形成期の在大連市ソフトウェア企業は，下請システ
ムにおける二次以下のベンダーであった。下請には浮動的なものもあったが，次第に継続
的な取引を積み重ねるようになっていった。受注ソフトウェアのウォーターフォール型開
発は，もともと一品生産ものである上に仕様変更が多く，元請け・下請間の頻繁なコミュ
ニケーションを必要とする。そこから種々のトラブルも発生しやすい（幸地[2008]）。そ
のため，発注側は優れた企業を選抜して，継続的発注を行うようになっていったのである。
ここまで分析した日本情報サービス産業の特徴，発注動機や発注方法などからすれば，
日本向けオフショア開発を行う際，主流のパターンは受注ソフトウェア開発業務の一部を
受注することだと考えられる。すなわち，大連の地場企業や外資系企業の拠点が主に手が
けてきた対日オフショア開発とは，ソフトウェア製品をまるごと開発する作業ではなく，
受注ソフトウェアの開発サービスの一部分の工程を請け負うものである。
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受注ソフトウェア開発工程では川上の要件定義，基本設計，川下のシステムテスト，運
用テストなどを日本にいる顧客と対面で行うことが多い。このため，日本企業にとってオ
フショア開発に出しやすいのは図 3の示しているように，まず，第一階層の製造（プログ
ラミング）と単体テスト，続いて詳細設計と結合テストも含む第二階層である14。在大連
企業の側から見ると，当初は製造（コーディング）と単体テスト，少し優れた能力を持っ
た場合は詳細設計と結合テストを受注した。これらは労働集約的で付加価値の低い工程で
あるが，このため大連地場企業がこの産業への参入が可能になったのであり，産業形成に
貢献したと思われる。ただ，受注量の変動が激しい仕事でもあったため，大連市ソフトウ
ェア・ ITSE 産業に不安定の要素も持ち込むようになったとも思われる。
そして，これまでの企業調査を踏まえて，日中間オフショア開発における分業関係を図
5のような三つのパターンに整理した15。
パターン一：エンドユーザーから日本企業に業務を委託し，日本企業から中国企業に直接
発注する。
パターン二：エンドユーザーから日本企業に業務を委託し，日本企業から在中国の現地法
人・拠点に委託し，そこからさらに中国企業に発注する。
パターン三：エンドユーザーから在日本中国企業の法人・拠点に発注して，在日本中国企
業の法人・拠点からさらに中国企業に発注する。
図 5 大連企業のオフショア開発パターン
出所：複数社インタビューにより著者作成。
14 2010 年 4 月日鐵ソリューションズにおけるインタビュー。
15 ここでは，中国企業同士の再委託を対象外とする。
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3) 中国におけるソフトウェア・ ITES 市場の拡大
中国におけるソフトウェア・ITES 産業が近年急速に発展し，産業規模は 2008年の 7,573
億元から 2017 年の 5兆 5,000億元へと成長しており，その成長速度は対日オフショア開発
よりもはるかに速い（図 6）。そのうち，2016 年情報技術サービス分野の売上は 2兆 9,000
億元，同期比 16.8％増となり，産業全体の 53.5％を占めた。ソフトウェア製品の売上は 1
兆 7,000億元，同期比 11.9％増となり，産業全体の 31.1％を占めた。組込ソフトウェア製
品の売上は 8,479億元，同期比 8.9％増となり，産業全体の 15.4％を占めた。ソフトウェア
製品のうち，特に電子商取引プラットフォーム技術サービス（EC）16分野の売上伸び率は
30.3％で，最も高い17。その原因は，近年中国インターネット産業とモバイル通信産業の急
成長にあると考える。中国の電子商取引（EC）小売市場は 3年前に米国を抜いて世界一と
なり，2015 年は 6,300億ドル（約 75兆 6,000億円）に達した18。また，クラウドコンピュ
ーティング（Cloud Computing，＜雲計算＞），ビッグデータ（Big Data，＜大数据＞），
IoT（Internet of Things，＜物連網＞）等の領域において，産業化が速やかに進んでいる。
そして，AI（Artificial Intelligence，＜人工知能＞），AR（Augmented Reality，＜拡張現実
＞）等の分野で，新型モデルの出現によって，産業高度化が促進させている（DLISSO[2017]9
頁）。
図 6 中国ソフトウェア・ ITES 産業規模（2008 年‐2017 年）
出所：DLISSO[2018]15 頁。
16 電子商取引プラットフォーム技術サービスとはオンライン取引プラットフォームサービスとオン
ライン取引サポートサービスなどを指す。
17 ここまでは DLISSO[2018]15-17 頁から引用してまとめたものである。
18 2016 年 4 月 15 日米マッキンゼー＆カンパニー社報告書と 2016 年 4 月 25 日『インバウンド Biz』
日経 BP 社によるものである。
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中国ソフトウェア・ ITES 産業の発展には四つの兆候が見られる（DLSSSO[2017]9頁）。
第一に，インターネット分野への参入が活発になっている。国家級重大戦略行動計画であ
る「互聯網（インターネット）+」に対して，多数の関連企業が参入しようとしている。
とくに，ソフトウェア開発企業とサービスアウトソーシング企業もインターネット産業に
関心を持つようになっており，インターネットをサービス，金融，健康等の分野と融合さ
せるようにしている。そして，研究開発能力のある中小企業も携帯用アプリケーションソ
フトウェア開発と産業オーダーメイドソフトウェア開発に進出している19。第二に，買収
（M&A）の勢いが強く見られる。萬得資訊（Wind Information ）20の統計によると，2015
年，中国同産業における M&A は 387 件で 1023.02 億元に達した。その伸び率は 2011年か
ら 2015年にかけて平均 26.5%に達した。そして，各種のファンドが企業の M&A に関心を
持ち，盛んに投資している。これで，M&A を通して，企業は新技術や人材などを入手し，
新しい領域へ参入したり，イノベーションを行ったりしている。第三に，連続な技術イノ
ベーションは産業発展の原動力となっている。大手企業は市場需要に応じて，クラウドコ
ンピューティング，ビッグデータ，IoT などの分野で蓄積した技術や経験を利用して，技
術的イノベーションを自ら行い，産業の発展と高度化を促進している。例えば，東軟集団
（Neusoft）は知能電池管理システムのプラットフォームを提供し，高精度センサーで測っ
た電池テストのビッグデータを，電気芯内部温度計算法と Neusoft の SOC（安全運営管理
プラットフォーム）計算法で分析し，電池の熱管理と状態を観測する（DLISSO[2017]11頁）。
第四に，製造業との融合が進んでいる。中国政府の公布した「中国製造 2025」や「関于深
化製造業与互聯網融合発展的指導意見」などの政策の下で，関連企業は「智能化製造」を
すばやく発展させている。関連技術，製品とサービスを統合して，産業別向けソリューシ
ョンを提供し，クラウドコンピューティングをはじめとするプラットフォーム業務モデル
を発展させ，製造業企業に直接に業務プロセスをサポートする各種サービスを提供する21。
（4） 問題意識
以上のような背景を踏まえ，本論文では，新興国における地域産業としてのソフトウェ
ア・ ITES 産業はいかにして生成して発展したのかを問題としてとりあげたい。とくに，
大連市同産業の発展経路は，前述したように中国の中では特異な位置にあった。このよう
に特色性のある大連市同産業は，どのように地域産業の集積を実現したのか，それに際し
て，日本との関係をいかに活用したかが問われる。
19 DLISSO[2017]9-11頁と 2018年 7 月複数政府機関におけるインタビューに基づいてまとめたもので
ある。
20 萬得資訊（Wind Information）は中国における金融と情報及びソフトウェアサービスのデータを提
供する企業である。ここのデータは「中国弁購庫（中国 M&A データベース）」から引用したもので
ある。
21 この段落の記述は DLISSO[2017]9-11頁と 2018年 7月複数政府機関におけるインタビューに基づい
てまとめたものである。
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２ 先行研究の検討
（1） 地域産業エコシステム論
多数の先行研究を踏まえて，ここで新興国ハイテク産業の発展プロセスを把握する理論
的枠組みの候補として，産業クラスター論と地域エコシステム論を検討しておきたい22。
クラスター論は 1990 年代に入り，イノベーション創出による地域経済活性化策として，
大きな注目を浴びた（西澤[2012a]39-40 頁）。クラスターは，マイケル・ E ・ポーターが
地域の競争優位を示す概念として提唱したもので，ある特定の分野に属し，相互関連した
企業と機関からなる地理的に接近した集団で共通性と補完性によって結ばれていると定義
されている。ポーターは更に，クラスターのあり方を捉えるモデルとして，需要条件，要
素条件，企業戦略及び競争環境，関連・支援産業という四つの要素からなる「ダイヤモン
ド・モデル」を提起した（Porter[1998]）。
ポーターの議論の個々の部分には，新興国における地域ハイテク産業を論じる場合でも
援用できるものがある。しかし，クラスターの認識そのものについては，慎重な検討が必
要である。
ポーターのクラスター論を後述するエコシステム論と比較した場合，二つの特徴があげ
られる。一つは，クラスターが立地的な概念であり，企業や研究機関，諸生産要素の地理
的近接を強調し，諸主体間の共通性と補完性に注目していることである。もう一つは，企
業や関連機関が一定程度集積している状況を前提していることである（西澤[2012b]40頁）。
政府の役割はクラスターを一から作ることではなく，既に形成しつつあるクラスターを認
識し，これを支援することだというのである（Porter[1998]）。
しかし，このような枠組みは，新興国の地域ハイテク産業が置かれている状況とは齟齬
がある。第一に，途上国ハイテク産業は，産業全体を一挙に構築することは難しく，ある
産業のグローバル・バリュー・チェーン（GVC）の一部を担う形で出発する。そのため，
調達先や顧客は海外にあることが少なくなく，地理的な遠隔地とも機能的につながること
が肝心である23。第二に，地域ハイテク産業は自然発生的集積を前提にすることはできず，
その創成と集積を構築するところから問題にせざるを得ない。先進国においてさえそうで
あり（西澤[2012b]40-41 頁），途上国ハイテク産業においてはなおさらのことである。こ
れらの特徴を把握できるような枠組みが必要である。
一方，地域エコシステムは，ハイテク産業形成の担い手となる NTBF's（New
Technology-based Firms）の地域における簇業・成長・集積を可能にするメゾ組織を把握す
る概念として提起されている（西澤他[2012]）。生態系・生態学（Ecosystem, Ecology）か
ら借用した概念であるが，実務界で意味合いが曖昧なままで使用されている（椙山・高尾
[2011]）。
22 本論文では，特にことわりのない限り，「クラスター」は「産業クラスター」，「エコシステム」
は「地域エコシステム」を意味する。
23 ソフトウェア産業においては，先進国であっても地域外との取引関係が多いことは，福嶋［2013］
323 頁も指摘している。
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これまでの地域エコシステムに関する先行研究では経営論的なものを中心に取り上げら
れている。とくに，中核的企業(Lead Firm)を中心とした企業間システムに注目し，その周
辺に存在するステークホルダーを多数列挙することが多い。そうした中，イアンシティは，
エコシステム概念を初めて本格的に経営学の世界に持ち込んだ研究者とされる（椙山・高
尾[2011]）。彼は，ビジネス・エコシステムは多くの主体が大規模に緩やかに結びついた
ネットワークであることを強調し（Iansiti & Levien[2004]11-17 頁），エージェント間の関
係の重要性を指摘した（椙山・高尾[2011]）。そして，あるイノベーション・発展の成功
は単独の企業の力だけではなく，他の多数のコンポーネント，またはエコシステム全体の
成功によって完成させるものだとした（Adner[2006]）。その後，椙山・高尾[2011]は価値
創造という観点からエコシステムの境界設定を行い，「エコシステムという概念が，自律
性を持った多種多様なエージェントが相互に連結することで，システム全体として新たな
価値創造を実現しようとする営みを取り上げてきた」という定義を提示した。エコシステ
ムに求められるのは，相互依存リスクの低減，限界コストの把握，技術力向上，資源構成
最適化などの課題を解決することである（Adner[2006] ，Adner&Kapoor[2010]）。そして，
地域エコシステム論で共通して強調されているのは，地域における公共政策の実践，シス
テム諸要素の相互依存性/連結性，競争と協同，変動性，システム化のプロセス性，共生す
る仕組み（プラットフォーム）の健全性といった特徴である（梁吉義・任家智[2003]，椙
山・高尾[2011]，徐子青[2011]，王・滕[2012]，Mok[2017]）。
一方，地域性を強調しながら，エコシステムの諸要素，要素間関係及び発展プロセスな
どを論じた研究もしばしばある。Stam は，創業エコシステム（Entrepreneurial Ecosystems）
と地域政策の関係から，エコシステムの枠組み及びその諸条件が特定事業活動を新たな価
値創造のアウトプットとして導くことを検討した。それに際して，創業エコシステムの枠
組みとして，図 7のように四つの階層と上下の因果関係を提示し，各要素間の相互作用が
あることを主張した（Stam[2015]，Stam and Spigel[2016]）。また，Spigel は創業エコシス
テムが地域内のローカルカルチャー，ソーシャルネットワーク，資本投資，大学と積
極な経済政策などの要素の組み合わせであり，要素間の相互作用によって支援的な地域環
境が創り出され，新企業の競争力が向上されると指摘した。それに際して，カナダのオン
タリオ州ウォータールー市とアルバータ州カルガリー市の二つの事例研究を通して，地域
エコシステムは異なる要素によって異なるあり方で形成されることを検証した。要するに，
多様な形成プロセスが存在すると主張した（Spigel[2017]）。
そうした中，エコシステムの諸要素について，先行研究ではそれぞれ異なる定義がされ
ている。Stam and Spigel は企業家ネットワーク，リーダーシップ，金融，人材，知識，サ
ポート及び支持，需要，インフラストラクチャー，文化と制度などの要素をカギとなる要
素としていた（Stam and Spigel[2016]1765-1766頁）。Mack and Mayer[2016]はエコシステム
進化プロセスを検討するに当たって，企業参入と存続，政策，金融，文化，サポート，人
的資本，市場と政策的影響などの 8つの要素を検討した（Mack and Mayer[2016]2121-2124
頁）。Spigel[2017]は創業エコシステムのキーパーソンとして企業家、労働者、投資者と指
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導者，有利な政府政策、研究型大学と他のイノベーション資源、ローカル顧客、創業文化
などの要素を取り上げた（Spigel[2017]2-4 頁）。
図 7 創業エコシステムのフレームワーク
出所：Stam[2015]10 頁。
また，エコシステム論は発展段階（発展プロセス）の変動に注目しており，その代表的
なものとして H.エツコウイッツの「Triple Helix（三重螺旋構造）」による 3つの類型
（Etzkowitz[2008]）と地域エコシステム構築三段階移行モデル（西澤[2012a]）が挙げられ
る。「Triple Helix（三重螺旋構造）」（図 8）では，地域エコシステムの構築が産学官（企
業・政府・大学）連携によるものであると指摘し，その三者の関係を三重螺旋モデルとし
て，三者が連動した「渦巻き」 効果を生み出すと主張した。官主導モデル，自由市場モデ
ルと複合ネットワークモデル（産学官ハイブリッド型ネットワーク）の三つの類型が考え
られると提唱した。そして，経済を活性化し，イノベーションを成功させるためには，と
くに大学が果たす役割の重要性が強調された（Etzkowitz[2008]）。西澤[2012a]は NTBFs 簇
業・成長・集積のための Eco-system 構築モデルは，技術とヒトの「一定の集積」が充足
される準備期，それを NTBFs の簇業と成長に転化する整備期，NTBFs 集積を通じたハイ
テク新産業が形成される確立期という三段階を経過しつつ，技術とヒトの「一定の集積」
を NTBFs の集積に転換する Eco-system の構築プロセスを可視化できるモデルであると
主張した（図 9）（西澤[2012a]50-58頁）。また，Mack and Mayer[2016]では，創業エコシ
ステムの動態性を提唱し，時間とともに要素間の関係が変化し進化し続けることを主張し
た。そして，それに際して，創業エコシステムの進化プロセスを誕生期（the Birth Phase），
成長期（teh Growth Phase），維持期（the Sustainment Phase）と衰退期（the Decline
Phase）の四つの段階に分けて，それぞれの要素変化をまとめた（Mack and Mayer[2016]）。
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図 8 Triple Helix（三重螺旋構造）
出所：Etzkowitz[2008]111 頁。
図 9 NTBFs 簇業・成長・集積Eco-system 構築モデル
出所：西澤[2012a]51頁。
これらのエコシステム論で鍵とされているのは，価値創造という目的に向かって諸要素
が協働するシステム化のあり方である。この点において，エコシステム論はクラスター論
にない特徴を備えている。第一に，立地の近接性を前提とすることなく，目的に向かって
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の機能的な連関の構築を問題にしていることである。ここから派生する論点として，エコ
システム論では目的の変化とともに機能すべき要素とシステム化のあり方も変わることに
なる。第二に，すでに存在する集積を支援するのではなく，一定の目的を設定して，それ
に向かって機能するシステムを，集積を含めて作り出す可能性を問題にしていることであ
る。
先進国ハイテク産業における地域エコシステムの目的はイノベーションを実現するため
に，大学の新技術を産業化することにある（西澤・福嶋編著[2005]，西澤[2012b]）。それ
に対して，労働集約型産業しか優位性のない新興国では，ハイテク産業を生むには潜在す
る資源を活かし，或いは要素賦存上の不利を逆転させる必要がある。それは市場や計画で
実現するのは難しい。要するに，地域エコシステム構築が自然に発生する見込みはない。
そうした際，以下の点が問題となる。
まず，供給側における生産要素の不足である。必要な生産要素の種類や構成は産業によ
って異なるが，ソフトウェア・ ITES 産業における最も重要な生産要素は，情報技術を駆
使する人材である。機器の製造業やバイオ産業ほどではないにせよ，資金やインフラスト
ラクチュアも必要である。これらは自由放任の市場で供給されるわけではない。研究・教
育機関の整備，人的資源の育成・誘致が課題となるし（西澤他[2012b]52頁），不足を補う
ためには，地域内・国内での創出に加えて，海外からの技術や資金の導入というルートも
必要である。
そして，需要要因について，西澤[2012a]では，先進国の場合であっても，地域エコシス
テム構築には「最初の需要」の存在，或いは需要創出が必要だと指摘している。例えば，
オースチンのハイテク産業集積における地元の需要（Cortright[2006]）などが挙げられる。
新興国の場合でも，北京中関村の IT 産業集積における軍需から民需への転換が注目されて
いる（李[2010]）。そして，こうした「最初の需要」の創出においては，政府や関連組織
の役割が重要と指摘されているのである。
加えて問題になるのが，エコシステム形成に向けた地域の主体性である（西澤
[2012b]54-56 頁）。先進国においてすら，自由放任の市場によってエコシステムが生成す
るわけではなく，新興国においてはなおさらである。一方，改革・開放下の中国において
求められたのが集権的計画でないことも言うまでもない。地域経済におけるエコシステム
の構築には，独自の主体が必要なのである。しばしば注目されるのはインフルエンサーと
呼ばれる特定の個人の存在であるが，主体を個人に限る必要はない。より広く，諸個人の
ネットワーク，大学，企業，地方政府などの組織を想定してよいと思われる（西澤
[2012b]54-56頁，福嶋[2013]12,330 頁）。要するに，諸要素を連結させエコシステムとして
機能させる，システム化の担い手が問題なのである。
（2） グローバル・バリュー・チェーンと産業高度化論
先行研究でも知られており，大連市ソフトウェア・ ITES 産業は，日本を主要な市場と
し，オフショア開発で成長してきた（高[2008]，田島[2008]，李[2010]など）。このような
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産業の発展を論じるためには，グローバル・バリュー・チェーン（GVC）論を用いる必要
がある。バリュー・チェーンとは，当初企業内において，ある活動の実践の仕方が，別の
活動のコストや効率に影響を及ぼす場合について使われる用語であった。この概念を著名
にした Porter[1985]では，企業内の連鎖がバリュー・チェーン，企業間の連鎖がバリュー・
システムととらえられていた。しかし，近年では企業内と企業間の両方を含めて，財・サ
ービスを創出するために必要な国境を超える活動の諸段階を，価値創出の継起的な連鎖と
とらえる概念として GVC が用いられている（Kaplinsky[2000]121頁, Sturgeon[2001]）。
GVC における付加価値の創出は，連鎖を構成する個々の活動の付加価値創出度に依存し
て，スマイル・カーブ論として知られている（施[1996=1998]）。これは台湾のパソコンメ
ーカー Acer の創始者スタン・シーが自社の事業転換に際して従業員に示した図が起源とさ
れている。ある産業において，付加価値創出の連鎖を企画・設計，部品製造，最終製品組
み立て，マーケティングと水平的に配列した時に，両端にある企画・設計とマーケティン
グは高い付加価値を生み出すが，中間の組み立ては低い付加価値しか生み出さないという
構図があるという考えである（図 10）。GVC 全体の編成において付加価値創出度の高い
活動は何であり，どの活動はどこに立地し，どのような企業によって担われるかがよく問
われる。これは GVC全体の編成に依存するが，主導企業の戦略的行動によって GVC の編
成は影響されるとよく言われている。一方，付加価値の分配は，一般的には GVC を戦略
的に編成した主導企業に有利な形となりやすい。しかし，必ずそうだとは限らない。中間
財市場に支配的企業（dominant firm）がある場合，フルサービスサプライヤー(full-service
supplier)が主導企業と対等な交渉力を持つ場合などは，それらの企業が付加価値の高い割
合を獲得できる。これは，垂直的な産業組織の在り方と，GVC を構成する主体間の交渉力
にかかっている（Dedrick, Kraemer and Linden[2009]）。
図 10 スマイル・カーブ
出所：施[1996=1998]。
22
各国の特別の事情もあるが，一般的には，新興国ハイテク産業には，産業全体を一挙に
構築することは難しく，ローエンド或いは労働集約型部分から GVC に参入し，その後，
バリュー・チェーンの高度化，つまり，資本集約型経済や知識集約型経済へと転位すると
いう，二つのステップがある（Humphrey and Schmitz[2002]）。その際，不足する生産要素
は自由放任の市場で供給されるわけではない。そこで，前述したように，ハイテク産業を
生むには潜在する資源を活かす，或いは要素賦存上の不利を逆転させる独特な地域エコシ
ステム構築プロセスが求められる。ただ，そうしたシステムは新興国で自然に発生する見
込みはなく，需要創出を促す力が必要となると考えられる。加えて，生産要素不足を補う
ためには，地域内・国内での創出に加えて，海外からの技術や資金の導入というルートを
整備しなければならない。そうした中，ソフトウェア・ ITES 産業は機器の製造業やバイ
オ産業ほどではないにせよ，資金やインフラストラクチュアも必要であり，研究・教育機
関の整備，人的資源の育成・誘致なども課題となる。
GVC への参入は，Humphrey and Schmitz [2002]が指摘するように産業発展にとっては両
刃の剣である。途上国は GVC への参加を通して技術などを学習し，多数の雇用を創出し，
所得を向上させる。一方，労働集約的工程を担当し，交渉力も弱くなりがちな途上国の企
業は不利な立場に置かれやすい。そこで，後発国企業はいかに価値の生産と分配を増やし
てこの不利な立場から脱出し，先進国企業を追い上げ，更なる後発国企業に追い上げられ
ないようにするかが問われる（Humphrey and Schmitz [2002]11頁）。これが産業高度化の
課題である。
なお，中国のソフトウェア・ ITES 産業は，国内市場の規模が大きいという特殊な条件
を持っている。そのため，産業発展の経路として国際分業の部分的な工程から参入する場
合と，国内向け産業全工程をマスターする場合の二つがある。一般的に，国際分業で請け
負う場合は，部分的な工程にしか習熟できないものの，その部分に限っては国際水準のス
キルを学習できる。それに対して，国内市場向けの場合は全工程に習熟できるが，必要な
スキルは国際水準ほど高くないと考えられる。このことが産業発展過程を複雑にする。
（3） 頭脳循環論
新興国におけるソフトウェア・ ITES 産業の急速な成長において，｢頭脳循環｣が大きな役割
を果たしていることを論じたのは Saxenian[2004][2007]である。Saxenian は中国，インド，台湾
などのエリートたちがシリコンバレーで技術と起業文化を身につけた後，母国に戻って起業し
たり，多国籍企業に勤務しながら母国で事業が根付くように努力したりしたこと，その際に非
居住者コミュニティが大きな役割を果たしたことを明らかにした。これは，途上国・新興国か
らの一方的な頭脳流出ではなく頭脳循環が生じており，人に技術が体化されている産業におけ
るキャッチアップの推進力になっていることを示唆したものとして注目された。しかし，
Saxenian はインドと台湾については頭脳循環の強力な効果を認めているものの，中国について
は必ずしもそうではなく，むしろ政府介入の強さなど創業環境に制約があることを強調してい
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る。
そして，夏目[2004]と夏目編著[2010]もまた，ICT 人材24は IT 産業において研究開発力の源泉
であり，その国際移動は国際間の知識の創造と伝播に貢献し，先進国からアジアへの国際的な
技術移転をもたらすと指摘した。逆に，ICT 人材の国際移動は，先進国にとって頭脳流出の意
味を持つと主張した。
Goldwin et al.[2011]では台湾とイスラエルなどを事例にして，国際人材移動と経済成長の関係
を分析し，移住に伴うリスクとコストについても目配りされているが，国際人材移動は受入国，
創出国，移住者本人にとって大変な利益をもたらすという結論に至った。それは経済全体にと
って，商品や人を移転しただけではなく，新しい思想や技術なども移転させたと見ている。
Florida [2005] は専門家がアメリカに移動することは新たな産業革命を進行させて，アメリカ
の競争力の源泉となっていたと主張した一方， 2001 年 9 月 11日 以降の外国人規制の強化に
よるアメリカへの人材流入の減退をアメリカの危機としてとらえている。
一方，D'Costa[2015]は，専門家の国際的流動性に注目し，インド（創出国）と日本（受入国）
における IT 産業の国際流動性水準の低さに焦点を当てた。国際人材移動という観点から見ると，
日本が高齢化しており，国際 IT 市場において競争力を保つ必要があると指摘し，相対的に少
ない外国人人材しか吸収していないことを示した。とくに，世界第 2 の IT 市場である日本に
対する技術人材の移住が小さいというのは，経済発展の観点から見ると最適ではないと指摘し
た。制度的硬直性と外国人に対する文化的閉鎖性を，外国人専門家が日本に流入することを阻
害する二つの重要な要因として強調した。
さらに，中川[2008]では，中国 IT 企業家を国内教育出身，海外からの帰国組（海帰），台
湾を含む外国人としての分類を行った。そのうち，帰国組は Saxenian[2006] の頭脳循環モデル
と同様な連鎖で移動したとして取り上げた。また，Gregory et al.[2010=2011]は，インドに比べ
て中国のソフトウェア企業の従業員・経営者に留学・海外勤務経験者が少ないという調査結果
を示しているが，中国のサンプルが北京市・上海市・広東省に限られている。中国東北部から
日本への留学・就業による移動の，ソフトウェア・ ITES 産業への影響を独自に取り上げた研
究は見当たらない。
（4） 企業者論
シュンペーターは企業者活動を，生産要素の結合のしかたを変え，イノベーションを引
き起こす行動と定義する。企業者は旧結合の破壊と新結合の遂行の担い手と規定される。
本論文は，Schumpeter[1934]の中で提唱されている「企業者は，特定の個人に結びついたも
のではなく，純粋に機能を示す概念である」という観点を特に重視する。市場経済が良く
機能しているならば，生産要素は市場によって結合させられ，それによって一定の生産関
数の下での均衡がもたらされる。しかし，市場は均衡をもたらしても生産関数の変革はも
24 ICT 人材とは，情報を電子的に処理し，伝達し，表示する活動を可能にする機器，ソフトウェア，
サービスを研究開発する人材である。ICT 人材は，ICT 技術者のみならず，管理者，企業家を含む（夏
目編著[2010]）。
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たらさない。生産関数を変革するのは市場でなく企業者行動なのであり，それによって均
衡ではなくイノベーションがもたらされるのである（Schumpeter[1934]）。
Schumpeter[1934]は，現存経済システムにおける新結合の実現に際して，経済主体が主に
以下の三つの困難に直面すると指摘している。第一に，経済主体の課題に関するものであ
る。経済主体が企業者活動によるイノベーションを起こそうとすると，社会に定着した慣
行の外に出てしまうため，決断のための与件や行動のための規則がなくなってしまう。こ
の場合，経済主体は社会的経験の世界から飛び出し，自分の経験に基づいて予測し，評価
しなければならない。第二に，経済主体自身の態度に関するものである。経済主体は，実
際上の困難がある場合もない場合も，新しいことには反対する。固定的な習慣が労力を省
き生活を促進してくれるために，習慣は人々の潜在意識と化し，人々はそれに沿って行動
するからである。思考習慣の働きは障害物と化すのである。第三に，周囲からの抵抗と社
会からの影響である。一般的に，新しいことを起こす人々に対して向けられる社会環境の
抵抗として，まず法律的または政治的妨害物が現れる。しかも，社会集団の一員が他と異
なる態度をとることはすべて批判的に見られる。新結合を起こす企業者活動には，この三
つの困難を乗り越える行動様式が必要なのであり，シュンペーターはこれを指導者原理と
呼んだ。生産要素があっても，それだけでは単なる可能性である。それらを従来とは異な
る様式で結合する行動様式とその担い手が必要となる（Schmpeter[1934]180-188 頁）。
シュンペーターの考察は抽象的に企業者活動全般を考察したものであるが，具体的には
個々の営利企業の企業者活動を念頭に置いている。こうしたミクロの企業者活動と，産業
集積，クラスター，エコシステムなど地域産業のセミ・マクロな仕組みの関係については，
二つの側面から検討する必要がある。
まず，産業を形成し，発展させる主体として，企業者の役割が不可欠になることである。
いくら市場からの競争圧力が強く，政府や大学などの諸制度が整備されても，それでイノ
ベーションが起こることが保証されるわけではない。最終的には事業の主体である企業が
機能することが成功のために不可欠である。とくに環境に適応するのみならずこれを変革
していくためには，企業者活動の役割は決定的である。このため，地域産業の検討におい
ては，地域産業エコシステム論のようなセミ・マクロのシステムを考察することとともに，
企業者行動の考察が必要なのである。
次に，クラスターやエコシステムという仕組みそのものを形成するためにも企業者行動
が必要だという点である。この点を指摘しているのが制度的企業家論である。西澤[2018]
は，地域エコシステムの構築と企業家活動の間には制度的企業家の存在が必要であると主
張している。制度的企業家は独特な制度的アレンジメントの中で，利害関係を持ち，新た
な制度を創造，ないし既存制度を変革するために資源を使う諸活動の主体であり，制度を
形成する非営利的行動を行う主体である（Maguire, Hardy and Lawrence[2004]657 頁，西澤
[2018]）。
25
（5） 中国および大連市ソフトウェア・ ITES産業に関する研究
世界のソフトウェア・ ITES 産業研究においては，インドは欧米，とくにアメリカへの
輸出事業が中心であり，オフショア開発・サービスアウトソーシングの拠点として知られ
ている。これに対して，中国の同産業は内市場向け事業を中心とされることが多い（Gregory
et al.[2009=2010]，D'Costa[2009]，Govindan Parayil and Anthony D'Costa eds.[2008]，Hinata[2009]
など）。しかし，前述したように大連は対日オフショア・アウトソーシング拠点であり，
中国の平均像とは異なり，むしろインドに似ていると思われる。
それに対して，中国のソフトウェア・ ITES は，IT 産業研究の一部分としてとりあげら
れることが多く(中川[2008]など)，IT 関係製造業に比べると研究は遅れ気味である。ソフ
トウェア・ ITES 産業を明確に対象とした研究であっても，北京・上海の事例の方が注目
されており，オフショア開発研究でさえも大連市は他の都市と並ぶ一つの事例とだけ位置
づけられることが多い（梅澤[2007]，夏目編著[2010]，高橋[2009]，近藤[2009]など）。大
連の対日オフショア・サービス拠点としての性格について掘り下げた先行研究は少なく，
中小企業基盤整備機構経営支援情報センター[2007]，田島[2008]，井上[2009]などに限られ
る。この点，羽渕[2010]は，大連は北京・上海に優秀な人材を奪われた結果としてオフシ
ョア開発の拠点として出発せざるを得なかったという仮説を提起していて興味深い。
大連市ソフトウェア・ ITES 産業に関しては，日本との緊密関係を強調し，対日オフシ
ョア開発を中心に論じた先行研究が多い。まず，その産業発展の事実経過を詳細に伝えて
いるのは，一般向け図書である何徳[2005]と高［2008］である。何徳[2005]では，大連市の
歴史と日本人の関係，政府政策，日本語教育などの面において大連市ソフトウェア・ ITES
産業の誕生及び発展状況について研究している。高[2008]には産業形成の当事者達の貴重
なインタビューが多数収録されている。
大連市同産業の変遷，新たな発展経路について論じる研究も，時とともに増えてきてい
る。そこに含まれる主要な論点は以下のように整理できる。
第 1 に，地域産業論として，大連市ソフトウェア・ ITES 産業をどのような理論的枠組
みで捉えるかである。これまでの先行研究では大連市同産業を産業集積としてとらえた研
究が多い（田島[2008]，李[2010]など）。田島[2008]では大連市同産業における集積過程を，
東軟集団・東軟情報学院及び大連ソフトウェアパーク(DLSP)の「三位一体」的展開に即し
て論じ，合わせてこれらのプレーヤーの国内展開を追跡しつつ，後発地域におけるソフト
ウェア産業の集積状況について検討した。それは，比較優位の原理に従って国際分業の中
で労働集約的部分を担い，対日オフショア開発を出発したと述べた（田島[2008]16₋35頁）。
李[2010]は，大連経済技術開発区，大連ハイテクゾーン，大連ソフトウェアパークを 3つ
の産業集積として比較する方法で分析した。これらの産業集積は大連地域の経済発展のエ
ンジンの役割を果たしている一方， 産業用地不足による土地コストの高騰，創業環境不備
による企業誘致への過度な依存，そして産業集積にあるべき経済効果の薄さといった問題
を抱えたと指摘した。
第 2 に，大連市ソフトウェア・ ITES 産業の形成及び発展を迫る圧力をどう捉えるかで
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ある。大連に産業転換を迫る圧力に関する先行研究はしばしばある。田島[2008]は日本・
中国先進地域・中国中西部の間での雁行形態的発展の可能性を先駆的に指摘している。す
なわち，労働集約的な業務に優位性を持つ地域が新たに出現することによって，大連企業
が脅威に直面することで，新たな地域での拠点設置，投資と，大連での発展をはかるとい
う比較優位の原理が指摘されているのである。2010 年代に顕著になってきたベトナムへの
立地移動もこの点から理解できるだろう（西崎[2014]）。渕田[2013]は現地レポートの形で，
対日輸出の重要性を提唱する一方，日本にとって国内地方都市や東南アジアへの業務展開
も必要だと主張している。
第 3 に，ソフトウェア・ ITES 産業における日本と大連の関係をどう捉えるかである。
対日オフショア開発で築いた日本と大連市の関係について，上述したように，楽観論と悲
観論の二つの異なる見解が見られる。多くの先行研究は，日本からの企業進出と受注が，
大連市同産業に貢献したことを高く評価している。井上[2009]と村上・劉 [2008]は大連で
の実態調査に基づいて，オフショアにおける先進国からの影響などの諸問題を解明しよう
としている。高橋[2013]は，これに日本への影響という観点を付け加えている。Zhao and
Watanabe[2008]は日本市場の存在による日中の共進化的発展を評価しているが，日本のイ
ノベーション・システム停滞がそれを妨げることも指摘している。これに対して，やや悲
観的な見解もある。クローズドなスタンダードを持つ日本市場への参入がロックイン効果
をもたらし，オープンな基準にのっとってグローバルなアクセスが可能であるバンガロー
ルの同産業に比べて発展の可能性が制約されてしまうというのである（Parthasarathy and
Palavalli[2011]）。
第 4に，中国と大連市の経済発展における地方政府の役割をどう捉えるかである。先行
研究では，ハイテク産業を生むには，地方政府の役割が無視できないとされている（西澤・
福嶋編[2005]，福嶋[2013]）。中国の場合，1978 年の改革開放政策25によって，沿海部の優
先的発展の地域開発政策が実施され，2000 年以降相対的に立ち後れた地域の振興政策が実
施された（中兼編[2014]）。改革の過程で，地方政府は経済発展の目標を定めて，地域間
競争を激しく繰り広げた（許・李[2015]）。北京の中関村においては，市政府が戸籍制度
や地域に特定した政策優遇などの手段を駆使し，IT 起業家の輩出とソフトウェア産業の集
積を促した（李[2010]，許・李[2015]）。
（6） 先行研究のまとめ
これまでの先行研究は，地域エコシステム論を経営論的にとらえるものと，地域性を重
視するものに分かれている。
経営論的な研究の成果は，システム論的な視点である。これにより，新興国ハイテク産
25 改革開放政策とは，中国の新たな指導者となった鄧小平が 1978 年 12 月に打ち出した体制転換の政
策である。それまでの計画経済と社会主義を 2 本柱とする体制から，実質的には市場経済と資本主義
を柱とした体制への転換を図ったものであった（SanKeiBiz
https://www.sankeibiz.jp/macro/news/180129/mcb1801290500006-n1.htm 2019 年 6 月 28 日閲覧）。
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業の発展過程はクラスター論よりも地域エコシステム論の方がリアルに捉えられることが
明らかになった。産業クラスター論は，新興国の地域ハイテク産業が置かれている状況と
は齟齬がある。つまり，ある産業の GVC の一部を担う形で出発し，地理的な遠隔地とも
機能的につながる。そして，地域ハイテク産業は自然発生的集積を前提にすることはでき
ず，その創成と集積を構築するところから問題にせざるを得ない。そこで，これらの特徴
を把握できるような枠組みが必要となる。それに対して，地域エコシステム論は立地の近
接性を前提とすることなく，価値創造という目的に向かって諸要素が協働するシステム化
のあり方が鍵とされている。これらの特徴を持つために，労働集約型産業しか優位性のな
い新興国では，ハイテク産業を生むには潜在する資源を活かす，或いは要素賦存上の不利
を逆転させる独特な地域エコシステム構築プロセスが求められる。そのため，新興国地域
ハイテク産業を論じるには産業クラスター論よりも地域エコシステム論の方が適している
と考える。
他方，地域性を重視する研究は地域の諸制度とその動態的な変化を強調する。これによ
り，地域エコシステムに影響する各種の諸要素を検討し，有用な理論的なフレームワーク
と発展段階モデルの必要性を提示した。これらの研究は地域エコシステムの地域性，要素
間関係及び動態的な分析が必要であると指摘し，エコシステムに影響する各種の諸要素を
検討し，発展段階モデルの提示を試みた。しかし，アメリカ，イギリス，カナダなどの先
進国の事例を中心に論じたため，そのモデルは新興国ハイテク産業にも転用できるかが問
われる。また，エコシステムを動態的に把握する必要があるとしながら，エコシステムの
段階的移行に関わる理論的な把握に弱さが残っていると思われる。その理由は以下の通り
である。まず，エコシステムの諸要素が多数列挙されているが，その分類と，システムを
形成する上での結びつき方が十分に整理されていないように思われる。そして，諸要素の
相互作用とエコシステムの進化に注目し，動態的な分析が必要としていたが，諸要素間の
関係変化を深く掘り下げていない。特に，地域の諸制度は，ある時期には産業成長を促進
するが，成長が一定の到達点に達するとかえって阻害要因になる。その時に制度の変革が
求められる。このような動態的把握が必要である。
そして，新興国エコシステムを論じるにあたっては，GVCのどこに新興国が参入するの
かを踏まえねばならない。要するに，エコシステム論と GVC 論を併用する必要があるの
である。産業の形成段階において，先進国と新興国における地域エコシステム構築の目的
がそもそも根本的に異なる。前述したように，先進国地域エコシステムの目的は大学の新
技術を産業化して，大学発ベンチャーで創業することにある。それに対して，新興国地域
エコシステムの目的は，まずはハイテク産業を創出し，GVC の一部に参入することにある。
そして，GVC 内で一定の成長を遂げた上で，GVC の高度化に向かい，新たなイノベーシ
ョンを創出する地域エコシステムが必要とされる。そこで，GVC のどの段階での参入を形
成し、発展させるかに応じて必要なエコシステムが違ってくると思われる。つまり，西澤
[2012a]とやや異なり，地域エコシステムの発展段階論を，GVC への参入，成長，高度化の
3段階でとらえることが適切だと思われる。
28
その上で，新興国ハイテク産業における地域エコシステムには，また先進国と異なる独
自な要素分析が必要だと思われる。先行研究で明らかにしたように，地域エコシステムの
目標，生産要素不足の克服，需要創出，諸主体のネットワーク形成等を論じるのが妥当で
あろう。しかも，上述したように，エコシステムは段階的に進化し続けるため，各要素間
の相互作用を動態的に把握する必要があると考える。そして，諸主体のネットワーク形成
において三重螺旋のいずれの類型が妥当するかは，先験的に決まることではないが，新興
国の場合，政府の役割がある程度大きくなると想定するのが妥当だと考えられる。
新興国の場合，とりわけ重要なのは，内生的にイノベーションを創出するのが困難であ
ることである。そもそも新興国にイノベーションを引き起こす技術や人材の蓄積が足りな
い。それを克服するには，二つのポイントが重要である。一つは，技術・知識の移転が重
要である。新興国ハイテク産業の形成に必要とされる技術や知識は国内の蓄積だけで足り
なく，海外からの技術・知識移転が求められる。もう一つは，ソフトウェア・ ITES 産業
の場合，頭脳循環がとりわけ重要である。ソフトウェア・ ITES 産業における最も重要な
生産要素は，情報技術を駆使する人材である。新興国の ICT 人材は海外で身につけた技術
や起業文化を母国に持ち帰って，国際間の知識の創造と伝播に貢献し，先進国から新興国
への国際的な技術移転をもたらしている。
また，企業者活動論に関連して重要なのは，企業者活動，制度的企業者活動，エコシス
テムのシステム化の関係を整理することである。まず，企業者活動と制度的企業者活動は
概念的に別物だが，新興国，とりわけ市場経済移行国では両者が重なる可能性がある。つ
まり，産業形成期には，自らのビジネスを発展させる同時に，産業形成に大きく貢献する
会社がある。なぜならば，企業者活動と制度的企業家活動は同じく市場が未整備であった
旧結合を克服する課題に直面しているからである。次に，制度的企業者活動がエコシステ
ムにおけるシステム化と重ねる可能性もある。制度的企業家は旧制度の中で，利害関係を
持ち，各種資源を使って新制度を創造する。その行動は，地域エコシステムの構築につな
がる。つまり，産業形成期において，制度的企業者活動は地域エコシステムの構築とは直
接重なると考えられる。
大連市ソフトウェア・ ITES 産業は，これまで産業集積という観点から把握され，また
世界経済の中での比較優位の変化に影響されるものとして捉えられてきた。そして，日本
との密接な関係が発展の契機として重視されてきた。しかし，これらをエコシステムの構
築，GVC への参入と高度化，企業者活動の役割という観点から，より体系的に把握し，そ
こから新興国ハイテク産業成長の諸条件とパターンを明らかにすることへの示唆を引き出
す必要がある。
３ 課題・分析視角と研究方法
（1） 課題と分析視角
本論文は以上のような実証的・理論的背景をもとにして，地域エコシステム論の枠組み
を用いて，新興国ハイテク産業の GVC 参入と高度化のプロセスと諸条件を考察する。そ
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れに際して，事例として大連市ソフトウェア・ ITES 産業を用いる。それによって，大連
を事例とした地域エコシステム構築を通じた GVC 参入が，IT を基盤技術とする現代に特
有な新興国地域の発展モデルになるという仮説を明示して，GVC 論を踏まえたエコシステ
ム論としての理論的な独自性を主張したい。
先述したように，ICT の発達によるグローバル化進展の中で，新興国の台頭を無視する
ことはできない。しかし，新興国におけるハイテク産業の創出は決して容易なことではな
い。新興国のハイテク産業は一般的に比較優位原理をとらえて地域産業として構築される
が，それは純粋の市場メカニズムで生まれるものでもないし，政府の政策だけで形成され
るものでもない。地域の諸制度の作用と，複数の関係主体の連携によって形成される経済
システムとして，また目的意識的に創出されるシステムとして記述することが妥当である。
こうしたシステムを記述する枠組みとして，地域エコシステムを用いる。そして，地域エ
コシステムに促進される企業と産業の発展過程を記述するには，GVC 論が有効である。新
興国ハイテク産業において，GVC における位置に応じた異なるエコシステムが必要になる
のである。
本論文では，地域エコシステム論と GVC 論を踏まえて，新興国ハイテク産業のエコシ
ステムについて GVC への参入，成長，高度化の 3 段階把握を行うことを提案したい。そ
れに踏まえて，新興国ハイテク産業において，GVC 参入のための地域エコシステム，量的
成長のための地域エコシステム，GVC の中で高度化する地域エコシステムの 3段階の地域
エコシステムが構築されると予想する。こうした 3段階過程を新興国地域産業の発展モデ
ルになることを仮説として取り上げる。
エコシステム分析の切り口として，発展方向，生産要素の供給，需要創出，企業者活動，
諸要素によるシステム化のあり方とその担い手が挙げられる。
まず，前述したように，地域エコシステムの特徴の一つとして目的を想定すべきことが
あげられる。新興国全般において政府の役割は大きくなることが予想される。それは中央
政府の場合もあれば，各級地方政府の場合もある。よって地方政府が各時期において掲げ
た目標を確認し，それに向かって諸要素が動員させたものとしてエコシステムの記述を試
みる。
そして，生産要素の供給は自然に発生することが見込めない技術，資金，インフラなど
の生産要素以外，ソフトウェア・ ITES 産業の場合，情報技術を駆使する人材が最も重要
である。しかし，これらは自由放任の市場で供給されるわけではない。前述したように，
研究・教育機関の整備，人的資源の育成・誘致，海外からの技術や資金の導入などが必要
とされる。新興国ハイテク産業の形成を検討するには，先進国から新興国への知識伝達を
考察しなければならない。前述したように，新興国では先進国のように大学ベンチャーの
創業でハイテク産業を形成させるわけにはいかない。そこで，国内または地域内から自然
に生まれる知識や技術が立ち遅れ，海外ルートが契機になるケースがしばしばある。ソフ
トウェア・ ITES 産業の場合，それは生産要素の供給として，情報知識や技術を人体化さ
れるように考える。それに際して，先進国からの頭脳循環で起業する場合もあるし，先進
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国企業による技術移転を受けてビジネスを始める場合もある。そして，産業が形成され，
集積効果が現れつつあり，逆に地域内の人材育成或いは知識創造に繋がると予想される。
また，需要創出については，先行研究で知られているように，地域エコシステム構築に
は「最初の需要」の存在，或いは需要創出が必要である。しかも，「最初の需要」を創出
するだけではなく，その後の需要をいかに確保していったかも極めて重要である。そもそ
も新興国では国内の需要でハイテク産業が自然に生まれることが難しい。GVC 参入には，
海外からの需要の獲得が重要である。そして，先進国企業が，コスト削減と人的資源を目
的に新興国への発注を増やそうとしていることは，新興国に機会を与えている。こうして，
新興国ハイテク産業にとっては海外需要の獲得が GVC参入の近道となる。
そして，生産要素と需要が発展方向に従ってどう結合されたか，その担い手はどのよう
な諸個人や組織であったかが問われねばならない。そうした際に，企業のみならず地方政
府や大学を含む多様な主体の関係を，産業発展をもたらすシステム化のしくみとして明ら
かにしたい。そして，三重螺旋構造の 3類型では地域エコシステムの構築が産学官（企業・
政府・大学）連携によるものとしている。
エコシステム構築と企業成長を主体の行動から把握するには，企業者活動論が必要であ
る。まず，産業を形成し，発展させる主体として，企業者の役割が不可欠になる。いくら
市場からの競争圧力が強く，政府や大学などの諸制度が整備されても，それでイノベーシ
ョンが起こることが保証されるわけではない。最終的には事業の主体である企業が機能す
ることが成功のために不可欠である。とくに環境に適応するのみならずこれを変革してい
くためには，企業者活動の役割は決定的に重要である。このため，地域産業の検討におい
ては，地域産業エコシステム論のようなセミ・マクロのシステムを考察することとともに，
企業者行動の考察が必要である。次に， エコシステムという仕組みそのものを形成するた
めにも企業者行動が必要だという点である。特に，地域エコシステムの構築と企業家活動
の間には制度的企業家の存在が必要である。制度的企業家は旧制度の中で，利害関係を持
ち，各種資源を使って新制度を創造する。その非営利的行動の結果，地域エコシステムの
構築につながる。制度的企業者活動がエコシステムにおけるシステム化と重ねる。それに
際して，個々の企業者活動は制度的企業者活動とどのような関係にあるかが問われると思
われる。
以上の目的を踏まえて，本論文は地域エコシステム論の観点で新興国ハイテク産業の形
成及び発展過程を，事例研究の手法で明らかにする。対象の性質上，事例の個別性が著し
く，個別事例の詳細な事実関係を把握することが，理論的示唆を獲得するために不可欠で
ある。また発展の結果のみを分析するのではなく，そのプロセスを明らかにすることで，
発展の契機があきらかになるものと思われる。
事例としては，1990 年代から現在に至る大連市ソフトウェア・ ITES 産業を設定する。
同産業は前文に検討する種々の先行研究から明らかなように対日オフショア・アウトソー
シングの拠点として出発し，GVC の参入を実現し，今やよりは国際分業の中で労働集約的
工程に集中する段階からの発展を迫られている。それは市場競争でもなく，政府の計画で
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もなく，地域エコシステムの構築で形成され，発展させていると予想される。大連市同産
業の形成及び発展過程には，企業者活動の役割が決定的である。そのため，地域エコシス
テム論，GVC 論，企業者活動論の事例として大連市がふさわしいと思われる。
ただし，中国大連市のソフトウェア・ ITES 産業の事例を考察するにあたっては，その
特殊性も考慮する必要がある。第 1に，計画経済からの移行過程にあったことによる独自
性である。第 2に，産業発展における地方政府の役割の大きさである。第 3に，国内市場
規模が大きいことが発展経路に及ぼす独自性である。第 4に，海外との関係の中でも日本
との関係が特に強いことである。これらが大連市同産業に固有の特徴をもたらすことを踏
まえねばならない。
以下の叙述の方法として，地域エコシステムを時期区分した分析を行い，続いて企業者
活動を考察する。
時代とともに，大連市ソフトウェア・ ITES 産業における地域エコシステムは変化し続
けていると思われる。本論文は大連市同産業のエコシステムを，時期区分をした上で，時
期ごとの有効なあり方が異なるものとして論じる。時期区分の方法を採用したのは大連市
ソフトウェア・ ITES 産業の発展史を GVC への参入，成長，高度化の課題に即して体系的
に理解するためである。具体的には，産業課題の変化から時期区分を行って，大連市同産
業のエコシステムを 1990 年代の産業形成期，2000年代の産業成長期と 2010 年代の産業転
換期の三つの発展段階に区分して，各時期の異なる課題を明白にし，地域エコシステムの
構築について分析を行う。まず，産業形成期では，地域エコシステムの目的は国際的にみ
れば労働集約型工程での GVC への参入である。GVC 参入だけのために，大連には地域エ
コシステム構築というイノベーションが必要であった。その後，産業成長期では，地域エ
コシステムの目的が産業集積の拡大に変わる。産業転換期に入って，地域エコシステムの
目的は蓄積した技術や知識を活かして産業高度化を目指すことに変わり，大連地域は，こ
こで先進国と同等か類似のイノベーションに挑戦することになる。このような時期区分に
より，大連市ソフトウェア・ ITES 産業の形成期，成長期と転換期においてそれぞれ異な
る地域エコシステムの構築が求められることが理解できると考える。地域エコシステムの
構築と移行を分析する切り口として，発展方向，生産要素，需要，システム化のあり方，
企業者活動等をとりあげる。
地域エコシステムの分析を大連市同産業の持続的な発展のあり方を探るとともに，新興
国における地域エコシステム構築に際して，その独自な課題の明確化と解決策の獲得に有
益な示唆を得ることができると考えられる。
（2） 研究方法
研究の方法としては，インタビュー調査をもとにした定性的事例研究を中心に行い，統
計分析，文献検討によってこれを補う。産業の全体動向に関しては，DLISSO[各年]，信息
産業部電子信息産品管理司ほか編[各年]，情報処理推進機構 IT 人材育成本部編[各年]など
の統計書籍や各関連ホームページで公式に発表されているデータを使用して，統計分析を
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行う。個別の情報に関しては，2010年から 2018 年にかけて行ったソフトウェア・ ITES 企
業，業界団体，政府機関での累計 56回のインタビュー記録を用いる。これまで実施したイ
ンタビューは下記の通りである。日本国内では，企業 5社，関係者 1名にインタビューを
実施した。大連では，合わせて企業 28社，ソフトウェアパーク 1社，そして，大連市経済
和信息化委員会，大連ソフトウェア産業協会会などの機関にインタビューを実施した。瀋
陽では，産学連携推進企業 1社，大学発ベンチャー 1社，企業 3社，ソフトウェアパーク
1社にインタビューを実施した。このうち，本論文で直接使用したものについての一覧表
を末尾に付表として記す。統計分析のためには入手可能な政府・業界団体の統計書を用い
るが，とくに大連市については，大連市と大連軟件行業協会（大連ソフトウェア産業協会），
のち大連軟件和服務外包研究院が継続して作成している産業統計書が基礎となる。
なお，本論文の一部は，著者がすでに発表した張・川端（2012），張（2017），張（2018），
張（投稿中）に基づいているが，内容・構成とも大幅に修正を行っている。
４ 本論文の構成
本論文は以下のように構成される。
第二章，第三章，第四章では，大連市ソフトウェア・ ITES 産業の形成期，成長期と転
換期について，それぞれの課題，発展目標及びエコシステムの構築について論じる。具体
的には，発展方向，生産要素の供給，需要創出，諸要素によるシステム化の四つの切口で
分析する。第五章では，本論文でよく活用している 6社を事例として取り上げ，各社が産
業形成期と産業成長・転換期における企業者活動を検討する。第六章では，本論文の結論
をまとめ，今後の展望と残された課題を述べる。
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II 大連市ソフトウェア・ ITES産業の形成期（1990年代）
１ ソフトウェア・ ITES 産業形成策の前史
（1） 老工業基地の「東北現象」
計画経済の時期，東北地区26は豊富な石油・石炭などの地下資源を背景に，電力，機械，
化学，鉄鋼，造船などの重化学工業を担う国有企業の集積地域として，工業生産の中心を
担ってきた。しかしながら，中ソ関係の悪化に伴い，国家投資重点は南方へ移行させられ，
設備老朽化などの問題が深刻となった。さらに，1978 年に中国が改革開放に踏み出して以
後，老朽化した機動力に乏しい重工業を基盤にしていることは不利に作用した。華南・華
東地方の沿岸部に比べると経済の停滞傾向が目立ち始め，国有企業の経営不振に伴う一時
帰休＜下崗＞の増加，不良債権累積，環境問題などの問題が顕在化してきた（関[1993]，
朱[2008]など）。この「東北現象」などと呼ばれた経済停滞はその後一時的に好転するが
2000 年前後に再び深刻化し，中国政府は 2002 年の第 16 回中国共産党全国代表大会で｢東
北振興｣を打ち出した。
（2） 遼寧省大連市の経済状況
遼寧省大連市は，機械，鉄道車両，船舶，石油化学などの重化学工業都市としてよく知
られていた。さらに，遼東半島の南端に位置することで，従来から東北地区の対外的な窓
口機能を担っており，中国東北地区を代表する国際貿易都市として発展してきた（図 11）。
改革開放開始以後，1984 年に東北の他の都市より早く開放され，経済技術開発区も設置さ
れて製造業の誘致に力が入れられた。しかし，1980 年代から 2000 年まで大連と他の沿岸
部都市の GDP 推移比較から見ると，当時の大連の 1人当たり総生産は，同じ遼寧省の瀋陽
や鞍山よりは高かったものの，上海，広州という華東・華南の代表的沿岸部都市に比べる
と劣っていた（図 12）。
26 中国では｢東北地区｣は一般的には黒龍江省，吉林省，遼寧省の｢東北三省｣を指すが，広義には内モ
ンゴル自治区東部の 5 盟も含まれる場合もある。｢東北振興策｣の中では広義の東北地区を使っている。
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図 11 中国，東北地区における大連の位置づけ
出所：Google マップより。
図 12 大連市と主要都市の経済成長比較
出所：『中国城市統計年鑑』各年版より筆者作成。
（3） ソフトウェア産業の萌芽
1980 年代には，大連市はコンピューター技術を使用して医療保険情報管理システムを作
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っていた27。そして，1990 年代の大連市では，大工電脳，東方電脳などをはじめとするコ
ンピューター企業が現れてきて，システムインテグレーションやコンピューターアプリケ
ーションソフトウェア市場が初歩的に形成された。しかし，当時の中国では，計画経済か
ら市場経済へと移行していたため，市場規則が整備されずに，情報化市場が進んでいなか
った。しかも，大連地場企業は規模が小さく，競争力が弱かったため，生き残りが厳しか
った状態にあった（DLSSO 編[2013]14 頁）。
２ 発展方向：ソフトウェア産業振興，地域エコシステム構築
1990 年代，中国東北経済の厳しい状態が続く中，大連市は知識集約型産業拠点の創出策
を取り始めていた。
（1） 大連ハイテクパークの設立
大連市政府がソフトウェア産業振興を公式に唱えたのは 1998 年である。しかし，より幅
広い知識集約型産業の振興は 1980 年代末から始まっていた。まず，大連市は北京の「中関
村」を模倣して「ハイテク技術通り＜高新技術一条街＞」を作っていたが，さほどの成果
を生まなかった（高[2008]19頁）。その後，1990 年に同じ場所で大連ハイテクパーク28（高
新技術産業園区）が設立され，1991 年に中国初の国家級ハイテクパークに格上げされた（高
[2008]）。しかし，当初ハイテク産業には様々なものが混在しており（李[2010]6 頁），ま
た実際にも開発の方向が明確でなかったため，工場，オフィス，研究所，パソコンショッ
プなどが混在していた（高[2008]）。
図 13 大連市における大連ハイテクゾーンの的位置
出所：大連ハイテクゾーンウェブサイト。
27 2010 年 8 月大連ソフトウェア産業協会（DISA）におけるインタビュー。
28 当時の名称は「ハイテクパーク」であったが，現在「ハイテクゾーン（高新区）」と呼ばれている。
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（2） ソフトウェア振興方針の確立と開始
1997 年，東北経済の厳しい状態が続く中，市長であった薄煕来は都市全体の経済構造の
転換を考え始めており，タイの CP グループの経営者など様々な人物からソフトウェア産
業を勧められた29。薄市長は，ソフトウェア産業は付加価値が高く低汚染であり，綺麗な
大連を造るという自らの方針と一致すると考え，10万元のプロジェクトを作って大連市計
画委員会と大連理工大学に詳しい産業調査を依頼した。その結果，大連はソフトウェア産
業を発展させるべきとの結論が出た。1998 年に，薄市長がシンガポールを視察して大連に
戻った時，大連市政府の会議で，調査結果を踏まえて，薄市長は「大連ソフトウェアパー
ク建設，情報産業発展」の構想を打ち出し，市に情報産業局を設置して素早く実行し始め
た。
1998 年 2 月，大連市第 12 回人民代表大会で，「情報化建設を強化し，情報産業を大き
く発展させ，情報産業を新たな経済成長点とする」発展目標をあげた（DLSSSO 編[2013]）。
これで，薄熙来を市長とする市政府はソフトウェア産業振興を公式に唱えて，「ソフトウ
ェアパーク建設，情報産業発展」といったスローガンを公布した（高[2008]）。大学発ベ
ンチャーの動きなどが先行したのではなく，政府が明示的に目標を示すところから産業振
興が開始されたのである。
（3） 大学教員出身者の活躍
当時の政府指導者のうち，夏徳仁副市長（2003 年-2009年大連市長，2019 年現在遼寧省
政協主席），戴玉林副市長（2001年-2010年大連副市長，2019 年現在遼寧省政協副主席），
曲暁飛科学技術委員会主任（大連理工大学副学長，大連市科技局局長など，2019 年現在大
連市人民代表大会常務委員会副主任），栾慶偉情報産業局局長（2003 年-2007 年大連情報
産業局局長，2019 年現在撫順市市長）などは，大学教員出身であった30。こうした人々を
登用するのは，当時の中国の地方行政では非常に珍しいことであった。高麗華が行った多
数のインタビューから判断すると，彼らは世界の知的産業と大学生の就職状況に非常に敏
感であった。これらの指導者たちは産業構造転換を分析する時，大卒のハイレベル人材を
多く吸収することを重視していた。また，都市の発展を考える時，比較優位性や国際分業
や環境保全などを考慮する視点を持っており，大連の比較優位は人的資源にあると判断し
29 この段落の叙述は，とくに断らない限り高[2008]19-20 頁，何徳[2005]29 頁よりまとめたものであ
る。
30 この段落の叙述は高[2008]21-25 頁よりまとめたものである。
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て，大連市の人的資源を活用したクリーンな産業振興を求めていた。こうして，市長の強
いイニシアチブに加え，市政府の多くの指導者がソフトウェア・ ITES サービス産業の振
興に取り組むことになったのである。
３ 生産要素の供給
（1） 新産業による新制度の誕生
当時の大連は旧来型工業地区であり，産業政策は製造業向けが主流であった。ソフトウ
ェア産業を振興するため，政府は以前の産業の枠組みにとわれずに産業支援を開始した。
公式には，1998 年 5月 4日，大連市政府は元大連市信息中心，市委弁公室と市計算機弁
公室の三つの府部門を合併して，中国初の情報産業局（現・工業和信息化局）を大連で設
置し，ソフトウェア産業に詳しい政府官員を配置した（DLSSSO 編[2013]23 頁）。大連情
報産業局の設立は大連市ソフトウェア・ ITES 産業に組織的土台を築いたと言っても過言
ではないと思われる。そして，1992 年に設立された大連ソフトウェア産業協会（DISA）
は，政府と企業の間のパイプ役になりながら，実務的に企業活動を支援していた。同時に，
DISA は大連市同産業の発展状況や企業経営の状況について調査を行っていた。そして，
日本の情報サービス産業及び日中間オフショア開発を研究するため，DISA は国際合作部
を設置し，毎月の会刊である「簡報」に関連記事を掲載している。さらに，2009 年まで非
常に重要な参考資料である『大連ソフトウェア・情報サービス業白書』を毎年編集してい
た。大連市では，情報産業局と産業協会は対日オフショア開発の研究の先頭に立ったとも
言えるだろう。
また，企業誘致に重点を置き，土地の優遇政策，家賃補助などの政策でソフトウェア企
業を誘致した（高[2008]）。1998 年，市政府の名の下で，大連市はマイクロソフトとの協
定を締結し，中国で初の公式ソフトウェアを利用する都市となった31。そして，2000 年中
国国務院による「鼓励軟件産業和集成電路産業発展的若干政策」（国発[2000]18 号）が公
表された。それに応じて，大連市も「大連海関支持軟件出口的若干措施」，「大連市軟件
産業発展専項資金管理暫行弁法」などの一連政策を打ち出し，財政，輸出やソフトウェア
パーク建設など面において地方政策を公布して，大連市ソフトウェア・ ITES 産業におけ
る政策基礎を構築していた（DLSSSO 編[2013]15 頁）。
非公式には，政府官員による企業難題の解決，企業の「会見ニーズ」32への対応などを
行った。例えば，大連華信計算機技術有限公司（DHC）はソフトウェア製品を輸出した時，
以前の税関政策では通用せず，通関手続きができなかった。総裁の劉氏は直接当時の副市
長である戴玉林に協力を依頼した。その後，政府官員は企業と税関まで同行して，ソフト
ウェア製品輸出の問題を直ちに解決した。この件を通して，大連市政府はオフショア開発
31 2010 年 8 月 DISA におけるインタビュー。
32 企業の「会見ニーズ」とは，企業が顧客と会見する際，政府官員に同席してもらい，政府が案件を
支持していることを示してほしいということである。
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を受託する際の新しい問題点を発見し，大連税関，大連対外合作局と情報産業局の力をあ
げて，税関政策を修正し，新たに「大連税関支持軟件出口的若干措施」（[2001]14 号）を
公布した（高[2008]69-76頁）。
（2） 政府と大学からの企業創出
当時の大連では，民間からソフトウェア産業が自然に生まれることは難しかった。ソフ
トウェアに関する知識と人材は政府と大学に集中していたからである。そのため，企業創
出はこの両者から行われた。それは大連市同産業にとって大きな意味を持った。具体的に
は，以下の通りである。
1) 大連市情報センターからのスピンアウトによる DXC ・ DHC の創業
大連市ソフトウェア・ ITES 産業の場合，とくに重要だったのは，大連市情報センター
＜信息中心＞からのスピンアウトであった。まず 1992 年，NTT データ社からデータ入力
などの業務の発注を受けたことをきっかけに，情報センターのメンバーが ITES 企業であ
る DXCを設立した33。創業時には 7名で電話回線開設申込書などのデータ入力を行ってい
た34。続いて 1994 年，中国の郵便貯金システムの「グリーンカード＜緑卡＞」プロジェク
トに情報センターが参加し，NTT データ社から技術移転を受けた。中国の郵貯はこのプロ
ジェクトを通じて全国ネットワーク化を実施したのである35。そのメンバーが中心となっ
て，1996年にソフトウェア開発企業である DHC が設立された。その後も NTT データ社と
合弁会社を設立し，また独自に日本向けオフショア開発に取り組み，成長していった。1998
年に DHCが NEC向け公共システム開発センターを設置したことが地場企業による大規模
オフショア開発の嚆矢となった。創業時は劉軍総裁を含めて 5名であったが，2009 年に従
業員 3400名，2010 年売上高 10.1 億元となり，中国地場企業ではトップクラスのソフトウ
ェア開発企業となった。そして，中国において売上高こそ 50位であるが(中国工業和信息
化部[2011])，オフショア開発により輸出金額 2 位のソフトウェア企業に成長している36。
民営企業であり，創業者グループのほかに NTT データ社，NEC ソフト，新日鉄住金ソリ
ューションズやマイクロソフトなども出資していた37。
2) 海事大学と日本企業の産学連携による hiSoft の創業
海輝軟件（国際）集団公司（hiSoft）は，地元の大学と日系企業の産学連携から生
まれたソフトウェア企業である。川崎重工が 1991 年に大連でソフトウェア開発の子
33 DXC は 2012 年中軟国際に買収され，「中軟国際科技服務（大連）有限公司」になった。
34 2010 年 8 月，DXC におけるインタビュー。
35 2010 年 12 月，北京 NTT データ社におけるインタビュー。
36 「2010（第七届）中国軟件出口和服務外包排行榜発布」『中国軟件和服務外包網』2011 年 4 月 25
日。以下輸出ランキングはこれによる。
37 DHC ウェブサイト（http://www.dhc.com.cn/jp/catalogView.action?catalogId=1002 2019 年 6
月 28 日閲覧）によりまとめた。
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会社を設立したが，このときに大連海事学院（現・大連海事大学）との関係を持った。
同学院のコンピューターセンター副主任を勤めていた李遠明らは 5年間この子会社で
働き，日本語，日本文化だけではなく，日本の先進技術，開発経験，管理方法などを
習得した。そして，1996 年，李遠明を中心に海事大学や大連東方電脳集団などの出資に
よって hiSoft の前身である大連海輝科技股份有限公司が法人化された（三箇山[2003]）。
こうして，産学連携の形で日本企業からの技術移転を受け，設立当初は日本向けシステム
開発受注を中心業務として成長してきた。その後，GE のグローバル開発センターに認定
されたことをきっかけにアメリカ市場への展開を進めて規模を拡大し，2010 年に IT サー
ビス企業としては中国で最初に NASDAQ への上場を果たした。現在は外資企業での経験
を持つプロフェッショナルたちで経営陣を編成しており，創業者である李遠明氏は同社か
ら離れて別会社を設立した。hiSoft の売上高は 2010 年に 1 億 4888 万ドルに達し（hiSoft
[2010]），中国ではソフトウェア輸出高第 3位となった38。
3) Neusoft の瀋陽から大連への進出
瀋陽市に本拠を持つ東軟集団股份有限公司（Neusoft）の大連進出も重要な意味を持って
いた。Neusoft が東北工学院(現・東北大学)から創業し，創業者劉積仁氏のアメリカ留学経
験を活かした企業者行動，中国独自の産学連携，アルパインなど海外企業との提携によっ
て成長し，中国でも屈指のソリューション企業となった過程は，すでに明らかにされてい
る（沓澤[2007]）。1996 年に企業集団の一部を上場させ，のち集団全体が上場した。大株
主に東北大学科技産業集団などを含むため，国家・国家法人所有比率が 27.5%ほどあった
が，それ以外はアルパイン，東芝，インテルやその在中子会社，一般投資家が保有してい
た39。
Neusoft は 1995 年に中国初の大学ソフトウェアパーク(東大軟件園)を瀋陽に建設し始め
たが，上場に成功した頃から次の拠点を探していた。大連，西安，南京，長春，丹東など
で調査を行ったが，結局，大連が最適な場所だと判断した。これは大連市の熱心な誘致活
動の結果であるとともに，日本との関係，後述する人材の集積などオフショア開発の拠点
としての大連の立地優位性に引かれたからと思われる。当時，大連側では，ハイテクパー
クに土地使用権を持つ民営不動産企業億達集団の孫蔭環董事長がハイテクパーク管理委員
会（当時の名称）と連携しながらも独自に動き，劉積仁総裁から大連パーク開発について
合意を取り付けた（高[2008]32-33頁）。
この Neusoft の誘致は，有力企業が一社増えるというだけにとどまらない意味を持って
いた。次に見る大連ソフトウェアパーク（DLSP）設立のための中核企業が確保されたこと
を意味したからである。また，Neusoft が大連を対日事業の基地と定めたことは，同社のパ
38 hiSoft が 2012 年 8 月 Vanceinfo（文思信息技術）と合併して Pactera（文思海輝技術有限公司）にな
り，中国最大の IT サプライターとなった。
39 Neusoft のウェブサイト(http://www.neusoft.com/jp/investor/0234/ 2012 年 1 月 3 日閲覧)によりまと
めた。
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ートナーであるアルパイン，東芝などを大連に惹き付ける効果も発揮していたと思われる。
（3） 「官助民弁」による大連ソフトウェアパーク（DLSP）の設立
前述した億達集団は 1984 年に不動産企業として設立された40。1993 年大連市政府「大連
高新技術産業園区由家村産業化基地」の開発を委託され，ハイテクパーク内に土地の使用
権を持つようになった。1996 年，傘下の大連渤海機床厰が日本の日平トヤマ（現・コマツ
NTC）と合弁で工作機械工場を設立したが，この時点ではまだ開発の焦点は定まっていな
かった。1998 年夏に同工場に向かうには車を降りてから泥道を歩き，藪をこいでいかねば
ならなかったという（関[2006]199頁）。
ただし，この工作機械工場の経験から，孫董事長は技術水準の高いパートナーと協力し
て事業を展開することの重要性を学び（高[2008]32 頁），また大連市の政策に呼応してソ
フトウェア産業に力を集中する構想を固めていった。これが Neusoft の誘致につながった。
億達集団はNeusoftを中核企業に据えながら，1998年 6月に大連ソフトウェアパーク（DLSP，
＜大連軟件園＞）を設立したのである。DLSP の特徴は，市政府が支持しながら，それ自
体は億達集団 100%出資の有限公司だという「官助民弁」方式であった。この方式は国家
級ソフトウェアパークでは例を見ないものであった。当時，まだ民営企業の活動には種々
の不利な条件がある中で，市政府の支持は，国・省・市の政府機関や企業と接する際に DLSP
に利便性を与えた41。また，DLSP は，インフラ施設の建設や企業誘致などの面において，
夏徳仁副市長，戴玉林副市長など多数の関連政府官員の助力を得ていた42。更に，政府は，
ハイレベル人材向け奨励金制度，「軟件開発生産区，商業区と居住区の三区融合」など，
DLSP の発展に繋がる推進政策を策定した（高[2008]）。市政府が支持して民営企業が運営
するこうした方式は「官助民弁」と呼ばれ，長く大連市が唯一の事例であった。
（4） 豊富な日本語人材
日本の中国東北部支配を背景として，大連には歴史的に日本語人材が他の都市より集中
していた。そして，中華人民共和国建国後も，政府の政策で東北三省は日本語教育の拠点
と位置付けられていた（李[2009]）。1999 年まで約 1万人が大連で日本語を学び（楊[2008]），
日本語能力 1級の都市別試験受験者数では，上海，北京，（年によって広州）に次ぐ地位
を占めていた43。豊富な日本語人材を背景に，大連市ソフトウェア・ ITES 産業は当初の市
場を日本に定めることができたと思われる44。
40 特に断らない限り，億達集団に関する情報は同集団ウェブサイトから引用したものである。
41 2010 年 8 月 DISA におけるインタビュー。
42 2013 年 8 月大連市工業和信息局におけるインタビュー。
43 東京教育公論ウェブサイト（http://www5a.biglobe.ne.jp/~t-koron/jlpt-kazu.html 2012 年 1 月 3 日閲
覧）。
44 本段落の記述は国際交流基金ウェブサイト
（http://www.jpf.go.jp/j/japanese/survey/country/2010/index.htm2012 年 1 月 3 日閲覧）。
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1) 日本留学の拠点としての大連
具体的な施策として大きかったのは，1964 年に大連日本語専科学校（現・大連外国語学
院）が設立されたことである45。文化大革命期にはすべての外国語教育が停滞するが，日
中国交回復と文革終了により日本語学習者は急増し，大連での日本語教育も再び盛んにな
った。そして，中国において私費留学は 1980 年代から徐々に自由化されたものの，2001
年の WTO 加盟までは様々な規制がかけられていたし（寺倉[2011]，187-190頁），私費留
学が可能な経済的条件を持つ学生は少なかったと見てよい。つまり，留学者の選定や事前
訓練には政府の政策が影響していたのであるが，そうした中で，大連は日本への留学者の
派遣元として重視されていた。1978 年に中央政府は 11の大学に「出国留学者トレーニン
グセンター＜出国留学人員培訓部＞」を設け，短期強化外国語教育を行って外国の大学や
研究機構へ人材を派遣する政策を出したが，そのうち日本語教育は東北師範大学と大連外
国語学院に担当させた（李[2008]93 頁）。その際の対象はすでに大学を卒業して専門技術
を持っている人々であった。30年あまりにわたる大連外国語学院の「出国留学者トレーニ
ングセンター＜出国留学人員培訓部＞」で強化日本語教育を受けた学生は 2万人近くにの
ぼった（李[2009]82，89頁）。この日本向け留学の拠点とされたことも，大連を拠点とす
る頭脳循環につながったと考えられる。
2) 日本語人材の層の厚さ
特筆すべきは，大連で初等教育レベルでの日本語教育が行われていたことである。初等
教育レベルでの日本語教育は当初大連市に集中しており，1999 年には大連で約 1万人が日
本語を学んでいた。小学校用の教材も，唯一，大連市で出版されたものだけであった46。
また，日本語能力試験１級の受験者数の推移を見ると，絶対数では上海や北京が多いも
のの，受験者の人口比で見ると，大連は 1995 年以後，1年を除いて主要都市中で最高の比
率を示している（図 14）。この日本語人材の層の厚さが基盤となって対日オフショア開発・
サービスが可能となったのである。
45 国際交流基金ウェブサイト（http://www.jpf.go.jp/j/japanese/survey/country/2010/index.htm2012 年 1 月
3 日閲覧）。
46 2008 年 6 月大連市教育局におけるインタビュー。
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図 14 中国主要都市における人口１万人当たりの日本語能力試験１級受験者数推移
出所：『中国城市統計年鑑』および国際交流基金データより川端望と張艶が作成。
3) 対日オフショア開発における人材問題
ソフトウェア・ ITES 産業は，一般的にもその発展を人的能力に決定的に依存している。
そして対日オフショア開発の場合，さらに人材や組織には独自の要件が求められる。日本
企業はオフショア開発を行う際，仕様書の作成やチェックなどの作業を日本語で行うから
である。また ITES 分野でも日本語対応が求められることは，コールセンターや日本語デ
ータ入力を考えれば一目瞭然である。このため，対日オフショア開発・サービスを行うた
めには，日本語を使える人材が豊富に存在することが必要条件である。しかし，それだけ
では十分ではない。情報技術に習熟し，業務知識を備えた人材もまた必要である。大連に
は前者の条件が非常に強く存在し，また後者の条件もある程度存在したことをこれまでの
企業調査で明らかにした。
4) 市政府による創業支援・人材育成・確保政策
大連市政府は帰国者や高学歴者による創業を強力に支援した。1998年にはインキュベー
ターの一種である創業園を設立し，海外留学帰国者や国内博士号取得者が創業する場を設
けた。創業園においても，ソフトウェア・ ITES 企業が 45-50%を占めている47。
大学はもともとハイテクゾーン内に数多く存在していたが，東軟情報学院の設立が刺激
となり，他大学でもソフトウェア・ ITES 関係の学部・学科が設置されるようになった。
47 2011 年 8 月大連市海外学子創業園区におけるインタビュー。
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（5） 頭脳循環による起業
前述したように，hiSoft の創始者李遠明は，川崎重工との共同研究のために 1991-1996
年に同社の大連子会社でのマネージャーを勤め，そのうち一年間は日本本社に研修してい
た。当時知り合った他の 6名と 1996 年に hiSoft を設立し，日本向けオフショア開発とシス
テムインテグレーション事業を始めたのである（高[2008]164-166頁，三箇山[2003]）。
Neusoft は前述したように劉積仁がアメリカ留学での経験を生かしつつ，東北大学での研
究成果をもとに創業した企業である。また日本企業であるアルパインからマーケティング
や組込ソフトウェアに関する技術移転を受けている（沓澤[2007]）。
また，これらの大手企業だけではなく，中小企業でも日本への留学経験者や日本企業で
の勤務経験者が大連に戻って会社を設立し，以前からの人的ネットワークを利用して日本
向け業務を行う例が少なくない。統計的に確かなデータはないが，筆者が 2010 年 8 月‐2018
年 7月に訪問した企業のうち約三分の一の会社はこのパターンに完全に当てはまったし，
この他にも日本で育った中国人が帰国して創業した企業，創業者以外の高級管理者に留学
経験者がいる企業があった。逆に，オフショア開発を手がけている企業のうちで，創業者
や高級管理者による日本への留学や日本企業勤務の経験を確認できなかったのは 2社だけ
であった。中小企業基盤整備機構経営支援情報センター[2007]でも 10社の大連企業の事例
のうちに，頭脳循環と呼べるパターンが，3 大企業を除いて 5 社確認できる。この 5 社と
筆者が訪問した企業に重複はない。他の事例は 3大企業のうちの 2社，日本人設立の企業
が 1社，日系企業子会社が 1社，広州市の企業の子会社が 1社である。
以上のように，大連のソフトウェア企業でも，創業者の留学，海外での実務経験，それ
を通した人的ネットワークが活かされており，頭脳循環の効果が認められる。ただし，技
能や人的ネットワークを得てくる先が日本である場合が多いところに特徴がある。劉積仁
のケースはむしろ例外的と言ってよい。また，中国人技術者が中国にいながら日本企業か
らの技術移転を受けたことの効果も認められる。
（6） 民営大学である東軟情報学院
ソフトウェア産業では，プログラマー（PG）とシステムエンジニア（SE）の存在が絶対
条件であるため，大連同産業の形成期には，労働者供給不足が課題であった。大連には大
学や研究機関は多数あったが，ソフトウェア・ ITES 産業に適合した専門的教育は立ち遅
れていた。そこで，Neusoft と億達集団は 2000 年に 6：4の投資比率により，大連市で中国
初のソフトウェア学院である東軟情報学院を設立して，DLSP の中心部に立地させた（高
[2008]）。最初は遼寧省に認定された民営大学であり，のち最初の国家模範ソフトウェア
職業技術学院に選ばれ，中国教育部に認可された。同学では，学部の設置からカリキュラ
ムの設計まで実用指向を徹底し，実務経験者を IT 技術の教育に従事させており，DLSP に
おけるインターンシップなどの実践的な IT 教育を売り物にしている。Neusoft 以外の企業
にも卒業生を送り込むことで，IT 人材をハイテクゾーン全域に供給するための基地となっ
た。
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４ 需要創出要因：日本からの呼び込み
1990 年代において，コンピューターやソフトウェア産業においては巨大な国内企業が集
中する北京や上海などの主要都市が圧倒的に有利であった。そうした中，大連市が活かせ
る優位性は日本との繋がりであった。大連市信息中心は郵便貯金システムの開発において
NTT データと提携しており，また 1990 年代初頭においてすでに電話回線加入手続きのア
ウトソーシングを受けた経験があった48。これらの繋がりは DHC と DXC に引き継がれた。
hiSoft は川崎重工との繋がりから受注を獲得できた。そして，アルパインや東芝向けの業
務を大規模に展開している Neusoft が DLSP の中核企業として誘致された。1998 年に DHC
が NEC 向け公共システム開発センターを設置したことが地場企業による大規模オフショ
ア開発の嚆矢となった。
さらに，大連市に愛着を持つ日本人専門家を活用して，日本市場からの顧客紹介の活動
を展開した。例えば戦前に大連に生まれ，戦後は日本で IBM に勤務した牛島五郎である。
牛島は，IBM を定年退職後の 1990 年代半ばに日本語教師として大連に移り住んでいたが，
生徒として授業に参加した信息中心のスタッフとの繋がりをきっかけに，DHC，hiSoft，
Neusoft で勤務し，日本からの顧客誘致に努めた49。同じく IBM に勤務していた三上吉彦も，
定年退職後に大連に移り住んで，まず大連外国語学院で日本語による情報処理を教え，続
いて DLSP で日本からの顧客誘致に努めるようになった50。2002 年に大連に立地する日本
の IT 企業の交流会として大連 IT クラブが結成されるが，牛島は会長，三上は副会長とな
った。
いったん取引が始まってしまえば，日本語を解する PG や SE を大量に低コストで活用で
きる集積地が大連に形成されることは，高コストと人材不足に悩んでいた日本の情報サー
ビス産業にとって，願ってもないことであった（情報サービス産業協会[1992]115-117頁，
情報処理推進機構 IT 人材育成本部編［2009］290頁）。
５ システム化：キーパーソンの連携した働き
新興国で新産業を発展させるには，産学官の組織としての連携のほか，キーパーソンの
連携も重要である（西澤 a[2012）。まず，当時の薄熙来市長，後に市長になる夏徳仁副市
長をはじめとして，大連市政府はソフトウェア・ ITES 産業振興の姿勢を明確にしていた。
そして市政府の内部，或いは企業内にいた複数のキーパーソンが，連携しながら企業者行
動を行ったのである。キーパーソンの中には，留学経験，訪日経験，日本企業勤務経験を
持つ人が多く，相互に繋がって，それぞれがまた多くのネットワークを持っていた。特に
日本関係のネットワークを持つことで，大連を対日オフショア開発拠点として発展させた
と思われる。とくに重要なキーパーソンの持つつながりと，総合の関係を示したのが図 15
48 2011 年 6 月北京 NTT データジャパンにおけるインタビュー。
49 牛島[2010]と『大連ローカルWhenever』2011年 1月 18日を参照した。
50 三上[2013]の 137-153 頁と『大連ローカル Whenever』2013 年 4 月 17 日を参照した。
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である。アルパインや東芝との提携関係にある Neusoft の劉積仁総裁は，その後，億達集
団の孫蔭環董事長と市政府の呼びかけにより DLSP への入居と東軟情報学院の設立を決定
した。劉軍と楊帆は大連市信息中心の同僚で，日本企業と共同でのソフトウェア開発，サ
ービスアウトソーシングを行った経験があり，それをもとに，それぞれ DHC や DXC を起
こした。また，hiSoft の李遠明は当時，大連海事大学の副主任を勤めながら，5年間川崎重
工の大連ソフトウェア開発の子会社で働いた。その後，hiSoft を設立して対日オフショア
開発を始めた。いずれも，日本関係のネットワークで，対日オフショア開発事業を発展さ
せ，大連市同産業の形成を促進した。
図 15 大連市ソフトウェア・ ITES 産業形成期におけるキーパーソンの関係図
注：（）内は所属，＜＞内は日本との繋がりである。
出所：筆者作成。
６ 産業発展の結果
（1） 産業規模
1998 年は大連のソフトウェア産業（当時の名称）にとって重要なスタートを切った年で
ある。1997 年大連市ソフトウェア産業の売上は中国同産業において 0.4％以下しか占めて
いなかったが，1998 年から 2000 年まで，大連市のソフトウェア産業（当時の名称）の売
上高は 2億人民元から 9.8億人民元へと約 5倍に増加し，年間複合成長率は 100%を超え，
同期間における大連市の経済成長率をはるかに上回り，中国のソフトウェア産業の成長率
も上回っていた（DLSSSO 編[2013]37 頁）。大連市同産業の輸出額は 0.1億ドルから 0.4 億
ドルに増加し，大連市輸出額における割合は 0.3％から 0.8％に増加した。そして，輸出の
うちほとんどが日本向けであった51。
（2） 地域エコシステム構築
1998 年から大連市政府はソフトウェア産業を振興する姿勢を明確にし，地域エコシステ
51 2016 年 8 月 DLSSO におけるインタビュー。
46
ム構築の諸要素を繋げようと努力した。政府はソフトウェア産業を重点産業として，知識
集約型産業への選択，政府機関からのスピンアウトによる中核企業の設立，「官助民弁」
の形式による DLSP 設立など様々な方式で産業振興に努めた。市政府の内外では，大連信
息中心からスピンアウトした企業の活躍，瀋陽に本拠地のある Neusoft の大連進出，億達
集団による DLSP の設立などにおいて，キーパーソンの連携した働きが大きな役割を果た
した。形成期では，政府が発展方向を示すことと，その下で政府，企業，大学のキーパー
ソンが個人として連携しながら諸要素を動員・結合することが，地域エコシステムの構築
にとって決定的に重要だったのである。初期のエコシステムは，確かに産学官連携による
ものであったが，それを担う個人の顔が見えるような段階にあった。
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III 大連市ソフトウェア・ ITES産業の成長期（2000年代）
１ 発展方向：生産要素の供給と市場開拓による産業集積
大連市では DLSP の設立とともにソフトウェア・ ITES 産業が形成され，技術とヒトの
一定の集積が生み出された52。この時期，市政府は企業や団体による集積効果や大学によ
る人材開発を期待して，生産要素の供給と市場開拓策に力を入れた。
大連市政府は産業規模を拡大するため，2007 年に次の主要目標を打ち出した。2012 年に，
産業規模を 900 億人民元とし，大連市の域内総生産の約 10％を占めるようにする。輸出金
額は 45 億米ドル，関連人材は 20万人，従業員１万人以上の一定規模を有する企業を 5社
持つ。2017 年に，産業規模を世界の同産業先進都市の水準に近づけ，アメリカのシリコン
バレー，インドのバンガロール，アイルランドのダブリンと同じように世界で有名なソフ
トウェア・サービスアウトソーシングの集積地域になる（DLSSO[2007]）。更に，2007 年
夏季ダボス会議の開催期間中に，温家宝総理は大連市を視察して，今まで成し遂げた成果
を高く評価し，大連市に対してソフトウェア・サービスアウトソーシング分野において中
国一，世界一になるように督励した（DLSSO[2007]）。
２ 生産要素の供給
（1） 産業支援措置
2000 年前後から，大連市は企業誘致を組織的に拡大するため，税収，輸出，土地の優遇
政策，家賃補助などの政策を整備した（高[2008]）。そのうち，「鼓励軟件産業和集成電
路産業発展的若干政策」（2000 年・国務院）などの税制の優遇政策は強力に執行され，業
界から好評を得た。また，企業の要請で，ソフトウェア製品の輸出をスムーズに手続きす
るように，「大連海関支持軟件出口的若干措置」（2001 年）を公布し，のち全国統一標準
となった(高[2008]）。そして，2004 年大連市は「大連市老工業基地振興規画網要」を打ち
出し，ソフトウェア・ ITES 産業を新型産業として取り上げ，都市発展の面において大連
市同産業の戦略地位を明らかにした。その後，産業発展の要求に応じて，「大連市関于吸
引軟件高級人材的若干規定」（2004年），「大連市人民政府関于加速発展軟件産業的実施
意見」（2004 年）と「関于成立大連軟件人材実訓基地指導委員会的通知」（2006 年）など
の政策を相次いで発表し，人材誘致と育成，インフラ整備と企業誘致の面で新しい政策支
持を提供していた（DLSSSO 編[2013]16-17頁）。さらに，日本の個人情報保護法に倣って，
「大連軟件和信息服務業個人信息保護規範」（2007年）を策定し，日中間個人情報保護の
相互認証制度（PIPA）を構築した。これにより，日本から発注される業務は，日本と同レ
ベルの法的保護を受けられるようになった53。
52 2010 年 8 月 DISA におけるインタビュー。
53 2010 年 8 月 DISA におけるインタビュー。
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また，2003 年から大連市は毎年「中国国際軟件和信息服務交易会（略称「中国軟交会」）」
を開催し，大連市ソフトウェア・ ITES 産業の国際化を促進させている。「中国軟交会」
は中国唯一の国家級ソフトウェア交易会として，この時期において，中国ソフトウェア・
ITES 産業の推進機となって，世界各地から注目を浴びて IT 領域における国際協力の重要
なプラットフォームとなってきた（DLSSSO[各年]）。
さらに，大連市はこの時期において，ソフトウェア・ ITES 産業の競争力を向上させる
同時に，大連市をソフトウェア都市に発展させていた。それで，大連市は，国家軟件産業
基地，国家火燵計画軟件産業基地，国家軟件輸出基地，軟件産業国際化模範都市，軟件人
材国際培訓基地などの国家級ソフトウェア・ ITES 産業の関連表彰を得た（DLSSSO 編
[2013]18 頁）。これで，大連市ソフトウェア・ ITES 産業は大連市の一つの都市ブランド
となっている。
（2） 人材育成の取り組み
人材育成の面においては，北京や上海などの主流都市では主に市場のメカニズムによっ
て行っているが，大連では，政府，教育機関と企業が一体となった人材育成に力を入れて
おり，政府介入型だと言われている（羽渕［2010］）。
1) 教育側による積極的人材供給
2001 年以後，初等教育においても外国語の教育を受けることを義務付けられ，ほとんど
の学校が英語の義務教育を行うようになったため，初等教育における日本語の地位は下が
ったが，遼寧省，黒龍江省の実験校が日本語教育を行っていた（表 4）。中等教育でも，
日本語を外国語科目として教えている普通校は，東北三省と内モンゴル自治区に集中して
いた。そして高等教育においても，2007 年，大連に存在する 29 の大学のうち 15大学で日
本語専攻が設置されており，在校生は 7273名を数えた。東北 3省の日本語専攻在校生のう
ち 40.3％が大連市に集中していたのである54。
表 4 大連市日本語コース規模（中小学校）
学校数 教師数 学生数 教材
小学校 5校 9人 2747人『小学校日本語教材』（無料）
中学校 32校 75人 9027人第一外国語は『日本語』
第二外国語は『好朋友』
高校 17校 35人 1097人高校一年生は『日本語』必修①，②
高校二，三年生は『日本語』古い版
注：2007年 12月までの統計。
出所：楊慧［2008］により筆者作成。
54 ジェトロ大連事務所 2007 年 7 月作成資料によりまとめたものである。
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一方，東軟情報学院は他の都市にも設置するようになった。2001 年に南海東軟情報技術
学院（広東省），2003 年に成都東軟情報技術学院（四川省）が設立された。そして，2003
年から東軟情報学院で IBT（Industry Based Training or Teaching<企業定制>）モデルを設置
し，企業向けオーダーメイド人材育成サービスを提供し始めた。このサービスでは，イン
テル，東芝，パナソニックなど日米企業との提携を通して，実態に近い形の開発環境を学
生に提供した。
また，ソフトウェア・ ITES 産業の拡大を背景とし，東軟情報学院の設立を刺激として，
大連市の他の大学にもソフトウェア関連専攻を設置するようになった（DLSSSO［各年］）。
そして，第 10 次 5 ヵ年計画期間中(2001-2005 年)，大連理工大学，大連交通大学等 5 大学
でソフトウェア学院が設立され，35 の IT 職業育成機関が新設された55。2009 年には大連
市のソフトウェア・関連専攻学部生・院生在校数は 7万 1700 人にのぼり，市の全大学生・
院生の 27%を占めたのである（DLSSSO[2009]53-54 頁）。さらに，各大学や研究機関が IT
連盟の設立，人材実務訓練拠点の建設の強化，表彰や研修の実施などの面で，関連人材の
育成に力を入れた（DLSSO[2005][2008]）。
さらに，大学以外の職業訓練機関についても，市政府は市教育局直属の大連計算機職業
中等専門学校に 1.5億元を投入して，IT 人材を年間約 1000 人輩出した（日向・張［2008a］）。
教育機関側では企業と提携して，企業向けクラスの形式で企業側に即戦力となる人材を提
供した。例えば，「大連理工大学－IBM 実訓基地」，大連コンピューター専門学校の「契
約教育」などが挙げられる（日向・張［2008a］）。
2) 政府によるハイレベル人材の確保
対日オフショア開発は労働集約的な工程から始まったため，市政府は関連人材の供給総
量を大きくすることに力を入れた。しかし，6 割の労働者はデータ入力などを行う中等専
門学校で教育を受けた初級レベルの人材であり，ハイレベル人材56不足が課題となった57。
しかも，IT 人材の技能は学校教育で育成するには限度があり，社内での長期教育も高度人
材の引き抜き合戦によって妨げられた58。そのため，市政府は 2008年に教育費用の補助，
マンション政策，戸籍制度の緩和，創業支援などの大量のハイレベル人材優遇政策を発表
し，創業プラットフォームを提供するなどして，帰国人材の創業環境を完備させた（表 5）。
例えば，ハイレベル人材を大連に誘致するために，初めて大連で勤務し，年収 20万元以上
55 2013 年 8 月 DISA におけるインタビュー。
56 ハイレベル人材について，大連市ソフトウェア・ ITES 産業の人材政策で統一されていないが，筆
者はこれまでの大連調査を踏まえて，以下のように定義したい。大連市ソフトウェア・ ITES 産業に
おけるハイレベル人材とは，ソフトウェア・ ITES 人材のうち，マネジメント系スキル，技術系スキ
ル及び複合型スキルのどちら片方のスキルが中級以上レベルの人材である。マネジメント系ハイレベ
ル人材として，企業経営，システム企画/セールス等のスキルの持ち主，技術系ハイレベル人材とし
て，成熟度の高いプログラマーやプロジェクトマネージャー，複合型ハイレベル人材として，法律，
金融，財務，物流，人的資源などの専門知識を有する外国語に堪能な人材のことである。
57 2013 年 8 月 DLSSO におけるインタビュー。
58 2010 年 8 月 DSIA におけるインタビュー。
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且つ企業と一年間以上した高級人材と緊急に欠乏する人材59に対して 6万元の転勤手当（一
回限り）を支給することである。これは，所得格差を一層拡大することになる恐れがある
ため，非常に大胆な政策だと言えるが，多数の「教授官員」がいる大連の市政府は，敢え
て実行している。さらに，2000 年から，毎年国家級の人材導入プラットフォームである「海
創週」を開催し，国内外での人材誘致会を通して 2 万人余りの人材を大連に招へいした
（DLSSO[2008]）。
表 5 大連ハイテクゾーン IT 人材奨励策一覧表
政策 詳細
人材誘致
1.高級人材を対象に奨励
2. 初めて大連で勤務し，年収 20 万元以上且つ企業と一年間以上した高級
人材と緊缺人材に対して転勤手当（一回限り）を支給
3.初めてハイテク産業園区で IT 企業を設立する個人に対して，創業手当
を支給
4.企業と長期提携関係で信用があり，企業の満足度が高い仲介機構を対象
に奨励
人材育成
1.図書館，体育活動センターなどの公共施設を含む大連ハイテク産業園区
人材資源機能エリアを企画し建設し，民間的なエリア設立を支援し奨励
2.人材育成ビルを建設し，進出しているトレーニング機構及び場所を借り
て長期的に社内教育を行う企業に対して，貸借料補助金及び関連サービス
を提供
3.IT 教育資源共有プラットフォームを作り，企業に安価な貸借料及びサー
ビスを提供
4.公共トレーナーデータベースを設立
5.大学に「大連ハイテク産業園区ソフトウェア人材輸送（教育）基地」の
設立を奨励
6.企業で在学中の大学生を対象に IT 技能訓練キャンプの開催を奨励
7.毎年定期的に企業が必要な技術トレーニングを行い，最高 50％のトレー
ニング費用手当や高級人材向けの海外研修手当を支給
人材
サービス
1.ビジネス，医療，交通，子女が就学する学校など関連サービス施設の建
設を加速し，人材により優れた仕事と生活環境を提供
2.人材住宅保障計画を実施し，ソフトウェアエンジニア向けアパートと IT
人材住宅区を建設し，ソフトウェア人材に安い貸借料の賃貸住宅及び価格
限定住宅を提供
3.人材公共サービスプラットフォームを建設し，企業に人材導入，教育，
流動，信用評価などの公共サービスを提供
4.毎年企業が国内外の IT 人材募集活動に参加するよう手配し，募集活動
の関連手当を支給
出所：「大連ハイテク産業園区のソフトウェア及び情報サービスアウトソーシング人材に
関わる業務の強化に関する若干規定」より筆者作成。
59 「緊急に欠乏する人材」とは今すぐ必要だが，足りない人材の意味である。具体的には「大連高新
産業園区軟件和信息服務外包産業的緊缺人材指導目録」に符合する各種人材を指す。
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3) 企業による人材確保・育成
これまで大連で実施した調査の中で，企業内で研修などの方法を通じて人材を育成する
会社が多かった。例えば，DHC は NEC 向けの受託開発をきっかけに，「オフショア顧客
専門センター型」という新しい開発体制を考察し，主に同センターでブリッジ SE60が育成
された。その後，教育系子会社及び日本支社を設立し，社内でもブリッジ SE が育成でき
るようになった。また，hiSoft は大連市情報産業局（現・工業和信息化局）などと社内で
「大連ソフトウェア開発マネジメント学院」を設立し，ソフトウェアのプロジェクト管理
人材育成に特化した実践型人材育成機関として，大連だけではなくほかの地方の人材も受
け入れ，全国的なソフトウェア開発の上級管理人材育成基地となることを目指していた（日
向・張［2008c］）。2008 年に hiSoft は大連軟件高級経理人学院を設立し，全国的なソフ
トウェア開発の上級管理人材育成基地を目指した（日向・張［2008c］）。
また，Neusoft と東軟情報学院提携して人材育成を行うのは別として，他には大学と提携
して企業向けクラスを作り，オーダー式教育を行って人材を育成する企業はしばしば見え
た。例えば，前述したように，大連コンピューター専門学校は 2004 年から同校の卒業生の
採用を希望する企業と提携した「契約教育」を開始した。学校側は教室と学生を提供し，
企業側は講師と教材を提供する方式をとっていた。2年生の下半期に学校で実習を行い，3
年生では企業で実習を行った。企業での実習時は実習先から学生に手当が支給された。契
約教育は優秀な即戦力となる人材を採用できると企業の採用担当者間で評判となり，イン
テル，HP，ハイアール＜海爾＞，Lenovo＜聯想＞，インフォデリバーなど，複数の企業が
同校との契約教育を行っていた（日向・張［2008a］）。そして，大連理工大学軟件学院に
もトレーニング実践基地＜実訓基地＞があり，「大連理工大学－IBM 実訓基地」，「大連
理工大学－RENESAS 組込式実訓基地」，「マイクロソフトイノベーションセンター＜創
新中心＞（大連理工大学）」などの 10社余りの企業と提携して，特定の企業に向けて人材
育成を行っていた61。
（3） 大連ソフトウェアパークの躍進
DLSP は 10 数年間大きく変身した（写真 1，写真 2）。前述の工作機械工場もオフィス
ビルと Neusoft パークに囲まれるようになったが，2010 年に至って中核部分に Neusoft パ
ークと東軟情報学院を持ち，あわせて大企業向け専用ビル，中小企業向けに多数の賃貸ス
ペースを持つビルなどを建設して，多様なソフトウェア・ ITES 企業にオフィスを提供し，
さらに店舗やレストラン，人材募集やトレーニング，業務提携，対政府とのブリッジなど
各種サービスをトータルに提供した（2010年 8月川端と張が実見）（図 16，17）62。そし
60 各社へのインタビューから見ると，ブリッジ SE は各社によって定義が違っている。本研究では「ソ
フトウェア技術だけではなく，両国間の言語，文化，ビジネス習慣などを熟知し，取引双方の間に
立って円滑に業務を進められるように指示できるシステム・エンジニアのこと」だと定義する。
61 大連理工大学軟件学院ウェブサイト（http://ssdut.dlut.edu.cn/base/show.php?id=12 2012 年 1 月 3 日
閲覧）によりまとめた。
62 高[2008]および 2010 年 8 月 DLSP におけるインタビューによりまとめた。
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て，DLSP の面積は約 3 平方キロであるが，その後，約 4 倍の面積を持つ第二期パークも
建設した（図 17）。
また，DLSP は大連市ソフトウェア・ ITES 産業に大きく貢献した。2010 年に大連市
ソフトウェア・ ITES 産業の売上高は 535 億元に達し，うちハイテクゾーンが 506 億元で
全市の 94.6%を占めた。ハイテクゾーン内では DLSP が 280 億元，それ以外が 226 億元で
あった63。そして，DLSP の入居企業は，外資系，地場系双方とも順調に増え，2010 年末
現在では総数約 500 社に達した。うち外資系企業が 40%，日系企業が 24%である64。そし
て，2007年 DLSP は中国科学技術部の「国家火燵計画軟件産業基地」に選ばれた（DLSSSO
編[2013]19 頁）。
図 16 大連ソフトウェアパーク（東側）
出所：DLSP ウェブサイト（2012 年 1月 3日閲覧）により川端と張が作成。
63 DLSP ウェブサイト（http://www.dlsp.com.cn/jp/ 2012 年 1 月 3 日閲覧）によりまとめた。
64 DLSP ウェブサイト（http://www.dlsp.com.cn/jp/ 2012 年 1 月 3 日閲覧）によりまとめた。
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図 17 大連ソフトウェアパーク（西側）
出所：DLSP ウェブサイト（2012 年 1月 3日閲覧）により川端と張が作成。
写真 1 1998 年の大連ソフトウェアパークの姿
出所：大連ソフトウェアパーク提供。
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写真 2 2010 年 8月の大連ソフトウェアパークの姿
出所：『大連軟件』第 51号，大連軟件園・大連軟件行業協会，2011年 2月，9-10頁。
図 18 DLSP1 期と 2期の位置関係
出所：DLSP ウェブサイトより。
（4） 新分野への進出
この時期，大連市はそれまで蓄積した産業基礎を利用して，特色のある新分野への進出
を促進した。大連市は，2007年正式にソフトウェア・ ITES 産業のうち，インターネット，
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IC設計，組込システムソフトウェアなどの分野を重点的に発展させ始めた65。
インターネット産業の面においては，2010 年，「小平島電子商務産業中心区」，物連網
産業基地，インターネット企業集積区が形成され，産業規模が 100 億元に達した。インタ
ーネット企業のうち，EC（電子商務）分野の企業が 50％を占めた。しかし，模索段階に
あり，大きなプロジェクトや有名な企業はまだなかった（DLSSSO[各年]）。
IC 設計66の面においては，大連市の IC 設計の売上高は 2006 年の 2.1 億元から 2009 年の
4 億元に増加した。特に 2009 年は前年比 53.8%増であった。その主な理由は従来の IC 設
計企業数と新規 IC 設計企業の売上はと共に増加したためである。そのうち，新規 IC 設計
企業の売上高が売上高総額の大半を占めている（DLSSSO[2009]30 頁）。特に，インテル
大連工場の設立に大きく影響された。まず，インテルと大連理工大学が半導体技術学院を
設置した。そして，IC 設計などの関連産業が盛んになり，IC 設計分野に進出しようとする
動きが見られる（日向・張[2008b]）。ただし，IC 設計は大連市のこの産業における売上の
1%しか占めていないので，これもまだ企業成長や規模には結び付いていないと思われる。
組込システムソフトウェア67の面においては，2009 年売上高は前年比 26.7%増の 67.3 億
元に達した（DLSSSO[2009]31 頁）。その理由は以下の二点にある。まず，世界の景気回
復及び消費型電子製品，自動車製品の急増に伴って国内市場需要が高まり，組込システム
ソフトウェア開発の増加が期待されるのだろう。次に，日本のこの産業の状況を見ると，
エレクトロニクス製品の普及で組込ソフト技術者への需要が伸びているものの，技術者が
不足しているため，日本の組込ソフト開発のアウトソーシング先として，大連があげられ
た（日向・張［2008b］）。ただし，地場企業では技術者は Neusoft に集中している。同社
と，同社から独立した創業者による専門中小企業以外には，有力企業は少ない。
（5） 経営とサービスのグローバル化
大手企業の中では，経営とサービスのグローバル化に取り込んでいる企業があった。例
えば，Neusoft は中国国内のほとんどの大中型都市に開発拠点，エリア本部やマーケッティ
ング及びサービスネットワークを構築している一方，アメリカ，日本，ヨーロッパ，中東
などのも現地法人を開設した68。国外売上比率を 6割にする目標からすれば，世界的に優
れた IT ソリューション・サービスプロバイダーに成長していたことが明らかである69。さ
らに，DLSP2 期に東軟国際ソフトウェアパークを設立し，世界一流のハイテク型・グリー
65 DLSSSO 編[2013]と 2010 年 8 月 DISA におけるインタビューによりまとめた。
66 IC 設計とは回路設計のことである。
67 組込システムソフトウェアとはエレクトロニクス製品の部品として組み込まれたマイコン上で動
作するソフトウェアである。
68 Neusoft のウェブサイト（http://www.neusoft.com/ 2012 年 1 月 3 日閲覧）によりまとめた。
69 この部分，週刊 BCN のウェブサイト
（http://biz.bcnranking.jp/tb/article/keyperson/1110/111020_127843.html 2011 年 12 月 26 日閲覧）によ
り，まとめた。
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ン型，ソフトウェアパークを目指していた。同パークは欧米・日韓向けのソフトウェアウ
トソーシング，ITES 業務，組込システムの開発に重点を置き，大連で世界をリードする組
込システムソフトウェアウトソーシング研究開発センター，中国最大規模の日本向けオフ
ショア・アウトソーシング産業拠点を建設し，より多くの海外事業パートナーと提携し，
サービスアウトソーシングの業務範囲を拡大し，東軟グループの国際業務に必要な産業環
境を整備していた（DLSSSO[2009]49 頁）。また，hiSoft は，多数の豊富な経験を持つプロ
フェッショナルたちで経営陣を編成し，創業者は別会社を設立して，経営陣から離れた。
2010年中国で最初に NASDAQ 上場を果たした企業となっており，国際基準に耐えられる
ガバナンス体制を整備するとともに，アメリカ市場への進出やデリバリー・センターのグ
ローバルな配置を目指す動きも出た。この hiSoft は中国ソフトウェアウトソーシング業界
のリーダーとして，IT とビジネスアウトソーシングを提供する一流のグローバルサービス
プロバイダーとなった70。また，国別取引先一覧からすれば，2010 年 54.1%はアメリカ，
23%は日本だとのことであった。ただ，契約ベースでの国別取引先の一覧において，33.3％
は香港を含めた中国，26.6%は日本，23.2%はアメリカであることから見ると，在中国のア
メリカ拠点向けは大きな割合を占めていたことが明らかである71。さらに，2008年から 2010
年にかけて IT サービスの売上は 61.6%から 52.4%に減り，研究開発の売上は 38.4%から
47.6%に増えたことから，事業内容は IT サービスから研究開発へ移したことが言えるのだ
ろう72。ただし，この動きはまだ端緒的であり，大連のトップ企業はグローバルな企業ラ
ンキングでは欧米企業やインド企業に及ばなかった。
（6） 「三網融合」など IT インフラの刷新
産業成長期では，旅順南路ソフトウェア産業帯ではインフラ施設が先行して整備されて
いた。道路，給水，電力，ガス供給，熱供給などのほかに，電気通信事業者のチャイナ・
モバイル，チャイナ・テレコム，チャイナ・ユニコムの光ファイバー回線が敷設されてお
り，固定電話，IP 長距離電話，各種のデータ通信サービス，インターネット高速接続サー
ビス，モバイル通信サービスを利用することができた。チャイナ・ユニコムの東北地区デ
ータ交換センター及び IDCセンターのサーバーが旅順南路ソフトウェア産業帯に設置され，
高速データ交換設備の容量は 320G に達した。また，同敷地内には東北地区通信センター
と IDC プラットフォームが設置され，メインネットワーク帯域が 40G 以上となった。同敷
70 hiSoft のウェブサイト（http://www.hisoft.com/ 2012 年 1 月 3 日閲覧），2011 年 9 月 hiSoft におけ
るインタビューによりまとめた。
71 hiSoft のウェブサイトで掲載されている英文 Annual Report の 50-51 頁
（http://www.mzcan.com/us/HSFT/annual/2010/EN/HiSoft%2020F%202010_M4nKjAP9nluP_6L73Lijijg
Al_n6ubj9Ty4TNA.pdf 2012 年 1 月 3 日閲覧）によりまとめた。
72 前述したように，hiSoft が 2012 年 8 月 Vanceinfo（文思信息技術）と合併して Pactera（文思海輝技
術有限公司）になった。その後，Pactera はアメリカの財団に買収され，上場を廃止した
（http://tech.qq.com/a/20130521/010088.htm 2019 年 6 月 28 日閲覧）。
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地内には衛星通信ステーション，データセンターコールセンターが設置されており，様々
な音声サービスが利用できた（DLSSSO[2009]51-52頁）。
また，ソフトウェア産業に限らず，都市の産業・生活全般に関わる IT インフラの高度化
を図る動きもあった。三網融合（放送・通信・インターネットの融合）や物聯網（モノの
インターネット）のインフラ整備をめぐる地域間競争に積極的に参加しようとしていた。
ここで特筆すべきことは，「三網融合」に関連した動きである。「三網融合」は 10年ほど
前の第 10期 5ヵ年計画（「十五」，2001-2005年）で中央政府によって示されたが，産業
成長期では事実上は進めなかったことである。そうした中，2010 年 1月 13 日中国国務院
がこの政策を加速させる決意を打ち出し，同年 7月に北京市，上海市，大連市，杭州市，
アモイ市などの 12 都市を試験都市として選んだ。そこから，大連は試験都市としてインタ
ーネット，電話回線，CATVの三つのネットワークを融合するのに力を入れるようになっ
た73。この政策の推進によって，大連のソフトウェア企業にとってはこれまで蓄積された
ソフトウェア開発技術をハードウェアと融合する潜在性があると考えられる。
３ 需要創出要因：オフショア開発需要の引き寄せ
政府は日本からのオフショア開発需要を引き寄せるために，多様な方式を採った。先ず，
2001年から副市長をはじめとする「ソフトウェアビジネス誘致ミッション」を毎年二回の
ペースで日本に派遣して，日本企業と商談会を開いた（高[2008]）。また，大連市は 2003
年中国で唯一の国家級展示会である「中国国際ソフトウェア・ ITES 交易会」の開催地に
国務院から指定され，この交易会は毎年開催されるようになった。その期間中，日中間ビ
ジネス提携のため，日本館を設け，日中企業の商談会や交流会を開催した（DLSSO[2009]）。
更に，2008 年，市政府は東京に日本向けアウトソーシング業務の請負窓口として，大連ソ
フトウェアパーク（日本）を設立し，日本で事業展開する大連の関連企業に対して，安価
で便利な空間を提供した。設立同年，大連の約 40 社が入居した。市政府から補助金が提供
され，他の企業に比べて運営コストの 3分の 2が削減できたという（中国網ニュース 2008
年 12月 9日）。
中国における全般的賃金上昇にもかかわらず，2009 年のソフトウェア技術者年間給与は，
日本が 5万 4169 ドルに対して中国は 1万 6289 ドルに過ぎなかった（情報処理推進機構 IT
人材育成本部編[2011]45 頁）。しかも中国国内でも差があり，2006 年 IT 企業の年間賃金
は，上海が 8万 3525 元，北京が 8万 1851 元に対して，大連が含まれる遼寧省は 3 万 9741
元と，相当な割安になっていたのである74。
2000 年以後は日系を初めとする外資企業の直接投資が相次いだ。2005年までに，日本か
ら大連にはパナソニック，ソニー，NEC 情報システムズなどが進出していた。日本からの
オフショア開発発注額は 2002 年に 203億円であったが，うち 98億円は中国に発注されて
いた。そして 2008 年には 1011億円中 565 億円が中国に発注された（情報処理推進機構 IT
73 2010 年 8 月大連ソフトウェア産業研究院におけるインタビュー
74 近藤[2009]30 頁。原資料は中国国家統計局より NEC の小宮山博文が作成したもの。
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人材育成本部編[2011]109頁）。地場企業が日本企業からの発注を受けてオフショア開発を
行うパターンもあるし，日本企業が大連に進出してオフショア開発を行うパターンもあっ
た。また，欧米系企業も大連では主に日本向け業務を行っていた。
４ システム化：自己再強化による更なる集積
DLSP は地理的には広大なハイテクゾーンの一部をなしており，組織的にはハイテクゾ
ーンの中の一つの会社であった。ハイテクゾーンは市政府が運営する「官弁」，DLSP は
「官助民弁」との別々な性質があるが，両方とも大連市政府と深く関わっていた。ハイテ
クゾーンは DLSP を支持すると同時に，それ以外の地区に自ら企業を誘致しなければなら
ないので，DLSP と競争する関係にもあった。DLSP は民間企業の機動性を活かして，入居
企業に建物から日常的な管理まで整ったサービスを提供していた。特に，GE のような要
求水準の高いグローバル企業に専用ビルを提供するなどの実績で高い評判を得て，急激に
成長を遂げた。そして，Neusoft や DHCも対日オフショア開発で実績を上げてさらに多く
の発注を獲得した75。評判効果で進出企業を引き寄せる「企業が企業を呼ぶ」現象が起き
て，他の企業も急激に DLSP または大連に進出してきた（李[2010]12 頁）。こうした DLSP
の動きに刺激されて，ハイテクゾーンもソフトウェア・ ITES 産業への集中力を高め，｢創
業園｣「アニメ・コリドール」の設立などの新政策を市政府から得て，サービスの改善と企
業誘致，創業支援に努めるようになった。結果として，両者は WIN-WIN の関係を築いて
いったのである。2008 年までに，フォーチェン誌の世界ベスト 500社にランキングされる
多国籍企業のうち 43社が大連市ソフトウェア・ ITES 産業に進出した（DLSSO[2008]）。
これは大連のような地方都市にとって大きな成果であった。
これに加え，億達集団による地域開発が，DLSP を含むハイテクゾーン全域に正の外部
性をもたらし，産業集積を促進した。DLSP の設立当時，周辺には建物がほとんどなく，
生活環境が整備されていなかった。企業誘致と人材定着のため，億達集団はラボ，オフィ
スなどを整備するだけでなく，職住近接が実現できるようにマンションや幼稚園などの生
活施設をハイテクゾーン内に建設した76。こうして，生活環境の改善が一層の企業立地に
結びつき，それがまた地域開発事業の機会を増やしていった。億達集団による地域開発が，
DLSP を含むハイテクゾーン全域の産業集積を促進したのである。DLSP の優位は明らかで
あるが，ハイテクゾーンとの WIN-WIN の関係，ハイテクゾーン全域にわたる地域開発の
成功が大連市全体の産業成長につながっていると見るべきだろう。
５ 産業発展の結果
（1） 産業規模
従来，大連市ソフトウェア・ ITES 産業は，対日オフショア・サービスの拠点という特
徴を持っていた。2001 年から 2010 年まで，大連市のソフトウェア産業（当時の名称）の
75 2012 年日本での複数社におけるインタビュー。
76 2010 年 8 月 DLSP におけるインタビュー。
59
売上高は 15 億人民元から 535 億人民元へと 35.6 倍に増加し，年間複合成長率は 42.9%で
あり，同期間における大連市の経済成長率 14.4%をはるかに上回り，中国のソフトウェア
産業の成長率も上回った。過去 10数年間における大連市のソフトウェア産業の成長率は全
国の平均水準および同レベルの都市の成長率を上回り，サービスアウトソーシングの規模
は中国一を誇っていた（DLSSSO［2007][2012］）。そして，ソフトウェア・ ITES 企業数
は前年比 12.9%増の 960 社であった（DLSSSO[2012]）。2009 年従業員 1000 人以上の規模
の企業は 10社で，売上高１億元以上の企業は 34社であった。従業員は前年比 1 万人増の
8.6万人に達した。そして，世界企業トップ 500 ランク入りの企業が設立した企業は 53 社
であった77。
また，2010 年現在，大連市のソフトウェア・ ITES 産業の売上は前年比の 31.9%増の 535
億元，輸出額は同 28.6%の 18 億ドルに達した（図 19）。これは中国全体の同産業売り上
げの 4.23%，輸出の 7.6%を占め，また大連市域内総生産の 6.2%を占めた。特筆すべきは，
売り上げに占める輸出比率が 23.8%あり，中国全体の 13.2%を大きく上回ったこと，輸出
のうち 71.4％が日本向けだということであった。しかも，大連市内の企業がオフショア・
サービスを受託して，さらにこれを市内の企業が再請負する場合には，再請負部分は統計
上，国内向けとして計算される。そのため，実質的に輸出向けに行われている仕事の割合
はもっと高いと推定される（DLISSO[各年]）。大連市同産業はこの時期において，対日オ
フショア開発拠点としての地位を強化したと言える。
図 19 大連ソフトウェア・ ITES 産業の売上推移
出所：DLSSSO[2008][2009]より筆者作成。
77 DLSSSO[2009]，DLSSSO[2010]と DLSSSO[2011]が刊行されなかったため，この部分は DLSSSO[2009]
によりまとめた。
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（2） 地域エコシステム構築
この時期のエコシステムの目的は，生成したソフトウェア・ ITES 産業の規模を拡大す
ることであった。結果として，大連市同産業の販売高は，2001 年から 2010年にかけて 15.3
億元から 535 億元まで，また関連企業は 220社から 960 社まで，従業員は 3.1 万人から 10.5
万人まで増加した。そして 2000 年から 2009 年まで毎年 30％以上の成長を記録した
（DLSSO[各年]）。この時期の産業規模拡大にとって決定的だったのは，集積が拡大すれ
ばするほどさらにその便宜が増し，よりいっそうの拡大につながるという好循環が形成さ
れたことであった。地域エコシステムは，もはや個人の繋がりに依拠するものではなく，
政府と企業の機関としての取り組みと市場における集積効果に依拠する，「組織」と「市
場」に依拠したものになったのである。
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IV 大連市ソフトウェア・ ITES産業の転換期（2010年代）
１ 世界金融危機を契機とした国内外環境変化
2007 年のサブプライムローン危機に端を発し，2008 年のリーマン・ショックによって引
き金を引かれた世界金融危機と，2011年の東日本大震災，そして 2013 年からの長引く円
安は，日本向けオフショア開発に大きな影響を及ぼした。日本の情報サービス市場は，危
機の発生からやや遅れて 2009 年にマイナス成長を経験し，以後，東日本大震災の影響もあ
って 2011年まで 3年連続でマイナス成長を経験した（DLSSO[各年]）。一方，オフショア
開発発注総額は 2009 年にマイナス成長となったが（情報処理推進機構 IT 人材育成本部編
[2011]），やはり翌年にはプラス成長を回復し，中国に対するオフショア開発発注額は，
ほとんど減少しなかった。コスト削減の要請は，オンショアからオフショアへの流れをむ
しろ後押ししたと思われる。しかし，単価の引き下げ要請はいちじるしく，主に中小企業
の経営悪化として表面化した。更に，オフショア開発の単価は円建てで設定されていたた
め，2013年以後の円安は，中国元に換算した際の売り上げを 3割～4割も目減りさせた78。
また，中国全体の物価高騰と人件費上昇などの費用面での圧迫に加え，中国内陸部，ベ
トナムなど，新たな低コストのオフショア開発拠点が成長し，在大連の企業と競合を強め
ることになった。ハイテクゾーン内の賃貸オフィス料金はそれほど伸びていないが，イン
ターネット環境などのインフラ施設のコストが激増している。また，大連市 IT 産業の労働
コストは金融業，不動産業に次いで高い水準となり，企業経営の大きな負担となってきて
いる（図 20）（渕田[2013]）。一方，深刻な人材不足は依然として大きな課題である。産
業形成期においては，大連ではプログラミングや単体テストなどのソフトウェア開発プロ
セスの一部分を請け負うことが中心であったため，日本語能力と専門知識の不足した人材
もこの産業に従事することが可能であった。しかし，その後 ITES などの専門業務が増え
ており，言語能力は勿論，関連知識も必要となってきた。更に，ここ数年間モバイル通信，
インターネット産業などの新興分野の勃興により，大量の関連人材が必要となってきてい
る。だが，大学がすぐに専攻と教育内容を調整して学生を育成できるわけではない。ハイ
レベルの技術者，複合型人材及び成熟度の高いプログラマーの IT人材が不足しつつある79。
78 2014 年 8 月 DLSSSO におけるインタビュー。
79 2016 年 8 月 DLSSSO におけるインタビュー。
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表 6 大連市の業種別人件費
出所：渕田[2013]。
また，新たなオフショア開発拠点も台頭して，大連市と競合している。日本では，多く
の企業がベトナムに注目するようになった（情報処理推進機構 IT 人材育成本部編[2011]）。
中国の内陸部でも，成都や沿海部の無錫など，ソフトウェア産業を重視し，人材とコスト
の面に恵まれた都市が出現している。実際，大連の企業の中でも単純入力を内陸あるいは
北方へ移すことを考えている企業もある。
一方，前述したように，中国のソフトウェア・ ITES 市場が急速に成長しており，その
成長速度は対日オフショア開発よりもはるかに速い。この動きは，大連市の産業に機会を
拓くものだが，同時に，人材面での競合をもたらす。ソフトウェア開発や ITES から新興
分野へと人材が引き抜かれるからである。例えば，2015 年に華為技術（HUAWEI）が大連
市に進出して高い給与水準を提示したことが，対日オフショア開発企業の賃金コストに影
響を与えている80。
全体として，大連市のソフトウェア・ ITES 企業は，低賃金と労働力入手の便宜を優位
性として活用してオフショア開発に従事する条件を失いつつあり，事業の転換を迫られて
いるのである。
80 2016 年 8 月 DISA におけるインタビュー。
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２ 発展方向：量的拡大と質的強化，エコシステム再構築
前述したように，対日オフショア開発拠点として発展してきた大連市ソフトウェア・
ITES 産業であるが，近年，日本市場の成長鈍化，内陸部やベトナムなど低コストのオフシ
ョア拠点の出現，中国国内市場規模の拡大などの国内外の環境変化にさらされるようにな
った。そのため，大連は労働集約的な対日オフショア開発基地からの転換を開始したと考
えらえる。産業高度化に伴い，政府は量的拡大と質的強化の二方面で地域エコシステムの
再構築に力を入れており，イノベーション創出プラットフォームの構築を目指している。
こうした中，市政府は「一帯一城多園」という産業分布で地域産業配置の集積化とネット
ワーク化を狙っている（DLSSO[2012]）。また，ハイテクゾーンを国家自主イノベーショ
ンモデル区として，既存産業の基礎と優位性を活かして「ソフトウェアと ITES の高度化」
と「2025イノベーションセンター」を発展の二つのエンジンにしようとしている81。
３ 生産要素供給側の変革
（1） 量的拡大：パーク開発
産業支援施設建設の一環として，パーク建設のブームが始まった。大連市では旅順南路
を中心に，各区（市）県82が優位性を補完し合い，共同で発展するという構造が構築され
ている（DLSSO[2012]）。大連ハイテクゾーンは DLSP，アセンダスソフトウェアパーク，
天地ソフトウェアパーク，七賢嶺産業基地及び各企業主導のソフトウェアパークを新しく
設立させた。そして，前述した「一帯一城多園」の一帯とはハイテクゾーンを含む旅順南
路ソフトウェア産業地帯を指す。一城とは大連生態科技創新城（エコサイエンス＆テクノ
イノベーションシティ）を指し，工業用ソフトウェア，アニメ漫画・ゲームの設計などの
クリエイティブ産業を重点的に発展させ，大型データセンターなども設置するというもの
である。多園とは大連金州新区軟件大厦などの各行政区域のソフトウェア産業基地を指し
ている（DLSSSO[各年]））。そして，2010 年から DLSP 第 1 期の 4 倍の面積で進められ
た第 2期開発を含む，「10 大ソフトウェアパーク」の建設が計画・実施され始めた83。特
に，大連ハイテクゾーンにおけるパーク開発が盛んになるように見られる。2019 年現在，
図の示すようにハイテクゾーンに既に六つのソフトウェアパークと一つのデータ港や一つ
の EC 港（電子商務港）が運用している（図 20，21）。しかし，パークの開発においては，
オフィスレンタル料よりもマンション販売の方が利益を上げやすい84。そのため不動産投
機に巻きこまれやすいというリスクを伴っている。
81 大連ハイテクゾーンウェブサイト（https://www.dlhitech.gov.cn/ 2016 年 11月 28日閲覧）
82 中国の「県」は市の下に管轄される区域のことである。
83 2013 年 8 月大連市工業和信息局におけるインタビュー。
84 2013 年 8 月 DLSP におけるインタビュー。
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図 20 大連ハイテクゾーンその 1
出所：大連ハイテクゾーンウェブサイト85。
図 21 大連ハイテクゾーンその 2
出所：大連ハイテクゾーンウェブサイト。
85 大連ハイテクゾーンウェブサイト（https://www.dlhitech.gov.cn/yqgk/cyts/content.html 2019 年 6 月
28 日閲覧）
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（2） 質的強化：イノベーション創出支援
この時期，政府はイノベーション創出プラットフォーム建設の目標を上げて，各種奨励
金，創業活動経費，新興産業発展誘導資金などを設け，インキュベータの設置や支援を実
施した86。結果，2014 年までハイテクゾーンでは 10 ヵ所のインキュベータが，総面積 30
万㎡に渡って設立された。入居した企業は累計 855 社，企業成功率は 80％である
（DLSSO[2015]）。特に，「大連高新区創業工坊」は国家級科技企業インキュベータに認
定され，2014 年まで，物聯網（IoT），モバイルインターネット，e コマースなどのプロジ
ェクトに計 1,800 万元が投資され，18社のイノベーション企業，100 社余りのイノベーシ
ョン投資機構が設立された。また，創出投資クラブを通して，創業プロジェクトにも 8,000
万元余りが調達された（DLSSO[2015]）。
（3） 質的強化：ハイレベル人材の確保
1) 人材不足の現状
大連市ソフトウェア・ ITES 産業の従業員数は 2014 年まで毎年増えていた。2015 年と
2016年にいったん減ったが，2017 年再び増えた（図 22）。2017 年現在，従業員のうち，
大学院卒は 12.9％，学部卒が 68.9％，専科卒及びその以下は 18.2％を占めた（図 23）。従
業員の学歴からみると，2013 年から 2017 年にかけて，相対的に高度人材と言える学部卒
を採用できずに，専科卒が増えていることが読み取れる。こうした学歴構成の変化から見
ると，先述した大連市同産業におけるハイレベル人材不足の課題が解決されていないこと
が明白である。
図 22 大連市ソフトウェア・ ITES 産業従業員推移（2011年～2017)
86 2016 年 8 月 DLSSO におけるインタビュー。
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出所：DLSSSO[各年]により筆者作成。
図 23 大連市ソフトウェア・ ITES 産業従業員学歴別変化（2013 年～2017)
出所：DLSSSO[各年]により筆者作成。
また，2018年 DLSSO の企業調査によると，84％の企業では技術人材の需要が最も高か
った。そして，日本語 ITES 業務，販売，データ処理などの需要もあった。しかも，人材
採用難易度の面において，「非常に難しい」と答えた企業は 47％，「やや難しい」と答え
た企業は 30％を占めており（DLSSSO[2018]），人材採用が難しいことは大連市同産業で
は普通になっているように思われる。そのうち，ハイレベル人材不足が最も深刻である87。
2) 人材流動の過激化
ソフトウェア・ ITES 産業は人材流動性の高い業界である。企業規模は人材が転職する
かしないかを判断する主要要素である。中小企業（51～1000 人規模）の従業員の平均勤務
年数は一般的に，零細企業と大手企業に比べると安定するように見える（DLSSSO[2012]）。
大連市ソフトウェア・ ITES 産業における従業員数が増えつつあるが，人材流動性が激し
くなってきている。DLSSSO[2018]のアンケート調査結果88によると，15,334人の入社に対
して 11,325 人の離職があった（図 24）。そのうち，コールセンター業務はストレスの高さ
で最も離職人数が高く，平均年度離職率が 100％を超え，最も高い企業が 166％に達した
（DLSSSO[2018]）。
87 2016 年 8 月と 2018 年 7 月複数機関におけるインタビュー。
88 DLSSSO が 2018 年に実施したアンケート調査である。708 社にアンケートを実施したところ，224
社から回収できた。
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図 24 2017 年従業員流動構成
出所：DLSSSO[2018]により筆者作成。
また，従業員離職後のキャリアについて調査したところ89，大連他企業への転職が相変
わらず最も高かったが，以前より減ったことが明白である。そのかわりに，北京上海広州
などの他都市や帰省の従業員が増えており，それぞれ全体の 27％と 22％となった。そして，
創業の従業員は前年と同じく全体の 9％であった（図 25）。そもそもハイレベル人材は高
待遇・高収入が期待できる企業及び地域に移動する傾向にある（夏目編著[2010]）。大連
は都市全体の魅力の面で北京，上海など主流都市より劣位にある90。
図 25 2018 年従業員離職後のキャリア構成
出所：DLSSSO[2018]により筆者作成。
89 前述した DLSSSO による 2018 年度企業調査である。
90 2016 年 8 月 DLSSO と複数社におけるインタビュー。
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3) ハイレベル人材の確保
ここ数年，誘致による人材の受け入れが増えているが，企業の人材需要に対応しきれて
いない。とくに，産業高度化に必要となるハイレベル技術者，複合型人材及び成熟度の高
い PG がますます足りなくなっている。さらに，業務の増加に伴って，企業の技術者に対
する需要が高まっている。クラウドコンピューティング，IoT や IC 設計などの新興分野の
人材不足が深刻である。一部の大学では関連科目或いは先行を新設したが，まだ改善され
ていない。同時に，中国におけるソフトウェア・ ITES 産業の存在感が高まるにつれて，
各地の人材をめぐる競争がますます激しくなるため，大連市の人材誘致が難しくなると予
測される。もちろん，大連市同産業においては，育成規模と供給総量は拡大しているが，
構造的不足の問題は実際に解決されておらず，依然として深刻である91。
そのため，政府は国内での人材誘致会や海外での人材セミナーを開催している。例えば，
2012年，大連市ハイテクゾーンが主催した大連市海外ハイレベル人材セミナーが東京で開
かれたニュースが掲載されている。大連市における 100社余りの科技企業，知名大学及び
科学研究院がこのセミナーで 1600 余りのポジションを提供し，在日本ハイレベル人材及び
日本専門家を募集していた。参加した海外留学生が千人を超え，修士以上は半分以上を占
め，博士以上は三分の一以上を占めた。そのうち，65％以上の留学生は帰国して就職しよ
うとしており，30％の留学生は帰国して創業したいとのことであった92。しかし，人材誘
致の面において，大連市は北京や上海などの主流都市と比べて劣位であることが変わって
いない。
一方，大学間協力によって日中双方の IT 人材育成を図る試みが生まれている。例えば，
2011年「大連交通大学－立命館大学大学間包括協力協定」が締結され，2014 年「大連理工
大学・立命館大学国際情報ソフトウェア学部」が大連で設置された。また，2015 年には大
連交通大学ソフトウェア学院から立命館大学経営管理研究科への推薦入学に関する協定書
が結ばれた93。しかし，その成果が表れるまでは一定の時間がかかると思われる。
（4） 両化融合の推進
「大連市ソフトウェア・情報技術サービス業 12次 5ヵ年規画」では，「両化融合」を目
標とし94，工業ソフトウェアに重点を置いた。近年，11の重点工業ソフトウェアプロジェ
クトと 10 の優秀工業ソフトウェア製品の選抜（2015 年），国産工業軟件優秀解決方案展
示対接会（2017 年），大連理工大学による大連工業クラウドサービスプラットフォーム，
大連海事大学によるスマートソフトウェアイノベーションセンターなどのプロジェクトが
91 2016 年 8 月 DLSSO におけるインタビュー。
92 中国新聞網のウェブサイトのニュース（http://www.chinanews.com/lxsh/2010/08-30/2499288.shtml
2019 年 5 月 17 日閲覧）。
93 立命館大学ウェブサイト (http://www.ritsumei.ac.jp/ise/feature/dalian/ 2019 年 5 月 17 日閲覧)。
94 両化融合：情報化と工業化の相互依存,相互促進である。
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着実に進んでいる（DLSSO[2015]）。しかし，2010 年代半ばに東北地区鉱工業の中核であ
る石炭，鉄鋼業などが過剰能力に陥り，大連における工業分野の復活がどこまで進められ
るかが問われている。また，大連軟件和服務外包発展研究院によれば，大連市ソフトウェ
ア・ ITES 産業における工業ソフトウェアは，核心技術の欠如，複合型人材の不足，サー
ビス業遅れなどの問題を抱えている95。そのため，大企業間における両化融合はある程度
進んでいるが，顕著な実績をまだ上げていない。
（5） 国内大手企業の進出
前述したように，近年中国におけるソフトウェア・ ITES 市場が急激に成長し，大連市
同産業にも影響を及ぼしている。そうした中，HUAWEI（華為）のような国内大手企業は
対日オフショア開発で人材と技術を蓄積した大連市同産業を狙い始め，大連市に進出した
り，大連市との連携を行ったりしている96。2015年 6月，大連市政府と HUAWEI は「戦略
協力協議（戦略合作協議）」を締結し，ソフトウェアクラウドコンピューティングサービ
スプラットフォーム（軟件雲服務平台）とスマートシティなどの領域で戦略的な合意を達
成して，共同開発を進み始めた。2016年 6月から同プラットフォームは大連企業に向けて
パブリックベータを実施して，2016 年 12月から大連市で正式にサービスを提供した。2018
年 5月まで，大連市の 300社余りのソフトウェア企業と創業チーム，合わせて１万人以上
の開発者に利用されている。そのうち，千人近くのソフトウェア専攻の学生がこのプラッ
トフォームを通して，最先端のソフトウェア開発モデルを実験した。このプラットフォー
ムはプロジェクト管理、構成管理、コード検査、ビルドビルド、パイプライン、テスト、
デプロイ、リリース、開発クライアントなどのフルサービスを提供している97。だが，こ
うした大手企業の進出は必ずしも大連市同産業にメリットだけもたらすわけにはいかない。
HUAWEIの進出で問題なのは，地場企業から HUAWEI に人が移動することである。要す
るに，不足する人材が HUAWEI に吸収されて，地場企業が採用難になることが問題である
98。
（6） 企業からの地域活性化提案
大連市ソフトウェア・ ITES 産業において，産業転換のための企業ベースからの働きか
けが見られている。例えば，Neusoft は 2018 年大連市のあらゆる分野の資源を動員し，大
連市で開発から完成車までを手掛ける自動車産業を育てることを大連市政府に提案した。
95 2016 年 8 月 DLSSO におけるインタビュー。
96 2016 年 8 月と 2018 年 7 月大連複数社におけるインタビュー。
97 HUAWEI の大連進出については遼寧省政府のウェブサイト
（http://www.ln.gov.cn/zfxx/qsgd/dls/201506/t20150617_1690369.html 2019 年 6 月 28 日閲覧），
HUAWEI のウェブサイト（https://www.HUAWEI.com/cn/press-events/news/2016/12/HUAWEI-DevOPs
2019 年 6 月 28 日閲覧）と百度のウェブサイト
（https://baijiahao.baidu.com/s?id=1599911103201070464&wfr=spider&for=pc 2019 年 6 月 28 日閲覧）
によってまとめたものである。
98 2016 年 8 月と 2018 年 7 月大連複数社におけるインタビュー。
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大連市では産業基盤、地理的位置、人材プールなどの面で優位性があり，完成車の産業チ
ェーンを作ることが可能だと推測した。大連市技術開発区は 1984 年に設立され、多数の自
動車関連の外資系企業が進出した。そして，大連市は古くから重化学工業都市であり，鉄
道車両や船舶などの分野において強みを持っている。さらに，Neusoft のような組込ソフト
ウェアの強い地場企業もある。その他，Neusoft は自動車分野においては，電気自動車の普
及（EV），ソフトウェアインテリジェント電池の開発や普及，Share car（カーシェアリン
グ）， Vis car（car variable intake systema）， in car（車載計器 ，ナビなど）， concar（車
連網，Internet of Vehicles）などに取り込んでいる。技術の面においては，Neusoft は組込ソ
フトウェア分野での強みを活かして，自動運転制御システム，V to X99などに力を入れてい
る。
ただし，この動きは端緒的であり，まだ顕著な成果を上げていない。今後，企業からの
提案，企業同士の連携などがますます求められ，大連市政府による有効な政策や宣伝など
のフォローアップが期待される。
４ 需要創出要因：GVC 上流工程と中国国内市場の魅力
大連市ソフトウェア・ ITES 産業は，その発展経過から日本向け輸出比率が高いという
特徴を持っていた。だが，2010 年から大連同産業の輸出依存度が低下しつつあり，2013
年には 2割弱となった（DLSSO[各年]）。2014 年には日本向け輸出は絶対額でも減少した
（DLISSO[2010][2015]）。大連同産業は，日本市場の成長鈍化で転換を迫られていると考
えられる。そして，個々の企業の中には，GVC 上流工程（要件定義，基本設定など）への
進出と中国国内向けの事業拡大で高度化を遂げるものもあらわれている100。だが，従来と
異なる地域に，異なる性質の需要を創出するための地域としての組織だった動きは弱い。
この点は，転換期におけるエコシステム構築の大きな弱点となっている
（1） 対日オフショア開発の発展・専門化
対日オフショア開発は，日本市場の成長鈍化，内陸部やベトナムなど低コストのオフシ
ョア拠点の出現によって転換を迫られた。
一方で，大連のソフトウェア企業は日本ベンダーとの長期継続取引関係を基礎として，
対日オフショア開発のより高度な業務を受注する，あるいはオフショア開発と関連した専
門的 ITES 業務を受注するようになっていった。前者については，地場企業が要件定義や
総合テストに進出する傾向が観察される。複数の地場大手企業は，営業と開発の拠点を日
本に設置している。そして，要件定義・基本設計を手がけるエンジニアを大連から派遣す
るだけではなく，日本で採用し，育成している。在大連の本社よりも，日本拠点の方で高
99 X は未知数で、V to V なら車同士の会話で、周辺の車数、距離、方向などによって危険性を判断す
る。V to I は道路上に各種のセンサーを設置して、車とこれらのセンサーと会話して、道路，周りの
環境や天気等の情報を共有する（2018 年 7 月 Neusoft におけるインタビュー）。
100 2016 年 8 月と 2018 年 8 月大連複数社におけるインタビュー。
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度な要件定義・基本設計を行う仕組みを確立している101。後者の例としては，地場大手 I
社は日本の顧客のシステムがオープン系に転換するのに伴い，ソフトウェアをコンバート
するマイグレーション，IT 機器のバージョンアップに対応してソフトに互換性あるかどう
かをチェックするなどのテスティングへと，同じく地場大手 B 社はテクニカルサポート，
ヘルプデスク，運用，監視などの IT システム管理へと事業を展開している102。また，中小
企業でも例はある。地場中小企業 D社は，新規開発による繁閑の差の大きさを回避するた
めに継続的な業務の受注を意識的に狙い，日本の保険会社向けメンテナンス業務を標的と
して業務知識の取得と営業に努め，大手保険会社との直接契約に成功した103。これらの業
務の発展によって地場企業は日本のユーザー企業と直接取引できるようになって利益を確
保しやすくなるとともに，より業務知識を獲得しやすくもなった。
一方，対日オフショア開発への依存から抜け出せず，スキルと業務知識が狭い範囲に閉
じ込められてしまい，他事業への展開ができない傾向も見られた。例えば，1990 年代に誕
生した ITES 企業である地場中小企業の X 社はより高度な仕事や付加価値の高い工程への
進出が望ましいことが明らかになっているが，従来の成功パターンを変えようとするイン
センティブが働かず，データ入力だけに集中し続けている104。また，地場零細企業の Y 社
は長年一筋対日オフショア開発をしていたが，2013年からの円安の影響で，やむを得ず中
国国内の拠点と日本拠点を撤退し，コストの面での節約に集中している105。
対日オフショア業務は，日本の市場規模に制約されるという根本問題を抱えている。ま
た，日本のソフトウェア・ ITES 産業は国際競争力が弱いため，日本のベンダーから請け
負う業務の量と質にも限りがある。そのため，対日オフショア業務の発展を続けられる企
業には限りがあり，結果として産業レベルで輸出比率とその中での対日輸出シェアの縮小
が現れているのだと思われる。かわって有力な選択肢として現れているのが中国市場向け
事業の拡大である。
（2） 中国市場向け事業拡大
中国のソフトウェア・ ITES 産業の市場規模は 2008 年の 7,573 億元から 2013 年の 3 兆
588 億元へと成長しており，その成長速度は対日オフショア開発よりもはるかに速い。こ
の市場向けへの転換は自然な流れであった。金融危機とその後の長引く円安が行動の契機
となった。ここでは，在中国日系企業と地場企業に分けて分析を行いたい。
日系大手家電エレクトロニクスメーカー F社の組込みソフトウェア開発拠点 F社大連は，
家電やエレクトロニクス製品の市場が中国で拡大していることに対応して，自社の在中国
拠点向けの開発拡大に取り組んだ。その後，本社の業績が悪化し，さらに急速な円安に直
101 この段落，主に日本支社のある複数の大連企業におけるインタビューに基づいてまとめたもので
ある。
102 2010 年 8 月 B 社と 2016 年 8 月 I 社におけるインタビュー。
103 2010 年 8 月と 2013 年 8 月 D 社におけるインタビュー。
104 2016 年 8 月 X 社におけるインタビュー。
105 2016 年 8 月 Y 社におけるインタビュー。
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面して，市場転換を加速せざるを得なくなった。すなわち，中国企業を顧客とする営業で
ある。その際ネックとなったのは，F 社大連はオフショア開発拠点として技術者しか擁し
ていないことであった。そこで，F 社大連では，F 社の在中国営業拠点の協力によってこ
れを補い，種々の技術的提案を顧客に行う営業活動を展開した。F 社と同業に属する中国
企業にまで売り込みをかけている。また，日系中小企業の Z社は，世界金融危機の下で第
2階層の対日オフショア開発が利益を上げられなくなったため，対日オフショア開発で蓄
積した技術や人材を使って，パッケージソフトの開発と国内販売に転換した。日系メーカ
ー出身の社長が開発・営業の指揮を執り，経済技術開発区の日系メーカーに生産管理ソフ
トを売り込んだ。その後，資金不足により会社は清算されたが，社長によって再組織され，
活動を続けている107。
一方， Neusoft，DHC と Pactera の大連の三大企業はそれぞれに中国国内市場の開拓に注
力している。Neusoft では国内業務はまだ利潤率が高くないが，会社資源の 60％を占めて
いる。国内業務においては，健康，政府市場，医療保険などがメインである108。近年，中
国国内で約 60社の健康関係会社を設立し，中国全国において「XIKANG 煕康（健康管理
のプラットフォーム）」システムを展開している109。次に，DHC は工業ソフトウェア開発，
物聯網（モノのインターネット）と企業支援プラットフォームの三つの方面で中国国内市
場を開拓している110。第一に，工業ソフトウェア開発の面においては，大連地元の工業ソ
フトウェア企業を買収して，関連技術や人材を獲得した。第二に，モノのインターネット
（IOT。中国語で物聯網）の面においては，大連で物聯網の会社を新たに設立し，家庭の
中ですべての電気製品を一つのシステムで連携したり，制御したりする業務を中心として
いる。第三に，企業支援プラットフォームの面においては，中小企業ソフトウェア開発を
支援している111。更に，Pactera は以前純粋にアウトソーシングに専念していたが，近年，
中国国内でスマートシティに注力し，北京で実施している112。
また，大連の地場中小企業も様々な方法を使って，中国国内市場の開拓とそれに応えら
れる人材や技術の獲得に力を入れている。例えば，D社は，2012 年までは業務の 100%が
対日オフショア開発であったが，ここ 3年間日本業務がさほど進まなく，中国国内市場向
け事業を開拓し始めた。業務の 80%は対日オフショア開発のままであるが，自社内部で使
用する業務管理ソフトを同じビルに入居する日系企業に外販し，これを中国国内向けの販
売へと拡大している。同時にインターネット産業に参入しており，「淘宝網（Taobao）」
に自社開発のプラットフォームを提供し，消費者向けショップ推薦サービス（C2C）を提
供している113。B 社はコールセンターの方式をとって「小米」向け顧客満足度調査をはじ
106 2013 年 8 月と 2014 年 8 月 F 社大連におけるインタビュー。
107 2010 年 8 月と 2011 年 8 月 Z 社におけるインタビュー。
108 2016 年 8 月大連市軟件和服務外包発展研究院におけるインタビュー。
109 XIKANG 煕康網（http://www.xikang.com/ 2019 年 6 月 20 日閲覧）。
110 2016 年 8 月大連市軟件和服務外包発展研究院におけるインタビュー。
111 2016 年 8 月大連市軟件和服務外包発展研究院におけるインタビュー。
112 Pactera ホームページ（http://www.pactera.com/ja/about 2019 年６月 28 日閲覧）。
113 2016 年 8 月 C 社におけるインタビュー。
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め，国内のモバイル産業向けサービスを提供し始めた。そして，「騰訊（Tencent）」向け，
モバイル端末と PCのソフトウェア開発を 500人規模で請負っている114。
ここで特筆すべき点は，対日オフショア開発に従事してきた企業にとっては，それが地
場企業であっても外資企業であっても，中国国内市場を開拓するのは決して容易なことで
はないことである。そこには，技術の幅の拡大，営業能力の強化という企業側の能力の問
題と，代金回収問題，ソフトウェア・ ITES 市場の「非規範化」といった市場環境の問題
が存在している115。
まず，対日オフショア企業は日本の顧客に鍛えられて高い品質を実現できるものの，ウ
ォーターフォール型開発プロセスの一部だけを担ってきたため，開発プロセス全体に関わ
る技術・ノウハウが不足している。また，多重下請システムの中で二次ベンダー以下の位
置にあった企業は，顧客に直接接する営業の体制が弱い。
こうした不十分な能力で臨むには，中国市場の環境は厳しい。とくに，市場の規範化116が
遅れていることが問題となっている。成熟した日本市場向けの業務になれている企業にと
っては，随意性の高い国内顧客に対して，開発プロセス，進み方などの面ではなかなか慣
れないところがある。例えば，一方的な仕様変更を追加の開発資金なしで押し付けられる，
などという現象が起こりやすい。また，中国国内市場における代金回収は，外資企業であ
れ地場企業であれ新規参入者には難しいことである。とくに，1 件の回収失敗が経営危機
に結び付きかねない中小企業にとっては，この点は大きなリスクとなりうる。
対策として，日系企業の場合，在中国の日系企業向けへの販売から始め，次第に中国企
業へと顧客を広げていくことが多い。地場企業にとっては，対日業務の場合，超大型案件
以外，半年間以内の案件はほとんど開発してから代金を回収するが，国内業務の場合，複
数の企業が「4，5，1」方法を使っている。即ち，契約段階に 4割の代金を回収し，開発完
了の時 5割の代金を回収し，一年後残りの 1割の代金を回収することでリスクを抑えよう
としている117。
５ システム化：地域エコシステムの高度化
この時期，エコシステム変革の取り組みは，供給面では量的拡大と質的強化の両方面で
進行しているが，創出面では企業単位での市場多様化の取り組みにとどまっており，地域
単位での動きが少ない。そのため，各要素が産業高度化に向けて，相互作用する形で動員
されているとは言えないように思われる。新たな地域エコシステムの構築に向けて多くの
産学官にまたがるニッチ・エージェントを巻き込み，個々の企業の需要創出の取り組みを
114 2016 年 8 月 B 社におけるインタビュー。
115 2016 年 8 月複数企業におけるインタビュー。
116 規範化は直訳すれば「標準化」であるが，ここではもう少し意味が広い。新興産業である中国の
ソフトウェア・ ITES 産業において，関連法律や政策，取引ルールなどが明確にならず，詐欺的な取
引も多発する，企業の経営管理も安定しない，といった傾向をも指している。
117 この段落は 2016年 8月大連調査の複数企業におけるインタビューによって取りまとめたものであ
る。
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より大きな，外部効果を伴うものに発展させていく必要があると思われる。
この転換に向かってのシステム化の弱さは，以下の 2つのことに起因していると思われ
る
まず，成長期までの地域エコシステムは機能し得なくなって、労働集約的な対日オフシ
ョア開発の地域エコシステムは早く旧結合として克服の対象となった。労働集約的な対日
オフショア開発で確かに，大連市ソフトウェア・ ITES 産業への日本企業による技術移転
が可能となり，地場企業の経営資源も蓄積された。大連市のソフトウェア・ ITES 企業は，
蓄積された経営資源を活用して，対日オフショア開発からの発展・専門化と国内市場向け
業務への多様化を図って，新たな発展の経路を開拓している。その発展に際しては，対日
オフショア開発で蓄積した技術や人材を活用するスピルオーバー効果が認められる。また，
日本ベンダーとの長期継続取引関係が，同じく日本向けのソフトウェア開発の上流工程或
いは付加価値の高いプロセスへの進出を促すという正のロックイン効果ももたらされてい
る。一方，負のロックイン効果も作用している。例えば，日本語ばかりで仕事をしてきた
ために、市場開拓や業務運営における柔軟な展開力を失ってしまう傾向，対日オフショア
開発への依存によりスキルと業務知識が狭い範囲に閉じ込められてしまい，他事業への展
開ができない傾向，成熟した日本市場向けの業務になれている企業が随意性の高い中国国
内顧客に対応できない傾向などが認められる。
また，成長期までに確立し，産業集積の拡大に寄与してきた地域エコシステムが逆に新
しい展開の阻害になる傾向も見られる。そもそもパーク開発は成長期の地域エコシステム
に見合った政策であり，そればかり進むと、不動産バブルを招く恐れがあると思われる。
また質的強化策として，政策的にインキュベーターの建設に注力しているものの，建物や
インフラ施設の提供だけとどまっており，いわゆる箱もの行政になりやすいように思われ
る。そして，大学におけるソフトウェア教育の整備も，それだけでは転換期に求められる
人材の輩出に十分結びつかず，人材流出を招いている。
以上の記述を踏まえて，産業転換期において，制度変革の面では，地域エコシステム高
度化のためのシステム化には以下の 3点が論点になると考える。
第一に，産学連携によるイノベーションを引き起こすことである。つまり，パーク開発
よりも企業者と大学の関係を深めて，大学技術を産業化するための支援システム構築が重
要である。例えば，近年，大連理工大学と東軟情報学院などの大連の大学に，「イノベー
ション・ベンチャー学院（創新創業学院）」118が設置され，学生の研究成果を商業化した
り，学生による創業に支援したりしている。ここから成功体験を作り出し，その法則性を
把握して，必要な支援を制度化することで産学連携が促進されると考える。
第二に，イノベーション創出のプラットフォーム建設を有効に機能させることである。
インキュベーターは建物やインフラ施設を提供するだけではなく，高度化の仕組みを構築
118 ここの記述は大連理工大学創新創業学院のウェブサイト（http://chuangxin.dlut.edu.cn/index.htm
2019 年 6 月 20 日閲覧）と東軟情報学院創新創業学院のウェブサイト（http://sovo.neusoft.edu.cn/ 2019
年 6 月 20 日閲覧）によってまとめたものである。
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することがより重要だと思われる。例えば，企業者同士のネットワークを構築させたり，
企業家や大学の先生の交流のできる場としたり、企業と大学間の産学連携をやりやすくし
たりすることである。このようにして，インキュベーターはイノベーティブな活動が行え
る場を提供する必要がある。
第三に，ローカル市場の需要を獲得することである。例えば，大連市は工業情報化を狙
って，工業ソフトウェアを重点的に発展させることがある。その理由は 3つある。まず，
大連市では多数の工業系企業が存在している。大連は古くから重化学工業基地として歩ん
できたため，化学，船舶などの重工業企業が多く有する。そして，1984 年大連技術開発区
が設立され，多数の国内外企業の製造系企業が入居している。次に，ソフトウェア・ ITES
産業の場合，ソフトウェア開発を行うのに，工場が近隣でなくても，遠隔でも対応可能で
ある。三つ目，政府による「両化融合」の発展目標に応えることができる。前述したよう
に，大連市は 2005 年から「両化融合」を目標とし，工業ソフトウェアに重点を置いた。そ
こで，工業ソフトウェアを重点的に発展させることは，大連市ソフトウェア・ ITES 産業
にとっては大きなチャンスだと思われる。それに際して，企業間の連携や交流だけではな
く，制度上のサポートも必要になる。これによって，ソフトウェア・ ITES 産業と他の地
域産業の間のネットワーク，またはシステム化の構築が期待されるだろう。
６ 産業発展の結果
（1） 産業規模
2011年から 2017 年にかけて，大連市ソフトウェア・ ITES 産業の売上高は 706 億人民元
から 1,053 億人民元へと成長した。この時期，大連市同産業の年間複合成長率は 6.9%で，
産業成長期の 42.9%よりはるかに低い。大連市同産業の成長鈍化が明白になっている。し
かも，大連市同期間における大連市の経済成長を下回り，大連市経済における割合が減り
つつある。そして，大連市同産業の輸出額は 23 億ドルから 28.5 億ドルに増加した。輸出
伸び率は 2012 年から 2015年まで減ったが，2016 年から再び増えており，2017 年現在中国
において第 3位を占めている119。
2017 年現在，大連市のソフトウェア・ITES 産業の売上は前年比の 3.7%増の 1,053億元，
輸出額は同 5.2%の 28.5 億ドルに達した。従業員数は 20.1万人で，前年比 10％であった。
そして，ソフトウェアサービスアウトソーシング分野の売上は 397.4 億元に達して，前年
比 11.3％増で，全国においては第 1位となっている。特に，ソフトウェアサービスアウト
ソーシング分野の輸出は大連市ソフトウェア・ ITES 産業輸出の 70.2％を占めており，大
連市同産業発展の機動力と言っても過言ではない。しかし，輸出の仕向け先からすると，
日本向けは第 1位であるが，10.9億ドルで 38.3％しか占めていない。その次にアメリカ（6.7
億ドル，23.5％），ヨーロッパ（5.4 億ドル，19％）が並んでいる。輸出における日本向け
比率は，最も高かった時期には 9割を超えていたが，2017 年 4割以下になった。それに対
119 この段落の叙述は DLSSSO[各年]によってまとめたものである。
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して，欧米向けの比率が増えつつある120。大連市同産業はこの時期において，対日オフシ
ョア開発を機動力として発展する時代が終わろうとして，産業転換の兆候が見られると考
える。
図 26 2011年～2017年大連市ソフトウェア・ ITES 産業売上推移
出所：DLSSSO[各年]により筆者作成。
ここで特筆すべきことは，大連市同産業において，近年地場企業が顕著に成長してきた
ことである。
まず，従業員数の面においては，地場企業の従業員数は 2011年の 5.52 万人から 2014年
の 18.07 万人まで増加してきた。その反面，外資企業の従業員数は 2011年の 6.69 万人から
6.28万にまで減った。特に，2013 年前年比約 2割減った（DLISSO[各年]）。外資企業従業
員数の大幅減少は外資企業数の大幅減少と直接関係がある。
また，国・地域別売上からすると，地場企業の売上は 2011年の 334.7 億元から 2014 年
の 980.7 億元まで増加してきた。それに対して，外資企業の売上は 2011年には 342.4億元
と地場企業よりわずかに上回っていたが，2014 年には 462.2 億元にしか達せず，地場企業
の 50％以下となった（DLISSO[各年]）。地場企業の売上は外資企業より大きく成長してき
ているのである。
一方，企業別収益状況からすると，2014 年外資企業の売上利潤率は 1.3%に対して，地
場企業の売上利潤率は 5.3%である（DLISSO[各年]）。近年外資企業の利潤率が大幅に減少
120 この段落の叙述は DLSSSO[2018 年]によってまとめたものである。
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したのに対して，地場企業はそれほどではなかった。
さらに，売上ランキングから見ると，上位 10社の中の外資企業は，2009 年は 5社，2014
年は 3 社となった。地場企業は，2009 年は 5社，2014 年は 7社まで増えてきた。また，2014
年上位 20 社のうち，地場企業は 16社，外資企業は 4社となった121。更に，大連市同産業
における売上・輸出・各業務分野の企業ランキングから，輸出と情報技術コンサルティン
グ業務においては外資企業が地場企業よりやや強いが，それ以外の各業務においては地場
企業が強い（表 7）。
表 7 大連ソフトウェア・ ITES産業におけるランキング一覧
ランキング名 地場 外資
ソフトウェア業務売上 9社 6社
ソフトウェア業務輸出 7社 8社
システムインテグレーション業務 14社 1社
ソフトウェア開発売上 11社 4社
情報技術コンサルティング業務 7社 8社
データ処理業務 10社 5社
大連組込ソフトウェア業務 11社 4社
IC設計業務 10社 0社
注：「IC 設計業務」は上位 10社，その他の業務は上位 15社。
出所：DLSSSO[2014]より作成。
2014 年末まで 11社の大連地場企業が成功に「新三板122」で上場した。また，2012 年以
来，12 社の大連地場企業はデロイトの「高科技，高成長中国上位 50社」ランキングに入
り，そのうち，10社がソフトウェア企業である（DLISSO[2014]）。
対日オフショア開発の成長鈍化が外資企業の後退に結び付いていると思われる。しかし，
それを埋め合わせるように地場企業が成長していることは，将来に向かっての明るい材料
である。
（2） 地域エコシステム構築
この時期は大連市ソフトウェア・ ITES 産業にとっての転換期である。転換の内容は，
量的拡大から質的高度化へと発展方向を切り替えることと，対日オフショア開発から市場
多様化の二つである。政府はこの目標に向かって，エコシステムの高度化を目指している。
大連市同産業の売上は 2010年の 535 億元から 2013 年の 1350億元に成長したが，近年売上
121 DLSSSO[2009][2014]によってまとめたものである。
122 中国の「全国中小企業株式譲渡システム」は，国務院の認可を立て，証券法に戻付き 2012 年 9 月，
正式に登録・設立された店頭の証券取引市場で，「新三板」と呼ばれている。当該市場は，主に非常
上場株式会社の公開譲渡や非上場株式会社への融資，買収に関連するサービスを提供している。全国
規模の店頭取引市場であり，機関投資家及びプロの個人投資家（500 万人民元を超える金融資産を有
すること等の条件がある）のみ対象とする市場であるため，公開基準が低く，通常，財務諸表の数値
（資産，収入，利益等）に関する基準は設けられていない（デロイトトーマツコンサルティングのウ
ェブサイト：https://www2.deloitte.com/content/.../jp-gbs-tcn148-toushijyouhou3. 2019 年 6 月 28 日閲覧）。
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伸び率が低下し始めた（DLSSO[2014]33 頁）。しかし，大連の場合、日本志向は強すぎて、
そこから抜ききれない。地域エコシステムはある種の制度になって、定着した制度が逆に
新しい展開を阻害しつつある。パーク開発は進んで量的拡大には十分貢献しているが，前
述のように，質的強化支援やハイレベル人材の地域からの育成については目立つものがな
い。また，対日オフショア開発とは異なる市場を獲得するための努力は個々の企業にゆだ
ねられており，組織だった動きは鈍い。こうした生産要素の質的強化面，需要創出面での
弱点が，エコシステム全体の変革を遅らせていると考えられる。他地域の同産業に対して，
対日事業を得意とすることで独自性を維持してきた大連市同産業が，市場多様化の中でい
かに新たな優位性を獲得していくかが問われている。
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V 大連市ソフトウェア・ ITES産業における企業者活動
１ 事例選別
2014 年末，大連市には 2,063 社のソフトウェア・ ITES 企業が存在している。うち，従
業員 1,000名以上の企業は 13社(0.6%)に過ぎず，300-999名の企業が 78 社(3.8%)，100-299
名が 734 社(35.6%)，100 人未満が 1,238 社(60.0%)である。企業当たり平均従業員数は 120
名である（DLSSO[2015]）。
本論文は地場企業か外資企業かという出資形態，および大手企業か中小企業かという企
業規模による区別に留意しながら，産業形成期と産業成長・転換期における，それぞれの
課題と企業者活動について分析する。その際，事例研究の対象として取り上げるのは地場
大手企業 A 社，地場大手企業 B 社，中小企業 C 社，中小企業 D 社，外資企業 E社，外資
企業 F 社の 6社である。その選別理由は 6 社いずれも形成期から日本との関係を活用して
事業を発展させていることにある。A社は大連市同産業における 3大地場企業の一つであ
り，主要企業として業界に認められる地位にある。B社はソフトウェアパーク親会社から
分離した企業であり，ソフトウェアパーク発展史とのかかわりが深い。C社と D社は対日
オフショア開発を主要事業とした中小企業である。E 社は産業形成期の技術移転にかかわ
った企業である。F 社はソフトウェア・ITES 産業の形成の前から大連にあるブランド企業
である。A 社，B社，E 社は大連市ソフトウェア・ ITES 産業の生成史において重要な役割
を果たした企業である。C 社と D社は，同種の企業が数多く存在していると推定できるタ
イプの企業である。これらの事例を通して，大連市同産業の各時期におけるそれぞれの課
題を究明し，企業者活動の特徴と果たした役割をバランスよく考察できると考えたのである。
以下の事例の記述における事実関係は特にことわりのない限り，インタビュー記録と各
社ウェブサイトに基づいて作成したものである123。
２ 事例
（1） 地場大手企業 A社
1) 企業概要
A 社は中国瀋陽市に本社を構える，資本金 9.443 億元，従業員約 18,000 名のソフトウェ
ア開発・ IT サービス企業である。同社は 1991 年に瀋陽の U 大学の研究室を基礎に，日本
の電子機器メーカー Z 社の協力を得て設立された。1996 年にソフトウェア企業としては中
123 事例研究は主に各社のホームページ情報と下記のインタビュー記録に基づいて作成した。A 社は
2010 年 8 月と 2018 年 7 月のインタビュー記録，B 社は 2010 年 8 月と 2018 年 7 月のインタビュー
記録，C 社は 2010 年 8 月，2016 年 8 月と 2018 年 7 月のインタビュー記録，D 社は 2010 年 8 月，
2016 年 8 月と 2018 年 7 月のインタビュー記録，E 社は 2010 年 8 月，2011 年 6 月，2018 年 7 月と
2018 年 9 月のインタビュー記録，F 社は 2013 年 8 月，2014 年 8 月のインタビュー記録である。
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国で初めて証券取引所に上場した。中国で最初に CMM5 と CMMI(V1.2)5 認証を取得した
企業であり，ソフトウェア輸出ランキングにおいては常に上位にある。システムインテグ
レーションなどの IT 分野のほか，医療，自動車，エネルギー，教育などの分野にも進出し，
日本以外に欧米や中国国内の様々な企業と取引している。また同社は中国国内での約 40
拠点と 60余りの都市でマーケティング及びサービスネットワークを構築しているほか，東
京，香港，アメリカ，欧州，中東にも拠点を構えている。さらに，ソフトウェア情報学院
3校，バイオ医学•情報エンジニアリング学院 1校を設立している。
2) 産業形成期における企業者活動
A社は中国の市場経済移行を背景として創業し，様々な社会的かつ経済的な圧力に直面
した。まず，資金不足の問題があった。大学の研究室から生まれた企業で，設立当初コン
ピューターを購入する資金さえなかった。また，当時の中国では大学の教授が外国企業と
ビジネスをすることは恥ずかしいこととされていたため，大学関連部門や，瀋陽市の副市
長をはじめとする政府部門から強く反発された。さらに，M 氏は教授出身で技術には精通
していたが，日本顧客向けの事業文化に適応するには時間がかかった（鄭[2008]20-34頁）。
上述した各種な制約に負けず，創始者たちは A社を設立した。まず，創始者の M 氏は
協力企業を探して，共同開発の形で研究経費を獲得した。また，日本の電子機器メーカー
Z社が取引先を探していて瀋陽に来たことをきっかけとして，A社の前身である｢AZ ソフ
トウェア研究所(有限公司)｣を 1991 年に設立した。それによって，Z社から資金と受注を
獲得した。そして，M 氏は瀋陽市政府や大学の関連部門を成功に説得し，以降はむしろ積
極的な支持を得られるようになった。さらに，日本顧客の協力を得ながら，日本ビジネス
文化に適応した（鄭[2008]20-34頁）。
一方，当時であってこその良い条件もあった。まず，1990 年代，日本の情報サービス業
は慢性的人材不足に悩んでおり，開発コスト削減と人材確保を主要な動機としてオフショ
ア開発を推進した。プログラマーやエンジニアを低コストで活用できる企業が中国東北地
域に生まれたことは，日本企業にとって願ってもないことであった。
1990 年代を通して A 社の事業は順調に進展した。まず，A社は最も早く起業した民間の
ソフトウェア企業として，100人規模の中小企業でありながら，中国の制度改革を活用し
て 1992 年に「股份制124」企業となり，その後「股份公司」となった。1996年，中国初の
ソフトウェア上場企業となった。また A社は対日ビジネスで蓄積されたソフトウェア開発
の能力を活かして，海外大手企業との提携により，CT スキャナーなど医療機器の国産化
124 「股份制」とは（企業経営における）株式制のことである。中国では，1978 年以降の改革開放時
期に株式制による企業経営が始まり，農村の郷鎮企業から都市の集団企業まで広がり，その代表的
なものとして「股份制」企業が設けられた。股份制は試験的に導入されてきたが，第一段階は 1984
年から 1991 年末，第二段階は 1992 年初から現段階までである。この経済組織は二つ以上の投資主
体によって構成されており，その特徴は，①財産の明確化，②資金の自己調達，③企業その損益に
ついて自分で責任を負うこと，④経営を自分の意志で決めること，⑤投資リスクは出資者が共同で
負うことである（周・加藤[2000]42-44 頁）。
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という事業機会を得た（鄭[2008]52-62頁）。さらに，1997年，A社のソフトウェアパーク
が瀋陽市で竣工され，使用開始された。
A 社が瀋陽の次の拠点を探していた時に，大連ソフトウェアパーク（DLSP）125を開発し
た民営不動産企業 P集団から A社に入居誘致があり，大連進出を決定した（高[2008]32-33
頁）。すでに国内で一定の地位を確立していた A社の入居は，DLSP に中核的な地場企業
が確保されたことを意味した。そして，A 社が大連を対日事業の基地と定めたことは，同
社のパートナーを大連に惹き付ける効果も発揮した。
そして，M 氏は大連市ソフトウェア・ ITES 産業の形成期において，市政府に政策的な
助言を行う立場にあり，「大連ソフトウェアパークの総デザイナー」と称されている。当
時の大連市政府の官員には大学教員出身者が多かった。同じく大学出身の M 氏はよくこれ
らの政府官員と交流し，当時の世界経済情勢と大連経済などの面において討論した。特に，
ソフトウェアパークの運営の仕方について大連市政府や DLSP に助言していた。
さらに，人材育成における役割である。ソフトウェア・ ITES 産業は人的資源に依存す
る産業で，とくに労働集約的なオフショア開発を行うには大量の IT 人材が必要である。だ
が，当時の大連では蓄積がほとんどなかった。A社は IT 人材育成が緊急な課題だと判断し，
IT 関連学校の設立を考え始めた。当時の中国では民間企業から学校を作ることができなか
ったが，A 社は大連市政府の支持を得ながら，2000年に A 社と P 集団が 6対 4の比率で出
資する情報技術学院を大連で設立し，DLSP の中心部に立地させた。この学校は，当初は
遼寧省に認定された民営専科大学であり，のち最初の国家模範ソフトウェア職業技術学院
に選ばれ，中国国家教育部に認可されて本科大学も設置された。2019 年現在は，学部卒＜
本科卒＞と専科卒のほか，修士コースまで設けられている。IT 関係学部の下に日本語と英
語の学科を有し，4年制にはアニメ科も設置されている。そのうち，日本語学科は，日本
向けオフショア開発人材の育成に特化している。
情報技術学院では，学部の設置からカリキュラムの設計まで実用指向を徹底し，実務経
験者を IT 技術の教育に従事させており，DLSP におけるインターンシップなどの実践的な
IT 教育を売り物にしている。2003 年から同学で IBT（Industry Based Training or Teaching<
企業定制>）モデルを設置し，企業向けオーダーメイド人材育成サービスを提供し始めた。
このサービスでは，インテル，東芝，パナソニックなど日米企業との提携を通して，実態
に近い形の開発環境を学生に提供した。A社の IT 関連学校が模範になって，大連市の他の
大学にもソフトウェア関連専攻を設置するようになった（DLSSSO［各年］）。
3) 産業成長・転換期における企業者活動
現在 A 社は 70余りの産業ラインと数百のソリューションを持っており，これまで蓄積
125 DLSP の特徴は，市政府が支持しながら，それ自体は P 集団 100%出資の有限公司だという「官助
民弁」方式であった。この方式は国家級ソフトウェアパークでは例を見ないものであった。DLSP は
中核部分に A 社パークを持ち，あわせて大企業向け専用ビル，中小企業向けに多数の賃貸スペース
を持つビルなどを建設して，多様な情報サービス企業にオフィスを提供し，さらに店舗やレストラン，
人材募集やトレーニング，業務提携，対政府とのブリッジなど各種サービスをトータルに提供した。
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できた技術やノウハウを新しい分野に活用し，対日オフショア開発の高度化と中国国内市
場の更なる開拓を進めている。
まず，対日オフショア開発の面では，上流工程へ進出している。また，国内と国際市場
の変化によって，近年主力市場が欧米や日本から中国国内市場に変わっている。現在，対
日オフショア開発の売上は増加しているが，A社全体に占めるその割合は縮小している。
内容も変わっており，以前はノンコア業務の請負が中心であったが，近年は上流工程に進
出している。そして，エンドユーザーからの直接受注を増やそうと考えている。
また，中国国内市場開拓の面では，2018年から IT サービス，医療，自動車と教育の四
つの核心領域に力に入れている。IT サービスの面においては，ソリューションを主流にし
て，インテリジェント交通，保険などの分野に力を入れる。医療（健康）分野は A社の伝
統分野であり，今後これまで蓄積したデータやノウハウを活かす。自動車分野においては，
電気自動車の普及（EV），ソフトウェアインテリジェント電池の開発や普及，Share car（カ
ーシェアリング）， Vis car（car variable intake systema）， in car（車載計器 ，ナビなど），
concar（車連網，Internet of Vehicles）などに集中している。現在，大連市に電気自動車の
カーシェアリング事業を提案している。教育の面においては，所有する学校を拡大して，
全国でより多くの学校を展開する予定である。最後に，医療機器のデータを膨大に蓄積し
たことで，BAT（Baidu，Alibaba，Tencent）との提携が進んでいる。A社はアリババのよ
うなプラットフォームに自社のシステムを採用させることを狙っている。
（2） 地場大手企業 B社
1) 企業概要
B 社126は大手不動産会社 P 集団の傘下にある資本金 1億元の地場企業である。2006 年に
設立し，5,000 名を超える従業員を抱える IT サービス企業である。現在，システム開発や
情報管理サービスなどを中心に，医薬，インターネット，金融保険，ICT サービスなどの
事業分野に携わっており，日本以外に欧米や中国国内の様々な企業と取引している。中国
に 8つの拠点，日本に 1つの拠点がある。設立以来，平均年間 35％の伸び率で成長を遂げ
ている。
2) 産業形成期における企業者活動
産業形成期において，B 社は，1998年にソフトウェアパーク運営会社である BX 社の IT
事業部として出発した。BX 社は，不動産企業である P 集団による 100%出資の有限公司で
あり，大連市政府の支持を受けながらも民間企業としてソフトウェアパークを設立・運営
した。設立にあたっては，前項で述べたように大連市での IT 人材不足が大きな課題であっ
た。そこで，BX 社は入居企業に対する IT 人材の提供を主な業務として，IT 事業部を設立
126 B 社は張・川端[2013]の XA 社と同じ企業である。
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した。IT 事業部はプログラマーやエンジニアを育成して，ソフトウェアパークに入居した
企業に人材派遣サービスを提供した。派遣するだけでなく，一定期間後に入居企業の従業
員として転籍させたのである。この人材育成派遣事業は，IBM をソフトウェアパークに誘
致し，定着させるうえで大きな役割を果たした。BX社 IT事業部では，これをBOT（Building，
Offshore，Transfer）方式と呼んでいた。
3) 産業成長・転換期における企業者活動
BX 社の IT 事業部は規模を拡大して，事業内容にアウトソーシングソリューションの提
供を追加した。これを担うアウトソーシングソリューションセンター（OSC）は 5～6人に
過ぎなかったが，全員が日本語能力と 2-3年以上の IT 経験を持っていた。2006 年，BX 社
から BXB 社が独立し，IT 事業部とソフトウェアパークの日本子会社を引き継いだ。日本
子会社を引継いだことにより，営業，契約，要件定義，基本設計などを顧客のいる日本で
行い，日本拠点と中国本社とが連携して対日オフショア開発を行えるようになった。当時，
対日業務は売上全体の 70％を占めていた。2009年 1月に BXB 社は B社に改組された。BX
社の傘下を離れ，親会社の P集団から直接出資を受けるようになった。
B社の現在の業務は対日ビジネスと中国国内向けビジネスに分かれる。改組以後，国内
向け業務が増える傾向にある。
対日ビジネスにおいては，ITOより BPO 業務が多い。2008 年金融危機の影響で，2009
年からシステム開発のプロジェクトが急減し，変わって BPO 業務が増加した。BPO 業務
では，ITO 業務で蓄積された能力を活かして，テクニカルサポート，ヘルプデスク，IT シ
ステムの運用監視などの IMS 業務（情報管理サービス）に集中するようになった。IMS と
は，IT 知識を必要とする BPO 業務である。その際，B社は人材確保のために企業買収を
行った。さらに，中国国内物価の高騰と 2013 年からの円安の影響で，労働集約的な業務か
らの高度化を迫られて，コンサルティング能力を強化している。B 社は人材派遣サービス
を原点とする企業であり，ITOよりは BPO を得意分野として来た。しかし，近年，労働コ
ストが高騰し，大量の人材を確保することが厳しくなってきている。そこで，B 社は BPO
業務への AI 技術を導入しようとしており，現在試験段階にある。
中国国内向けのマーケティングを開始したのは，2009年からであった。対日業務の利潤
率が高くなかったためである。近年中国国内向け事業が徐々に増え，2016年からトータル
ソリューションを提供することを狙って，ビッグデータ，IoT などを中心に市場開拓を行
っている。そのため，新しい部門やグループを設置して，投資している。ビッグデータ分
野においては，「数値化販売＜精準営業＞」サービスの提供を始めている。顧客企業の蓄
積した購入履歴や消費者の基本情報などのデータを分析して，消費行動を予測することで，
販売精度を向上させるものである。また，ITO分野においては，組込ソフトウェア開発，
そして，ADM（アプリケーションソフトウェア開発），IMS などの業務を中心業務の一つ
とする。そして，親会社である P 集団の支援を得て，テンセント（Tencent）の大連 OTC
（オフショアテクノロジーセンター）の業務を受託して，約 300 人規模で運営している。
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（3） 中小企業 C社
1) 企業概要
C 社は 2001 年 10月に設立された資本金 520万元，従業員 110名の地場中小企業である。
通信，自動車などの分野に集中して，パナソニック，NEC，トヨタなどの二次ベンダーか
らオフショア開発を請け負っている。工業ソフトウェア分野では，自主開発も行っている。
拠点は大連と日本の 2ヵ所ある。技術人材を中心的に採用し，従業員 110名のうち，技術
人員は 102 人，その他の人員は 8人である。
2) 産業形成期における企業者活動
創業者の H氏は 1990 年代，交換留学生として日本の大学に 1年間留学し，修士課程を
卒業した後，松下通信工業と取引を行っていた日本企業に就職した。もう一人の創始者 M
氏は大連理工大学の電機専攻の教員で，1990 年代に辞職して，日本で H氏と同じ企業に就
職した。当時，松下通信工業はソフトウェア開発を海外に発注することを計画していたが，
発注先のソフトウェア開発能力に不安があり，中国人技術者の M 氏たちに相談した。創始
者たちは松下通信工業からのオフショア開発を請け負うために，2001 年大連でソフトウェ
ア開発企業である C 社を設立した⁶。最初の 2，3年間は 30-40人規模で，パナソニックか
らの委託開発に集中した。その後，パナソニックが大連で開発センターなどを拡大したこ
とに対応するため，C社の従業員数も増え始めた。だが，C 社は当時ソフトウェア開発の
プロセスへの理解不足，インフラ施設の未整備などの問題があった。ソフトウェア開発の
面では，日本の顧客からの協力を得て開発能力と管理能力を高めながら，対日オフショア
開発に注力した。
3) 産業成長・転換期における企業者活動
成長・転換期においては，対日オフショア開発を中心としつつも，得意分野の通信系新
規顧客を開拓して，可能な範囲で中国国内業務に挑戦している。
まず，対日業務についてである。C社は，対日業務が自社にとって最も望ましいと考え
ており，特定の取引先との継続的取引を重視している。日本の顧客から信頼されるまでは
時間や手間がかなりかかるが，築いた信頼関係の継続性と成長性が高いからである。例え
ば，最初の仕様書は簡単なものだけであっても，見積りには各種のリスクが注記され，説
明される。開発途中のトラブルにおいても，双方の利益を考慮しながら，納得いく方法で
問題を解決する。コスト上昇の際には，単価を上げる提案を受けることもある。このよう
にC社は，継続的取引を通して信頼関係を構築して取引の質を高めることを重視している。
2010 年まで，すべての業務は日本向けであり，とくに設立当初パナソニックの業務しか
なかった。2003年ごろから日本と大連のセミナーや交流会に参加したり，営業活動を行っ
たりして，新しい顧客を開拓し始めた。その結果，2004 年にトヨタから，2005年には NEC
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からの直接受注を獲得した。Ｃ社は 2008 年の金融危機に多少影響されたが，日本の顧客か
らの協力を得ながら，危機を乗り越えた。さらに，今後はこれまでの強みを活かして組み
込みソフトウェア分野を強化し，エンドユーザーへのサービス提供に挑戦しようと考えて
いる。
次に，中国国内業務についてである。国内市場の開拓は 2010 年から始まっており，自社
開発のパッケージソフトウェアとインターネット産業の両方を狙っている。近年，円安に
加えて物価上昇，人件費の高騰など対日オフショア開発を不利にする要因が重なる一方で，
中国でインターネット産業などのソフトウェア関連市場が勃興し始めた。C 社は対日開発
一本槍では危険だと考え，インターネット産業やビッグデータ処理などの事業開拓に着手
した。現在，業務の 20%程度が国内向けとなっている。
まず，自社内部で使用する業務管理ソフトを同じビルに入居する日系企業に外販し，さ
らに地場企業に販売しようとしている。だが，中国国内企業にはなかなか売れずにいる。
中国のソフトウェアニーズは主に大手企業や国有企業にあり，政府のバックグランドと人
脈が必要で，普通の会社はそこから仕事を取るのは非常に難しい。一方，中小企業はソフ
トウェアに対する認識がまだ薄い。
C 社はまた，インターネット産業に参入しており，「淘宝網（Taobao）」に自社開発の
消費者向けショップ推薦サービス（C2C）を提供した。2013 年から 10 数人の従業員とイ
ンターンシッの学生を投入して開拓している。C 社は消費者が推薦したショップの商品を
購入してから，当該ショップから代金を回収すればよいが，十分進んでいない。これらの
サービスは日系企業にも転用させたいと考えている。
対日オフショア開発に従事してきた C 社にとっては，中国国内市場を開拓するのは決し
て容易なことではない。第一に，多くの取引では下請システムの中で二次ベンダー以下の
位置にあったため，顧客に直接接する営業の体制が弱い。特に，中国国内向けの営業能力
が備えていないため，よく競争相手に負けて，なかなか取引をとれていない。第二に，成
熟した日本市場向けの業務になれているため，随意性の高い中国国内の顧客に対して，開
発プロセス，進み方などの面ではなかなか慣れないところがある。例えば，一方的な仕様
変更を追加の開発資金なしで押し付けられる，などという現象が起こりやすい。第三に，
代金回収も問題である。社会全体の「契約精神」が薄く，法律上でもコスト上でも問題に
なりやすい。その際，よく「4，5，1」方法を使っている。要するに，代金は契約段階に 4
割を回収され，開発完了の時 5割を回収され，一年後残りの 1割を回収される。前述した
業務管理ソフトウェアの販売についても，プラットフォーム提供についても，このような
理由により，十分な進展を見ていない。
（4） 中小企業 D社
1) 企業概要
D 社は 2005 年 4月に設立された資本金 15 万ドル，従業員 250 名余りの地場中小企業で
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ある。ハイテクゾーン学子街に位置している。所属のグループ会社は北京，上海，長春，
大連，日本に拠点があり，合わせて 650 名近くの開発人員を有している。そのうち，日本
拠点の従業員数は 120名余りである。証券，銀行，保険などの分野に向けて，メンテナン
スを主要業務として，対日オフショア開発を中心に展開している。多数の日本大手企業と
長期取引関係を保っている。
2) 産業形成期における企業者活動
総経理の N氏は学生時代，大連理工大学でコンピューターを専攻していた。1990年に卒
業し，大連理工大学と日本企業の合弁会社に入社し，日本語を 1年間勉強していた。その
後研修生として日本に 2年間滞在していた。1995 年に帰国して深圳のある会社の銀行シス
テム開発部門に転職した。1999 年から 2005 年にかけて，ブリッジ SE127として日本の大手
企業に勤務していた。そして，2005 年に帰国して大連で D社を設立した。当時，大連でま
ず内資企業を設立し，その後，日本企業 H社（現董事長の設立した会社）と合弁した。グ
ループとして運営しており，北京子会社は 2002 年 8月，上海子会社は 2005 年 2月，大連
子会社 2005 年 5 月，日本法人は 2007 年 7月，長春子会社は 2011年 12月に設立された。
設立当初，D社は当時大連で主流なオフショア開発の仕方を選ばなかった128。設立当初，
N氏は人材の確保が今後の課題であると推測し，新規開発の対応より運営保守サービスの
提供が望ましいと判断した。メンテナンス業務に意識的に取り込んで，N 氏の日本勤務経
験に基づき，日本企業と長期信頼関係を築くことができた。
創業期において，設立した翌年は D 社にとって最も厳しかった時期であった。現有の会
社ビルを購入して間もなく，プロジェクトがない状態が続いた。そして，一時期会社の運
営資金さえもなくなった。それに際して，日本企業 H社からの資金援助（借金）を受けて
その困難期を乗り越えた。
3) 産業成長・転換期における企業者活動
成長・転換期においては，D社は対日オフショア開発を中心としつつも，運営保守とメ
ンテナンスに専念しながら，中国国市場向けビジネスに備えて技術やノウハウを蓄積して
いる。
2008 年の金融危機の影響で D社は多少社員募集が減ったが，業務上日本顧客との長期取
引関係で危機を乗り越えた。2012 年 2月，アセンダス（騰飛園）保税区に 1000 平方メー
トルのフロアーを取得し，開発センターを開設し，開発三部が当センターへ移転した。さ
らに，2012 年，ソフトウェアテスト部門を分社化し，テスト検証の専門会社として独立さ
127 これまで複数社におけるインタビューに基づいて，ブリッジ SE は会社やプロジェクトによって，
取り扱いが違うことが分かった。PM や SE はブリッジ SE と呼ばれることもあるし，呼ばれないこと
もある。コミュニケーションの仲介に専念する独自のポストが必要なこともあり，これはブリッジ
SE と呼ばれる。場合によれば，ブリッジ SE の名称さえ使われていない。
128 当時大連で主流なオフショア開発の仕方は「日本で新規に設計して,中国のエンジニアを利用し,
開発を短期間で大規模に行うこと」である。
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せた。そこでは，社員の 70％が JSTQB 認定テスト技術者資格129を取得し，ソフトウェア
テストの管理設計実施の標準化手順を確立させた。現在，D 社では業務が主に対日業務と
中国国内業務に分けられている。
まず，対日業務についてである。2015 年まですべての業務は日本向けであったが，現在
9割となっている。D 社の対日業務は主に運営保守とメンテナンスが中心的で，対日業務
の 7割を占めている。既存システムのメンテナンスが中心であり，業務知識が求められる。
日本からの 1ページの修正説明書を基に，変更方案を顧客に提出し，メンテナンスを行う。
そして，D 社は新規開発後のメンテナンスも担当する。しかも，日本顧客から海外 24 時間
システム運営の業務を狙っている。しかし，D社は専用回線の太さ，バックアップやセキ
ュリティの面においてまだ技術的なネックがある。そのため，D 社は情報セキュリティに
注意を払って，大連でマスクツールを作って顧客に渡すように工夫している。そして，無
人運転向けの画像加工などの BPO 業務も狙って，実験している。
対日業務のうち，保険，証券，流通産業などの分野が中心となっている。まず，保険分
野の対日オフショア開発が最も多い。2009年，日本の大手生命保険会社と提携し，日本の
研修制度を導入し，多数の大型汎用機技術者を育成した。これらの技術者は，生命保険シ
ステムのメンテナンス業務において，新規契約・収納・保全・数理などの仕事を担当する。
D社は現在上流工程の要件定義から製造・テストまで一貫したオフショアアウトソーシン
グサービスを提供することができる。そして，2010 年当該生命保険会社とオフショア開発
業務を契約し，2011年 5月 D社の社内に当該生命保険会社大連開発センターを設立した。
そして，2017 年当該生命保険会社からの投資を受けた。また，2014 年から D 社は証券フ
ロントシステムと ERM システムを利用して，日本の生命保険会社へシステム開発のオフ
ショア・サービスと日本オンサイト作業を提供し始めた130。しかし，保険用機械のコア部
分は大きくてコストが高い。そのため，本番用機械を使ってテストする可能性がある。そ
こで，本番データを使わないとテストを全面的にできない問題がある。そのため，情報セ
キュリティを厳しく要求されている。次に，証券分野において，D社は 2015 年日本の大手
総合研究所から自社内用システムの運営・保守業務を受注した。D社は 3 つのシステムを
受注し，約 30 人で対応している。そのうちの 1つは日本顧客の大連子会社で実施している。
残りの 2つはまだ日本で引き継ぐ作業を行っている。その後，開発，保守の延長線に本番
運営までを受注した。情報セキュリティを守るため，本番運営には顧客先オンサイトで運
営と保守を行っている。しかし，D 社では運営のできる人材が少ないため，顧客の北京子
会社は現在大連子会社のオフィスを借りて，日本からの出向者を中心に本番運営を指導し
ている。情報セキュリティ重視のため，低い離職率が追求され，顧客システムへの理解や
臨機応変が求められる。また，流通産業分野において，まだ実績が少ないが，D 社は ERP
129 Japan Software Testing Qualifications Board，ソフトウェア・テストに関する国際的な資格認定であ
る。
130 証券フロントシステム：現行システム機能を新プラットホーム上に拡張機能を付加して再構築す
る。ERM システム：保険会社が抱えるすべてのリスクを全社横断的に一元管理し，投資計画に反映
するシステムのことである。
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システム，石油会社業務基幹処理システム，大手家電の販売システム，不動産システム，
コンビニ基幹システムの再構築などのシステムを導入して開発している。
次に，中国国内業務についてである。D社は事業拡大のため，2015 年から中国国内市場
を開拓し始めた。2018 年現在国内業務は約 1割を占めており，主に自社開発のパッケージ
ソフトウェア分野とモバイルインターネット分野を狙っている。D 社にとっては，中国国
内業務は将来のためのある種の投資だと考えている。まず，自社開発の面では，これまで
のオフショア開発経験に基づき，相次いで「保険オンライン販売システム」，「健康管理
システム」，「要員派遣システム」，「高度道路交通システム」などを開発した。また，
2015 年から 10 人規模で年間約 100 万元を投資して，スマートフォンのアプリケーション
ソフトウェアの研究開発を進めている。ただ，オーダーメイド式開発がメインで，持続的
な開発は基本なく，利益が出ていない状態である。今後，インターネット上のセキュリテ
ィについて市場開拓をしようと考えている。ビッグデータやインターネットセキュリティ
などのデータを蓄積しようとしているため，持続的な投資が必要である。また，以前，保
険会社や電話会社と連携して，インターネット上の医療サービスを始めようとしたが，中
国医療機関のシステムは公開でないためため，なかなか進まなかった。さらに，D社は日
本製品を中国に導入することも考えている。例えば，医療方面では認知症向けの商品や保
険，或いはそれに対応して認知症向けのアプリケーションソフトウェア開発などを考えて
いる。
D 社は中国国内市場を開拓するにあたって，主に以下の三つつの課題がある。第一に，
中国国内向けの営業能力が足りない。D 社はこれまで主に日本の顧客を通じて新規プロジ
ェクトに参入したが，中国国内では新規参入の中小企業が信用されないため，市場開拓は
難しい。第二に，代金回収の問題があり，コスト削減が求められる。D 社はこれまで日本
の顧客と長期信頼関係を築いて，代金回収の問題がなかった。しかし，中国国内向け事業
の場合，50％の代金しか回収できない恐れがある。第三に，人材確保が大きな課題である。
D社は人材確保の面では，大手企業の進出と大型プロジェクトに影響されやすい。以上の
課題に直面して，中国国内市場進出は D社にとって難しくて，まだ十分に進んでいない。
（5） 外資企業 E社
1) 企業概要
E 社は 1988 年に日本で設立された，資本金 1,425 億 2 千万円，従業員約 118,000 名の巨
大企業である。データ通信やシステム構築事業を行っているシステムインテグレーターで
あり，情報サービス事業で日本において業界大手の企業である。システムインテグレーシ
ョン事業，ネットワークシステムサービス事業を中心に事業を展開しており，新興国を中
心としたビジネスの可能性にも目を向け，世界 42カ国のニーズに対応している。大連で活
動する ENE 社は，E社グループの EN 社の在大連子会社であり，資本金は 2億円，従業員
数は 101 人であり，保税対象地域に立地している。ENE 社はモバイル通信，車載・交通，
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クラウドコンピューティングなどの分野に集中して，パナソニック，デンソーなどのオフ
ショア開発を請け負っている。組み込みソフトウェアとテスティングが主要業務である。
拠点は日本と大連にある。
2) 産業形成期における企業者活動
E社は 1990 年代に大連市の政府機関と提携して，システム開発を行った。その際の技術
移転は大連におけるソフトウェア開発企業と ITES 企業の設立につながった。
E 社の大連とのかかわりの起源は，1992 年に電話回線加入申し込みのドキュメント入力
を大連信息中心（現・大連工業和信息局）に委託したことにある。このときにプロジェク
トメンバーとして業務に携わった大連側の官員が，同年，ITES 企業 EY 社を設立した。EY
社の設立は大連市における ITES 事業の先駆けとなった。
1994 年頃からより本格的な中国事業が始まった，中国郵便貯金システム（グリーンカー
ドプロジェクト）関連の受注に始まって，以後，中国国家金融決済システムの共同受注な
どの SI 事業を拡大して行った。当時，北京市郵政部交換センターが中心となってネットワ
ーク構築のプロジェクトを始めており，E 社は 5カ所で受注を獲得した。その際，現地パ
ートナーの一つが大連信息中心であったが，その官員が 1996 年にソフトウェア開発企業
GI 社を設立し，今度は GI 社がパートナー企業となった。E 社と GI 社の SI 事業は円滑に
進み，これを通して E社から GI 社への技術移転が進んだ。GI 社は，その後，大連市ソフ
トウェア・ ITES 産業の有力企業に育った。さらに E社は GI 社に NEC を紹介し，GI 社が
対日オフショア業務を拡張することに助力した。
こうして E 社は産業形成に大きな役割を果たしたが，E 社は大連での事業は継続できな
かった。SI 事業の料金の回収が困難であったことと，中国政府が技術移転ののちは関連事
業を地場企業に発注する姿勢を示したためである。
3) 産業成長・転換期における企業者活動
いったん大連から撤退した E社は，成長・転換期において新たなオフショア開発センタ
ー ENE 社を設置し，さらに中国国内市場の開拓も図っている。
ENE 社の前身は，松下グループのオフショア開発センターであり，携帯電話（フィーチ
ャーフォン）のアプリケーションソフトウェア開発を請け負っていた。しかし，2006 年以
降，スマートフォンの登場によって，携帯電話の機種に固有なソフトウェア開発の必要が
なくなり，開発業務を中止していた。
その後，2008 年に日本側親会社が E 社の資本参入を受けて EN 社となった。EN 社は開
発業務を再開し，オフショア開発のために大連拠点を ENE 社として再整備した。しかし，
2012-13 年に為替相場が円安に振れてオフショア開発の単価が倍となったため，ENE 社は
オフショア事業の高度化と中国市場の開拓にとりくむことになった。
対日オフショア開発は 2018 年現在もなおメインの業務で，9割を占めている。2016 年に
親会社 EN 社がデンソーの資本参入を受けて，自動車関連組込ソフトウェア業務を開始し
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たが，ENE 社もシステム評価とテストを担当している。自動車の関連業務（主にメーター
やカーナビなどの組込ソフトウェア開発）は 2016 年の 3割から 2018 年の 6割に増加した。
2018 年現在，オフショア開発の重点分野は 2つある。1 つはオートモーティブ，もう 1
つはモバイル・プロダクトの分野である。過去の携帯電話の組込みソフトウェア開発で培
った技術をカーナビといった車載機器や複合機，医療系検査機器にも応用し，それら蓄積
したスキル・技術をソリューションとして提供することにより，モバイルを使ったサービ
スの開発にも注力している。そのほか，IoT 関連のビジネスを展開しようとしている。そ
の際の強みは，携帯電話の組込み開発で蓄積したノウハウとクラウド技術の両方を持って
いることであり，顧客にも高く評価され，様々な企業から引き合いを得ている。また，ソ
フトウェア開発の上流から下流に至るすべての工程をワンストップに提供できることが，
多くの顧客から信用される要因になっている。
一方，ENE 社は 2013 年に中国国内営業部を設置して，国内事業を始めた。大連政府か
ら支援を受け，新規技術を用いた先進事業立ち上げのための交流会を，市内の企業を組織
して立ち上げた。現在，ENE 社の業務のうち中国国内向けは 1 割しかないが，今後 5 割に
しようとしている。まず，工場系，農業と介護業界を中心に狙っている。自動車業界にも
参入しようとしているが，なかなか進んでいない。中国国内向け業務の場合，代金回収が
最も大きな課題である。
（6） 外資企業 F社
1) 企業概要
F 社131は 1918 年日本で設立された資本金 2,587億円，従業員 27万人余りの巨大企業であ
る。事業運営は，4つのカンパニー体制（アプライアンス社，エコソリューションズ社，
コネクティッドソリューションズ社とオートモーティブ＆インダストリアルシステムズ
社）を骨格とし，それぞれのカンパニーに属する事業部が，担当する事業の開発・製造・
販売の責任を負う「事業部基軸の経営」を推進している。大連では 7つの製造会社と 1つ
のソフトウェア開発会社を有している。そのうち，DF 社は 2004 年に大連で設立された F
社 100%子会社のソフトウェア開発企業である。資本金は 238 万ドル，従業員は 300 名余
りである。ソフトウェア設計・開発・テスト，システムインテグレーションを主要業務と
している。特に，F 社グループの六つの重点領域（エネルギーシステム，家電，安全保障，
保健，インターネット AVと LED）を中心に，グループ製品の組込ソフトウェア開発とア
プリケーションソフトウェア開発を行い，物流，人事などの分野において，開発と保守サ
ービスを提供している。現在，エネルギーマネジメントシステムの開発に取り込んでいる。
131 F 社は張・川端[2013]の BD 社と同じ会社である。
91
2) 産業形成期における企業者活動
F 社は 1978 年から中国で事業展開を始めた。最初に中国市場に家電製品を販売し，中国
地場企業に生産設備や技術を提供していた。大連経済技術開発区で 1992 年にエアコン関連
会社の DRF 社，1994 年に冷凍設備会社の DCF 社，そして，大連市内で 1994 年に電子情
報会社の DHF 社，1995 年に自動車電子システム会社の DSF 社を次々と地場企業との合弁
企業を設立した。そのうち，DHF 社は地場大手電子企業の H 社との合弁会社であり，デジ
タルビデオ，オーディオ，情報製品と重要部品の生産基地として出発した。日本だけでは
なく，中国国内や欧米などの世界各地域に輸出している。大連ハイテクゾーンに進出した
最初の企業の一つであった。そして，DSF 社は F 社の通信工業企業であり，自動車に関連
する電子製品を生産する企業である。国内向けと海外向けの二つの方面に力を入れている。
こうして，F 社は産業形成の以前から大連に冷凍設備関連会社や電子関連会社を設立し
始めた。特に DHF 社は産業形成期の大連ハイテクゾーンにとっては一つのブランド企業で
あった。
3) 産業成長・転換期における企業者活動
DF 社は 2004 年に F 社の 100%子会社として，大連ハイテクゾーン内のソフトウェアパ
ークに設立された。同社が大連を選んだ理由は，地理的に日本に近いこと，優秀な日本語
人材を採用することができること，税制上の優遇政策の 3点である。中心的業務は F 社の
製造する製品用の組込みソフトウェア開発である。
まず，対日オフショア開発についてである。DF 社の業務は 9 割以上が日本の F 社から，
残りの 1 割が在中国の他の F 社事業所からである。設立 1，2 年目はテストなどしかしな
かったが，現在に至って設計を手がけられるようになっている。開発生産性132は 2010 年か
ら F社が日本国内で外注する場合の平均水準を上回っている。オフショア開発のためのオ
ーバーヘッドがかかっても，なお日本の半額で開発できるようにした。その後，大連にお
ける人件費の高騰が始まり，DF 社は開発生産性を上げたり，人件費の安い外注先を使っ
たりしてコスト削減を実現した。2010 年，DF 社は F 社ブランドのデジタル TV，オーディ
オ機器，DVD プレーヤー，電話機などに向けた開発を手がけ始めた。そして，DF 社は F
社の外販半導体に搭載するソフトウェア，オリンピック会場の照明システム，都市エネル
ギーマネジメントソリューション，F 社の社内業務用アプリケーション等の開発も行う。
自主開発のほか，地場企業への開発委託もある。それに際して，DF 社と日本の F 社の共
同開発が必要となって，要件定義を全部日本で行えなくなってきた。
この時期において，F 社にとって二つの大きな環境変化があった。一つは為替レートの
変動である。F 社では事業計画が前年度の 10 月で立てるため，2013 年度の予算は円高ベ
ースで想定されていたため，一時予算が厳しかった。その後，徐々に回復して，2013年 11
月から業務が再開された。それに際して，新製品の開発から商品化まではおよそ二年間の
132 開発生産性とは１人月のエンジニアのソフトウェア開発効率のことである。
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事業計画を立てる必要がある。例えば，販売目標は 2015年 3月まで商品化するためには，
2013 年に着手し，2014 年本格化し，2015 年 1月から 3 月に販売せざるを得ない。もう一
つは本社の事業再編である。前述した外貨変動など環境変化の影響で，2014 年 1月，F 社
は超音波診断事業を他社に売却した。その後同年 4月，F 社は産業用インクジェットヘッ
ド事業に関連する設備資産と技術資産も譲受した。7 月携帯基地局を他社に売却すること
をした。その後，F 社はグループの情報システムの運用・保守・開発を行った子会社 TF
社を他社に売却した。DF 社の業務の四分の一は TF 社からのオフショア開発であった。こ
うした一連の売却で，DF 社にとって F 社からの業務が半分まで減った。そこで，新たに
対策を打つことに迫られ，DF 社は自社の成長分野にシフトすることにした。
次に，中国国内向け事業の拡大である。DF 社の 2010 年在中国比率133は 50％だが，2013
年に 65％，2015 年に 75％に達することを目標としていた。中国市場の急成長に影響され，
DF 社は中国市場向けの F 社商品のソフトウェア開発を狙い始めた。主にエナジーソリュ
ーション，デジタル放送・通信配信サービス，車載システム，ヘルスケア，F 社社内業務
系システムを開発する。成長分野で事業を拡大し，大連市政府との連携を狙っている。ま
た，ソフトを組み込んだ半導体は中国の家電メーカーにも販売している。DF 社はビッグ
データ業務を強化し，監視カメラ（認識機能），警察システム，国境警備などの分野に力
を入れようとしているが，地場の SIer と組まないと厳しい。
一方，F 社は約 40 年の中国事業に基づき，製品や開発の差別化を図っている。DF 社も
中国国内市場を開拓するに当たって，以下の問題点に注意を払う必要がある。第一に，中
国には様々な規制があり，中国の規格基準や規制に合致しないと，たとえ商品を開発して
も売れないかもしれない。そのため，DF 社は中国国内の他の F 社グループ企業に協力し
てもらう必要がある。第二に，契約の現地化が必要である。2014 年現在，DF 社は日本本
社を経由する契約ではなく，中国現地での契約が多い。
３ 事例の総括
上述した 6 社の事例を通して，大連市ソフトウェア・ ITES 産業における企業者活動及
びその役割を，出資者および企業規模別で考察した。各社の企業者活動を形成期と成長・
転換期に分けて検討したうえ，発見事実として，以下のように言える。
形成期においては，6 社いずれも自らの成長を追求しながら，大連市同産業におけるエ
コシステムの形成に寄与していた。地場企業の 4社は旧制度からの抵抗や市場機構の不在
という困難を抱えたにもかかわらず，内部に蓄積した経営資源を活用し，市場の働きが不
全なところを自ら補ってビジネスチャンスを掴み，対日オフショア開発で GVC に参入し
た。A 社の場合，当時の中国側で不足していたソフトウェア開発のための知的資源を大学
から導入して事業と結びつけた。とくに情報技術学院を創設したことは，大連市における
IT 人材の供給のために決定的であった。B 社の場合，入居企業への IT 人材提供が大連ソ
133 売上でみた，何らかの形で中国事業に貢献している比率である。
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フトウェアパークを成功させる大きな力となった。その後，親会社の日本子会社を引き継
いで日中連携で対日オフショア開発を始めた。C社と D 社の場合，日本企業の勤務経験者
が帰国して起業することで，大連の低コスト労働と日本のオフショアニーズを円滑に結合
することができた。日系の E 社は大連ソフトウェア・ ITES 産業の形成初期において，大
連信息中心と提携し，技術移転を行った。大連信息中心のスタッフは，移転された技術と
提携関係を活用してスピンアウトを行い，後に大連市同産業の有力企業となるソフトウェ
ア開発企業と ITES 企業を創設した。日系の F 社は大連ソフトウェア・ ITES 産業の形成の
以前から，中国市場に家電製品を販売し，大連に関連会社を設立し始めた。特に，大連ハ
イテクゾーンに設立した電子企業は産業形成期の大連とっては一つのブランド企業であっ
た。その後，設置したソフトウェア開発拠点は在中国の日系企業を顧客と想定して，中国
市場を念頭に置いた開発において F 社グループ全体のリソースを活用できた。6社はそれ
ぞれのやり方で，新しい結合を生成させたのである。
成長・転換期においては，6社とも独自の強みを持つことで事業変革を遂げようとして，
GVC 上流工程への進出と中国国内市場の開拓に力を入れている。A社の場合，対日オフシ
ョア開発上流工程へ進出しながら，得意分野で蓄積した資源を利用して新規事業を開拓し，
様々な分野で中国国内向けサービスを提供している。B 社の場合，対日オフショア開発に
おいて，より高度なフェーズに参入するため，コンサルティング能力を強化している。同
時に，核心技術不足を補おうと，新規事業と中国国内市場の開拓を積極的に行っている。
C社の場合，通信系に特化して，日系の新規顧客を開拓している。そして，代金回収難な
どの問題を抱えながら，できる範囲で中国国内向け業務に挑戦し続けている。D社の場合，
運営保守とメンテナンスを中心に対日業務を続けている同時に，人材確保や営業能力向上
などの課題を持ちながら，自社開発のパッケージソフトウェアとモバイルインターネット
の両方で中国国内市場の開拓を進んでいる。E 社は，一度撤退した大連で対日オフショア
開発を再開したが，今後中国国内市場を開拓するように努力している。そして，DF 社は
衰退した事業を他社に売却し，自社成長分野にシフトする。同時に，中国国内の他の F 社
グループ企業と協力し合って，中国国内向け事業を拡大させる。しかし，これらは形成期
と異なり，エコシステムの変革に直接つながるものではなく，個々の企業の営利追求活動
としての企業者活動である。
４ ディスカッション
本章は中国大連市ソフトウェア・ ITES 産業の発展段階に応じて，変革の課題も異なる
ものととらえ，企業者活動を形成期と成長・転換期の二段階に分けて論じた。
産業形成期において，中国と大連市に存在した様々な制度的制約と市場の未整備に対し
て，各社は活発な企業者活動を展開した。それらの活動は，各社のビジネスを発展させる
ものであると同時に，対日オフショア開発によって GVC に参入する方法を指し示し，そ
の先例となるようなものであり，人材供給のように産業全体の生成に貢献する内容も含ん
でいた。つまり，企業者活動が，同時にエコシステムの形成に貢献していたのである。営
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利活動が制約され，市場が未整備であった旧結合を克服することが課題であったという，
当時の独自な条件が，このような企業者活動一般と制度的企業者活動の重なりをもたらし
たのである。
成長・転換期に入ると，大連市同産業における別の課題が出現した。労働集約的な対日
オフショア開発のために編成された事業とエコシステムが，早くも旧結合として克服の対
象になったのである。企業者は自分の強みを持って，GVC に沿ったオフショア開発の高度
化と中国国内市場開拓に努めている。しかし，これらはまだ試行と模索の意味を脱してい
ない。今後，同産業の内部からイノベーションを連続的に生み出せるかどうかを見極める
必要がある。すでに営利追求が当然のこととなり，市場環境が整った大連市ソフトウェア・
ITES 産業において，個々の企業の企業者活動は地域産業エコシステムの変革とは直接重な
らない。もはや企業者活動と制度的企業者活動は，区別されねばならないのである。
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Ⅵ 結論
１ 総括
本論文は中国大連市ソフトウェア・ ITES 産業を事例にして，地域エコシステム論の視
点で，新興国ハイテク産業の GVC 参入と高度化を分析した。それに際して，大連市同産
業の発展段階に応じて，変革の課題も異なるものととらえ，地域エコシステム構築プロセ
スを形成期，成長期と転換期の三段階に分けて動態的に考察した。序章でも述べたように，
1990 年代後半，大連市ではソフトウェア・ ITES 産業の地域エコシステムが構築された。
それから，地方政府の示す産業政策が発展方向を示し，生産要素の供給，需要創出，企業
者活動，諸要素によるシステム化によって，地域エコシステムは段階的な変化を経ながら
進化し続けている。以下，各時期の考察結果をまとめる。
（1） 産業形成期
産業形成期においては，中国と大連市に存在した様々な制度的制約と市場の未整備に対
して，産学官の諸主体が活発に活動し，GVC 参入を目指して，大連市ソフトウェア・ITES
産業を生み出した。こうした中，大連市政府は知識集約型企業を創出するために，ソフト
ウェア産業を振興する姿勢を明確にし，地域エコシステム構築の諸要素を繋げようと努力
した。供給面では政府機関と大学からの企業創出，インフラストラクチュアが決定的であ
った。そして，豊富な日本語人材の存在と供給，頭脳循環による起業が産業全体の生成に
貢献していた。需要面では日本からのオフショア開発需要の獲得が重要であった。そうし
た中，大連市の各社は活発な企業者活動を展開し，自社のビジネスを発展させると同時に，
対日オフショア開発によって GVC に参入する方法を示し，エコシステムの形成に貢献し
ていた。営利活動が制約され，市場が未整備であった旧結合を克服することが課題であっ
たという，当時の独自な条件が，このような企業者活動一般と制度的企業者活動の重なり
をもたらしたのである。さらに，これらの諸要素をつなげてシステム化するためには，産
学官のキーパーソンの連携したネットワークが大きな役割を果たしていた。初期のエコシ
ステムは，確かに産学官連携によるものであったが，それを担う個人の顔が見えるような
段階にあった。
（2） 産業成長期
産業成長期においては，大連市ソフトウェア・ ITES 産業におけるエコシステムの目的
は，生成した産業の規模を拡大することであった。政府が産業規模の拡大を発展方向にし
て，地域開発と企業誘致を進めた。そこで，地域開発と企業誘致は相乗効果を生み，さら
に評判効果によって「企業が企業を呼ぶ」ことで集積が発展した。その結果，大連市同産
業はこの時期において毎年 30％以上の成長を遂げていた。そして，供給面では大連市は企
業誘致を組織的に拡大するため，税収，輸出，土地の優遇政策，家賃補助などの政策を整
備した。そのほか，産業全体における人材育成に注力し，教育側による積極的人材供給，
政府によるハイレベル人材の確保，企業による人材確保・育成が着実に進んでいた。しか
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し，人材の大量育成システムが構築されていたが，それだけで IT 人材の構造的不足の問題
を解決することが難しかった。需要の面では日本からのオフショア開発需要を引き寄せる
ために，訪日ミッションや商談会・セミナーなど多様な方式を採った。こうして，評判効
果と地域開発の外部性によって，大連市同産業における集積が拡大すればするほどさらに
その便宜が増し，よりいっそうの拡大につながるという好循環が形成された。この時期に
おいて，個々の企業者活動が自然に続いていたが，制度的企業家の顔が見えなくなった。
地域エコシステムは，もはや個人の繋がりに依拠するものではなく，政府と企業の機関と
しての取り組みと市場における集積効果に依拠する，「組織」と「市場」に依拠したもの
になったのである。
（3） 産業転換期
産業転換期においては，地域エコシステムの構築は日本市場の成長鈍化，内陸部やベト
ナムなど低コストのオフショア拠点の出現，中国国内市場規模の拡大などの国内外環境変
化に強く影響されている。労働集約的な対日オフショア開発のために編成された事業とエ
コシステムが，早くも旧結合として克服の対象になったのである。
転換期に入って，政府はイノベーション創出へと発展方向を切り替え，地域エコシステ
ムの高度化を目指している。大連市同産業は労働集約的な対日オフショア開発基地からの
転身を開始し，オフショア開発の高度化と国内市場開拓をめざすべき局面に入ったのであ
る。供給の面では，大連市は人材不足と人材流動を踏まえて，構造的人材不足を課題とし
て取り上げ，ハイレベル人材の確保に力を入れている。そして，政府は産業全体の量的成
長を狙って，パーク開発を促進させている。その結果，パーク開発は進んで量的拡大には
十分貢献しているが，政府の質的強化支援とハイレベル人材供給がまだ顕著な成果を上げ
ておらず，市場転換に対応した需要創出については，個々の企業ベースで高度化と国内市
場開拓の動きはあるものの，まだ試行と模索の意味を脱していない。そして，個々の企業
の企業者活動は地域産業エコシステムの変革とはもはや直接重なっていない。個々の企業
者活動とは別に，イノベーション創出のための制度的企業者活動が必要である。また，地
域エコシステム高度化のためのシステム化構築においては，企業や産業ベースからのネッ
トワーク構築が必要になっており，政府はそれを支援することが焦点になると予想される。
イノベーション創出策がパーク開発のようなハードウェアに偏っている現状を改め，企業
者同士，または企業と大学間における実質的な交流を盛んにし，研究の産業化プロセスを
支援することが望ましい。
以上の形成期，成長期と転換期の考察をまとめると，表 8のようになる。
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表 8 大連市ソフトウェア・ ITES 産業における地域エコシステム
Ⅰ形成期（1990年代） Ⅱ成長期（2000年代） Ⅲ転換期（2010年代）
課題
計画経済の残滓を残す中国
と大連市の諸制度による旧
結合の変革，GVC 参入と地
域エコシステムの構築
産業規模の拡大（地域開発と
企業誘致）
GVC の高度化と中国国内市
場の開拓
発展
方向
ソフトウェア産業振興,地域
エコシステム構築
生産要素の供給と市場開拓
による産業集積
量的拡大と質的強化,エコシ
ステム再構築
供給
能力
の強
化
・新産業による新制度の誕
生
・政府と大学からの企業創
出
・「官助民弁」による DLSP
の設立
・豊富な日本語人材
・頭脳循環による起業
・民営大学である東軟情報
学院
・産業支援措置
・人材育成の取り組み
・ソフトウェア関連学部の拡
大
・ DLSP の躍進
・新分野への進出
・経営とサービスのグローバ
ル化
・ IT インフラの刷新
・量的拡大：パーク開発
・質的強化：イノベーション
創出支援
・質的強化：ハイレベル人材
の確保
・両化融合の推進
・国内大手企業の進出
・企業からの地域活性化提案
需要
創出
日本からの呼び込み オフショア開発需要の引き
寄せ
GVC 上流工程と中国国内市
場の魅力
シス
テム
化
キーパーソンの連携した働
き
自己再強化による更なる集
積
産学官ネットワークの構築
企業
者活
動
・活発な企業者活動：自社
のビジネスを発展させなが
ら，対日オフショア開発に
よって GVC に参入する方
法を示した。
・企業者活動は制度的企業
者活動と重なっていた。
・個々の企業者活動が自然に
続いていた。
・制度的企業家の顔が見えな
くなってもうまくいくよう
になった。
・政府と企業の取り組みと集
積効果によって，エコシステ
ムは機能した。
・ GVC に沿ったオフショア
開発の高度化と中国国内市
場開拓。
・企業者活動は地域産業エコ
システムの変革とは直接重
ならない。
・イノベーション創出のため
の制度的企業者活動が必要
である。
出所：筆者作成。
２ 結論
新興国におけるハイテク産業の創出は，容易なことではない。その形成及び発展は複数
の関係主体や，それらの連携した経済システムによる地域エコシステムの構築にある。し
かも，異なる課題に対応するため，発展段階によって地域エコシステムの在り方が変化し
続けている。本論文は大連市ソフトウェア・ ITES 産業の事例を通して，このあり方と変
化をとらえようとした。
大連市の事例分析の結果，新興国ハイテク産業の地域エコシステム構築について，第 1
章で提示した形成期（GVC 参入），成長期（GVC 成長）と転換期（GVC 高度化）の三段
階のモデルの有効性が確認され，その内容が以下のように豊富化された。
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形成期では，新興国ハイテク産業における地域エコシステムの目的は先進国と異なり，
大学の研究成果の産業化ではなく，GVC 参入である。また，新興国は労働集約型の財・サ
ービス，工程にしか優位性がないため，産業全体を一挙に構築することは難しく，一般的
にローエンド或いは労働集約型活動から GVC に参入する。しかし，それは市場メカニズ
ムのみによって達成されるものではない。労働集約的な活動への参入のためにも地域エコ
システムが構築されねばならないのである。GVC に参入するための地域エコシステムの構
築が新興国に特有なものだと考えられる。
新興国における地域エコシステムの構築には，発展の目的を明確に設定したうえ，それ
に沿って諸主体の行動を促す必要がある。中国・大連市に見られるように，地方政府によ
る産業政策は，その有効な方法である。そして，産業に必要な生産要素は自由放任の市場
で供給されるわけではないため，潜在する資源を活かす，或いは要素賦存上の不利を逆転
させる必要がある。特に，ソフトウェア・ ITES 産業の場合，最も重要な生産要素は情報
技術を駆使する人材である。労働集約的な工程を担うために大規模な人材育成システムが
整備する必要がある。形成当初，国内または地域内から自然に生まれる知識や技術だけで
足りないため，先進国から新興国への知識伝達が大きな役割を果す。そこで，先進国から
の頭脳循環で起業する場合もあるし，進出した先進国企業による技術移転を受けてビジネ
スを始める場合もある。こうして，新興国ハイテク産業における地域エコシステムの形成
には，先進国から新興国への知識伝達が大きな役割を果している。また，ハイテク産業育
成のボトルネックとなるのが「最初の需要」である。これを地域内や国内に期待しにくい
のが新興国の弱点で，それを克服するには海外市場の獲得が必要である。それに際して，
政府や関連組織の役割が大きい。例えば，大連市ソフトウェア・ ITES 産業の場合，政府
は「需要創出」の面で大きな役割を果たしている。特に，産業形成期では日本からのオフ
ショア開発需要の獲得が重要であった。さらに，諸要素を結合し，システム化することが
必要である。そして，産業初期では，新興国で新産業を発展させるには，産学官の組織と
しての連携のほか，キーパーソンの連携した働きが大きな役割を果たす。
その後，成長期において，量的拡大による産業集積が課題になる。まず，政府は集積の
形成と拡大を新たな発展方向として設定した。そして，生産要素の供給として，研究・教
育機関の整備，人的資源の育成・誘致などを課題にして，労働集約的な工程を担うために
も大規模な人材育成・誘致を行う。特に，産業集積効果に刺激され，大学等の教育機関が
増設され，企業向け人材育成が盛んになる。需要の面では，これまでの呼び込んだ需要を
さらに引き寄せることに力を入れる。また，量的拡大が課題となるため，地域エコシステ
ムの諸要素は形成期の延長線上にあってさらに発展したものになる。それに際して，形成
期と異なるシステム化のあり方が求められる。こうして，地域エコシステム構築による集
積効果で供給と需要の双方が成長し，地域産業としての競争力が高まり，規模の経済性が
現れる。さらに，評判効果で進出企業を引き寄せる「企業が企業を呼ぶ」現象が起きて，
企業進出の増加で注文をさらに呼んで，優秀な人材も多く集まるようになる。そして，生
活環境の改善やインフラ施設の整備などの地域開発によって，一層魅力的な企業立地に結
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びつき，産業集積の促進がもたらされて，地域開発における正の外部性が生じる。こうし
て，評判効果と地域開発の外部性で，地域産業の集積効果とスピルオーバー効果をもたら
す。この時期の地域エコシステムは，政府と企業の機関としての取り組みと市場における
集積効果に依拠したものになる。
しかし，比較的早い段階に転換期に入って，それまで形成された地域エコシステムが機
能しえなくなる。まず，ハイテク産業の好調による人件費の高騰とともに労働集約的工程
の賃金の安い競争地域が現れ，GVC 上での高度化を迫られる。そうした環境変化の下では，
労働集約的工程のために編成された事業とエコシステムが，早くも旧結合として克服の対
象になる。そこで，地域エコシステムの転換が求められる。新たな発展方向はイノベーシ
ョン創出である。生産要素の面では，イノベーション創出に向かって供給能力を向上させ
ねばならない。需要の面では，新たに研究や技術を産業化するため，GVC の高度化と国内
市場の開拓に応える需要創出が必要になる。それに際して，「最初の顧客」を開拓するた
めに，公共調達を含めた支援策が求められる。さらに，諸要素をシステム化する新たな制
度的企業者活動が，個々の企業者活動とは別に必要になる。特に，政府や教育機関などの
諸要素を結合するイノベーションシステム構築のため，制度的企業家の活動が期待される。
こうして，転換期においては，産学官の組織としての連携のほか，制度的企業家活動，キ
ーパーソンのネットワークが重要になり，個人の顔が再び見えるようになることが考えら
れる。すなわち，政府がイノベーション創出の姿勢を明確にして，政府の内部，或いは企
業内にいる複数のキーパーソンが，相互にネットワークを持ち，連携しながら新たな制度
を創造し，ないし既存制度を変革するために資源を使う制度的企業活動を行うことが求め
られる。
それに際して，イノベーションを引き起こすために，産学官連携が必要となり，それを
支援する地域政策と仕組みが求められる。ただ，ハードウェア，インフラを整備してイノ
ベーティブな活動が行える場を提供するだけでなく，新しい需要創出をもたらすネットワ
ークを構築しなければならなない。すなわち，大学と産業の連携，企業同士の連携，ハイ
テク産業と他産業の連携を促進するため，政府や業界団体の支援が必要である。
３ 残された課題
本論文で残された課題は 2点である。
理論的には，新興国ハイテク産業の 3段階論における課題を解明するために，大連市ソ
フトウェア・ ITES 産業の事例だけでは不足しており，他の国，或いは他の地域ハイテク
産業について検討し，対象にする必要がある。本論文では，大連市同産業の事例を一般化
し，他の新興国ハイテク産業にも適用できるように理論化を図った。それによって，地域
エコシステム構築による新興国ハイテク産業の形成及び発展に有用なフレームワーク，ま
たはモデルを提示した。この仮説を他地域へ応用し，その妥当性を検証するということは，
今後の研究課題である。
大連市ソフトウェア・ ITES 産業の発展史の実証としては，転換期における制度的企業
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家とシステムのあり方の関係について明らかにすることである。本論文では，大連市同産
業の高度化について，GVC の高度化，新規市場の開拓等を発展方向として示したが，こう
した市場転換に対応したシステムの具体的あり方がまだ解明されていない。そして，地域
エコシステムの高度化において，制度的企業者活動は個々の企業者活動と分離する必要が
あると指摘したが，制度的企業者活動の具体的なあり方についても，今後解明する必要が
ある。
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7 2010 年 8月 東軟集団有限公司大連分公司 中国・大連
8 2010 年 8月 大連信華信息技術有限公司
（現・中軟国際科技服務大連有限公司）
中国・大連
9 2010 年 8月 大連軟件園股份有限公司 中国・大連
10 2010 年 8月 東北大学産業科技集団 中国・瀋陽
11 2010 年 8月 大連亜舟信息産業有限公司 中国・大連
12 2010 年 8月 大連共創軟件有限公司 中国・大連
13 2010 年 8月 大連必捷必信息技術有限会社 中国・大連
14 2011年 1 月 株式会社北京 NTTデータジャパン 日本・東京
15 2011年 8 月 大連高新園区 投資促進局 中国・大連
16 2010 年 8月 大連軟件行業協会 中国・大連
17 2010 年 8月 大連億達信息技術有限公司 中国・大連
18 2010 年 8月 大連亜舟信息産業有限公司 中国・大連
19 2010 年 8月 株式会社大連思派電子 中国・大連
20 2010 年 8月 松下電器軟件開発（大連）有限公司 中国・大連
21 2010 年 8月 大連軟件和服務外包発展研究院 中国・大連
22 2010 年 8月 大連海外学子創業園区 中国・大連
23 2010 年 8月 大連経済和信息委員会 軟件与信息服務処
（現・大連工業和信息局 軟件与信息服務処）
中国・大連
24 2011年 9 月 ハイソフトジャパン株式会社
（現・パクテラ・コンサルティング・ジャパン株式
会社）
日本・東京
25 2013 年 8月 松下電器軟件開発(大連)有限公司 中国・大連
26 2013 年 8月 大連軟件園股份有限公司 中国・大連
27 2013 年 8月 大連軟件行業協会 中国・大連
28 2013 年 8月 大連軟件和服務外包発展研究院 中国・大連
29 2013 年 8月 大連億達信息技術有限公司 中国・大連
30 2013 年 8月 中軟国際科技服務(大連)有限公司 中国・大連
31 2014 年 8月 大連軟件行業協会 中国・大連
32 2014 年 8月 通華科技（大連）有限公司 中国・大連
33 2014 年 8月 大連軟件園股份有限公司 中国・大連
34 2014 年 8月 益德穿梭（大連）有限公司 中国・大連
35 2014 年 8月 大連軟件和服務外包発展研究院 中国・大連
36 2014 年 8月 大連服務外包協会 中国・大連
37 2016 年 8月 大連軟件和服務外包発展研究院 中国・大連
38 2016 年 8月 大連軟件行業協会 中国・大連
39 2016 年 8月 大連共創軟件有限公司 中国・大連
40 2016 年 8月 大連創科科技有限公司 中国・大連
41 2016 年 8月 大連必捷必信息技術有限会社 中国・大連
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42 2016 年 8月 株式会社大連思派電子 中国・大連
43 2016 年 8月 大連服務外包協会 中国・大連
44 2016 年 8月 大連軟件園股份有限公司 中国・大連
45 2016 年 8月 大連億達信息技術有限公司 中国・大連
46 2016 年 8月 大連外国語大学 中国・大連
47 2018 年 7月 大連軟件園股份有限公司 中国・大連
48 2018 年 7月 大連海外学子創業園区 中国・大連
49 2018 年 7月 大連必捷必信息技術有限会社 中国・大連
50 2018 年 7月 大連億達信息技術有限公司 中国・大連
51 2018 年 7月 大連軟件和服務外包発展研究院 中国・大連
52 2018 年 7月 大連共創軟件有限公司 中国・大連
53 2018 年 7月 NTT DATA 通信軟件工程（大連）有限公司 中国・大連
54 2018 年 7月 簡柏特（大連）有限公司 中国・大連
55 2018 年 7月 東軟集団有限公司大連分公司 中国・大連
56 2018 年 9月 株式会社 NTT データ MSE 日本・横浜
事例一覧表
番号 社名 場所
1 A社（大手地場企業） 中国・大連
2 B社（大手地場企業） 中国・大連
3 C社（中小地場企業） 中国・大連
4 D社（中小地場企業） 中国・大連
5 E社（外資企業） 中国・大連
6 F社（外資企業） 中国・大連
※本論文では，事例企業と匿名でない企業が同じ企業の場合がある。
地域エコシステム構築による新興国産業のグローバル・
バリュー・チェーン参入と高度化
－大連市ソフトウェア・ITES産業の事例を通して－
東北大学大学院経済学研究科博士課程後期3年課程
B4ED1004張艶
学位論文の文中に一部に誤りがございました。お詫びして，正誤表の通り訂正いたします。
正誤表
訂正箇所
(頁/行)
訂正内容
誤 正
2頁/注下か
ら2行
コンピューターー コンピューター
13頁/3行 図3 図2
23頁/12行 インド（創出国） インド（送出国）
25頁/4行 内市場向け事業 国内市場向け事業
103頁/下か
ら9行
Adner and kapoor[2010] Adner,R. and Kapoor,R.[2010]
108頁/イン
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